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概要 

 

社会生態学的生産ランドスケープ（Socio-ecological production landscapes : SEPLs）は、

農林漁業などの人間と自然の相互作用を通じて形成されてきた。そこでは、自然資源を

賢く利用し、それにかかわる利益や負担をコミュニティで配分するための様々な知識や

技術、規則や規範に支えられ、生態系サービスや生物多様性が維持されてきた。今回実

施した社会生態学的生産ランドスケープの文献調査により、アジアにおける多様な人間

―自然相互作用の様子が明らかになった。本冊子では、特に形態的、組織的構造、管理

に関する技術や現在直面している問題、講じられている策などについて記述している。 

社会生態学的生産ランドスケープは、モンゴル、オマーン、キルギスタン、中国（四

川省イ族自治区）、ネパール等の乾燥気候や高山気候のもとでは、主に牧畜によって特

徴づけられている。家畜の移動放牧を行うことで、植生への負荷をコントロールし、季

節性の（あるいは不規則な）降水量や気温の変動を克服、適応している。また、放牧地

や家畜管理に関する制度によって、放牧のための場所や時期の調整が行われてきた。し

かしこのようなシステムは、社会主義体制下の土地や家畜の国有化、あるいはその後の

市場経済化等の政治経済体制の大きな変化に影響を受け、放牧地の集中等の変化を招い

てきた。 

上記のような地域を離れると、アジアの大部分の農業システムは米栽培が優占する。

日本や韓国、中国（陝西省）の温帯地域では、地形条件に対応して、水田、畑地、林地、

草地、集落、池等がモザイク状に配置された土地利用が観察できる。特に日本や韓国で

は人口の減少や高齢化が農林地の放棄を引き起こし、社会生態学的生産ランドスケープ

の劣化を招いている。 

インド、スリランカ、インドネシア、フィリピン、タイ、ベトナム等の熱帯地域では、

社会生態学的生産ランドスケープは、複雑な土地利用と複数の生産形態の混合によって

特徴づけられる。ホームガーデンは、農家が食料、薬等の多様な生産物を得られるよう、

多種の樹木、つる植物、草本等を多層的な林に仕立てたもので、太陽光や栄養素を効率

的に利用できる仕組みになっている。また、一年を通じて気温が高いことを活かし、乾

期にも米作ができるよう灌漑施設が発達し、地域コミュニティによって維持されてきた。

フィリピン、タイ、ベトナム等の山地地域では、移動耕作や、集落、農地周辺での植物

の半栽培等、比較的粗放な自然資源の利用の仕方がなされている。人口増加や市場経済

の発達による食料需要の増大は、農地の拡大とモノカルチャー栽培など集約的な土地利

用への変化を促しており、一方で都市地域や他産業への人口の流出は、棚田や灌漑施設

等の労働集約的な農業施設の管理放棄を引き起こしている。 

カンボジアやミャンマー、イラクにみられる海岸や湖沼近くの低地帯では、水田耕作

とともに漁業活動も行われている。ここでは、水分条件や微地形条件によって少しずつ

異なる生産形態や、作物種の栽培が展開している。人口増加や市場経済の発達は、土地

利用の転換や湿地林の伐採等を通じて、ここでもランドスケープの劣化の原因となって

いる。 

対象とした社会生態学的生産ランドスケープの多くに、環境条件の時空間的な変動へ

の適応可能な方法がみられた。休閑を含む耕作システムや、異なる生産形態または、作

物種・品種、家畜種等の組み合わせ、地形条件に沿った土地利用などである。また、自

然資源の利用を調整するための制度も多くのランドスケープで見られた。 
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全体として、人口変動（増加および減少）と市場経済の発達が、近年の社会生態学的

生産ランドスケープの変化の背景として共通して存在し、生態系と生物多様性の劣化が

引き起こされていた。これに対し、コミュニティフォレストレストリーを含め、自然資

源の管理や土地所有に関する政策が導入、実施されるなど、策も講じられつつある。さ

らに、コミュニティ開発、普及啓発、生態系再生、放棄された農業施設の修復等の様々

なプロジェクトが NGO、民間セクター、政府機関や国際機関により実施、サポートされ

ている。 
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はじめに 

 

人々は、食料、衣料、住居、薬等に必要な、多くの資源を周囲の環境に依存してきた。

何世代にもわたる人と自然との相互作用の中で、自然資源の賢い利用に関する知識がそ

れぞれの地域で蓄積され、生物多様性と生態系の維持にも貢献してきた。各地で自然資

源の管理や、そこから得られる利益や負担の配分についての規則や規範が遵守され、自

然資源の持続的な管理の仕組みがより強められた。このようにして、土地利用システム

や制度システムは地域の自然・社会経済的な条件のもとで共に発達し、各地域で固有の

ランドスケープ（社会生態学的生産ランドスケープ）が形成されてきた。 

近年、化石燃料の過剰利用や生態系の劣化等の犠牲によってもたらされた経済成長の

負の影響が認識されるに従い、これらの伝統的に形成されてきたランドスケープの持続

性や、人々に多様な便益を供給してきたことが理解されるようになってきた。今日、こ

れらのランドスケープは急激な人口変動、グローバリゼーション、都市化、気候変動等

によって生じる様々な脅威にさらされている。SATOYAMA イニシアティブは、そのビ

ジョンである「自然共生社会の実現」に向けて、上記の問題に取り組み、社会生態学的

生産ランドスケープの維持と再構築に取り組むために、環境省と国連大学高等研究所に

よって開始されたものである。「社会生態学的生産ランドスケープ」という言葉は、

SATOYAMA イニシアティブの対象する地域の呼称として使用しており、これは日本里

山里海評価（2010）における里山・里海の定義「人間の福利に資する様々な生態系サー

ビスを提供する管理された社会・生態学的システムで構成される動的モザイク」をふま

えたものである。 

社会生態学的生産ランドスケープは世界中に見られるが、生物多様性と生態系に関し

アジア地域（数字は本冊子の章に対応） 



－viii－ 

ての、そして人々にとっての重要性をより理解するための詳細な検討と解説が必要であ

る。本冊子はアジアにおける社会生態学的生産ランドスケープを取り上げ、そこにおけ

る多様な人間―自然の相互関係について、特に形態的、制度的構造や、管理の技術的側

面について紹介する。また、現在直面している問題や講じられている方策についても述

べる。それぞれの地域は、地理的バランスや自然・社会経済的条件の多様性を考慮して

選択した。アジアはユーラシア大陸の中央から東および、その島嶼部の、世界の陸域の

23％に相当する範囲を占めており、この地域に世界人口の 60％が暮らしを営んでいる。

また、世界の標高の最高点と最低点を含み、熱帯から寒帯、湿潤から乾燥地域まで様々

な気候条件の土地が存在し、結果として多様な動植物相が見られる。人々はこのような

多様な自然環境にそれぞれ暮らしの形をあわせ、自然の恵みを享受してきた。結果とし

て様々な農耕、漁業、放牧、木材等の自然資源の採取の形態と工夫が生まれた。これら

は、人々の長年の経験によるもので、持続的な社会を構築するための重要な手がかりと

なるだろう。 
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１．キルギス共和国 北部山岳地帯の移動放牧 

 

（１）自然・社会的背景 
 

キルギスは山岳国家であるため耕作地は国土の僅か 7.1％（FAOSTAT による 2008 年の値）

と制約されているが、高山帯には天然のステップ草原が広がっているため、放牧地には恵ま

れ、畜産が農業総生産額の約半分弱を占めている（JICA, 2007）。特に北部のイシク・クル

州及びナリン州は、山岳地域が多く牧畜業が盛んである。ナリン州は州内の最低標高が国で

最も高い 2,040m であり、次いでイシク・クル州の 1,600m である（梶浦, 2009）。キルギス

の気候は、低地は冬から春になるにつれて降水量が増加し、高地では夏に雨季という特徴を

持つ。特に、北部は南部に比べ山岳地域が多いことから､夏に多雨冷涼の傾向があり、放牧に

適している（梶浦, 2009）。多くは家畜の飼育と共に限られた耕作地のなかで農作物を栽培し

ている農畜産兼業農家であり、畜産専業農家は少ない（JICA, 2007）。北部のイシク・クル

州及びナリン州では、高地に適した小麦、大麦、ジャガイモなどを栽培しており、他州と比

較すると品目が少ない（梶浦, 2009）。 

キルギス共和国はソ連崩壊（1991 年 12 月）前の 1991 年 8 月に独立した。独立以来、市場

経済化に向けた取り組みを進めており、経済は 1995 年より徐々に上昇している。経済成長に

大きく貢献しているのが農業セクターである。キルギスの農牧業体制は、独立後大きく変化

した。1920 年代にソ連に組み込まれたキルギスでは、コルホーズ（協同組合形式による集団

農場）及びソフホーズ（国営農場）の生産体制のもと、全ての農耕地や家畜は個人所有では

なく、国の所有とする集産体制をとっていた。独立後に集団農場体制が解体されて耕作地の

多くが住民に分配され、多数の小自営農家が出現した。また、家畜も個人所有になったが、

放牧地は現在でも国所有のままである（梶浦, 2009; Esengulova et al., 2008）。 

山岳地帯の放牧地やその周辺には数多くの大型野生動物が生息している。放牧地は家畜の

みならずマルコポーロシープ（Ovis ammon poii）、シベリアンアイベックス（Capra sibirica）

のような草食動物の生存を支える重要な生態系であり、これらの草食動物を餌とするオオカ

ミや絶滅の危機にあるユキヒョウ（Uncia uncia）のような肉食動物の生息にとっても重要で

ある（渡辺ら, 2008; 荒瀬ら, 2011; UNESCO, 2002）。 

 

（２）移動放牧の特徴 
 

キルギスで放牧されている家畜は、羊、山羊、牛、ヤク、馬の 5 種類である。なかでもソ

連時代から羊毛の生産に力を入れていたため、羊・山羊の頭数が特に多い（梶浦, 2010）。独

立後、家畜は個人の所有となり、それまでの組織的な管理から個人管理へと体制が変化した。

その際、家畜の管理技術の個人への移転が適切に行われず、さらに、羊毛加工工場の閉鎖、

1992～1993 年のハイパーインフレによる家畜の売却も加わり、家畜頭数は急激に減少した。

しかし、1998 年以降は大きな変化もなく、家畜頭数は横這いが続き、近年では増加傾向にあ

る（図 1）（JICA, 2003; Esengulova et al., 2008）。 

世帯あたりの家畜頭数には地域や家畜の所有形態によってばらつきがある。ナリン州のナ

リン郡の調査報告によると、世帯あたりの平均家畜頭数は、羊・山羊が 15.3 頭、牛が 2.5 頭、

馬 2.8 頭となっている（JICA, 2007）。イシク・クル州のトン地区の 34 家族の調査によると、

34 家族のうち 26 家族が、放牧地へ赴かない知人や親族からの請負放牧をしている。この 34
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家族の平均所有頭数をみると、羊・山羊が 56.1 頭、牛は 9.3 頭、馬は 5.4 頭である。一方、

34 家族の平均請負頭数は、羊・山羊が 202.9 頭、牛は 14.2 頭、馬は 3.3 頭となっており、放

牧している家畜の数は所有よりも請負のほうが多い（梶浦, 2010）。 

キルギスでは伝統的に、夏は高地、冬は低地での放牧という移牧が行われている。季節性

の移牧は、キルギスのように地形や気象条件が食用作物の栽培に適さず、植物生産量の極め

て少ない地域でも、家畜の生産を通し村人の生計維持を可能としている。家畜は村人に肉や

乳といった食糧を直接供給し、羊毛や肥育された家畜の出荷により現金収入をもたらす。夏

に、雨が多く、牧草が生い茂る耕作限界を超えた高山草地へ移動することは家畜の肥育にと

って重要である。キルギスでは、これらの放牧地は利用時期や村からの距離によって、春秋

の放牧地（Jazdoo - Kuzdoo）、夏の放牧地（Jailoo）、冬の放牧地（Kyshtoo）の大きく 3 種類

に分けられる。国により所有されている放牧地は、畜産農家や家畜所有者へリースされると

いう形がとられている。 

3 区分の放牧地は、村に最も近い冬の放牧地は Aiyl Okumotu と呼ばれる村レベルの地方政

府、春秋の放牧地は Raion と呼ばれる県政府、村から最も離れた夏の放牧地は Oblast と呼ば

れる州政府、というように異なる行政単位によって管理されていた（USAID, 2007）。2009

年に採択された新たな放牧地に関する法律（The 2009 Law on Pastures）により、3 区分全ての

放牧地の管理権限が地方政府（Aiyl Okumotu）に移され、それぞれの Aiyl Okumotu に放牧地

利用者による放牧地利用者組合（Association of Pasture Users: APU）が設立された。この APU

の管理組織として利用者の代表や行政官からなる放牧地委員会が設置され、放牧地委員会に

は放牧地利用に関する計画の策定や放牧地のモニタリングの実施などが義務付けられた。

2009 年の放牧地に関する法律は、利用者への放牧地の分配についての規定も定めている。放

牧場所や放牧地の利用料は利用者が所有する家畜の種類と頭数によって放牧地委員会により

決められ、利用料を支払った利用者には利用権を証明するチケットが配布される。このチケ

ットには、ⅰ）放牧地の地図、ⅱ）利用料の領収証、ⅲ）放牧地の利用規定などが添付され

ており、利用者はこれらの情報に基づき放牧を行う。 

このような、高標高地と低標高地間の移牧は、隣国であるカザフスタン、タジキスタン、

アフガニスタンなど中央アジアの国々、他にもネパールなどの、農業に適さない山岳地帯で

行われている。さらに遠方では、アルプス山脈沿いや地中海沿岸でも季節性の移牧が行われ

ている。 
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以下に、それぞれの放牧地の特徴と具体的な移動放牧のサイクルを記す。 

 

①春秋の放牧地（Jazdoo - Kuzdoo） 

春秋の放牧地は主に標高 2,500m 以下の山麓の丘陵地帯に位置している（写真 1）。飼料と

なる草が成長し始める早春に放牧が開始される。春秋の放牧地は、毛の刈取、殺虫の場とし

ても利用される。そして、多くの牧夫が、家畜飼育の拠点となる小屋を所有し、夏の宿営地

へ上がる準備をする。夏の放牧地に移動した後、秋に再び戻り放牧が行われる（Esengulova et 

al., 2008; Fitzherbert et al., 2000）。典型的な春秋の放牧地はキク科のウシノケグサ（fescue）

やヨモギ属植物（Artemisia）が点在している。夏の放牧地に比べ、ウマゴヤシ属（Medicago）、

シャジクソウ属（Trifolium）、ゲンゲ属（Astragalus）などのマメ科草本が豊かで、これらが

放牧に大きく貢献している。一方で、春秋の放牧地では過放牧が問題となっており、天山山

脈沿いの春秋の放牧地では地表植被が 40％を超えることはめったにない。また、過放牧は家

畜の餌に適さないキンポウゲ属の Ranunculus alberti やオグルマ属（Inula）などの侵入を招い

ている（Fitzherbert et al., 2000）。 

 

②夏の放牧地（Jailoo） 

夏の放牧地は、一般的に標高が 2,500m 以上の緩やかに起伏した山の斜面にある高山性の

草原であり、村からの移動に徒歩または馬で 1 日から 6 日間を要する（写真 2）。夏の放牧

地は三つの放牧地のなかで最も広く（表 1）、夏季は多雨冷涼なため生物生産性が高く、そ

の特性を生かして家畜の放牧が行われている。典型的な放牧地はその 60－100％をイネ科の

Festuca valesiaca やスゲ属（Carex）やカヤツリグサ属（Cyperus）などの 5－15cm の草本が

占め、その他に多年生広葉草本、マメ科植物、ウスユキソウ属の Leontopodium ochroleucum

などが見られる。また、全体の 10％程度ではあるが、キジムシロ（Potentilla）やハゴロモグ

サ（Alchemilla）のような匍匐性の植物が侵入している場所もある（Fitzherbert et al., 2000）。 

 

③冬の放牧地（Kyshtoo） 

冬の放牧地には標高の目安はないが、たいていは春秋の放牧地よりも標高が低く、村の近

くに位置する。家畜の越冬の地となるため、降雪はわずかで、一般的にはヨモギ属や Stipa

 

 

写真１．キルギス北東部の初夏の放牧地（カザフスタン国境付近、標高約 2,000m） 

（写真：徳川浩一） 
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属の草本が生育する半乾燥のステップである。例えば州内の最低標高が 2,040m のナリン州

の Kara-Kujur valley の冬の放牧地は、標高 2,700m に位置するが、豊富な飼料を生産でき、降

雪もほとんどない。村の近くに位置するこの放牧地には耕作地、干し草用の畑、果樹園、森

林が隣接している場合が多く、農畜産兼業農家の多くは小麦や大麦、野菜などを栽培してい

る。冬の放牧地は村からの距離が近いこともあり、春秋の放牧地以上に過放牧問題による土

地の劣化が深刻である（World Bank, 2007; Fitzherbert et al., 2000）。 

具体例として、イシク・クル州のトン地区の牧夫の放牧の年間サイクルを見てみる。イシ

ク・クル湖周辺に位置するトン地区では元来、テスケイ山脈沿いの湖沿岸を家畜の冬営地と

し、小麦・大麦などの穀物や、葡萄・杏・林檎・桃・梨などの果樹栽培を行い、夏に標高の

高い山腹に移動し放牧をしていたとされている（澤田, 1999）。梶浦（2010）によると、現在

のトン地区の専業牧夫は 4 月頃に冬営地を離れ、家畜を村周辺部の小屋に移動させ、5 月以

降の暖かい日を選び、羊の剪毛を始める。そして、6 月からの放牧の準備に取り掛かかり、

夏には標高の高い放牧地に移動し、ボズ・ユイ（boz-üy）と呼ばれる伝統的な組み立て式移

動住居などで放牧をする。そして、気温の低下が顕著となる 9 月から下山の時期となり、遅

くとも降雪のある 10 月中旬までには山を下りる。その後、小屋で越冬の準備をし、肥育され

た家畜を自らが売人として近郊の町の家畜バザールへ持参する。冬は 12 月中に種付けをし、

3 月頃に出産シーズンを迎え、再び春を迎え家畜の移動を開始する（梶浦, 2010）。 

 

写真２．イシククル湖北部における、夏季の羊の放牧の様子（オルクトゥ（Oruktu）、標高約 2,500～3,000m） 

（写真：徳川浩一） 

 

 

表１．キルギスにおける 3つの放牧地の面積 

放牧地のタイプ 面積（km2） 面積割合（%） 

夏の放牧地（標高 2500-3000ｍ） 38,890 44

春夏の放牧地（標高 1500-2500ｍ） 26,970 30

冬の放牧地 22,850 26

合計 88,710 100

出典：Fitzherbert et al.（2006） 
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（３）課題と対応 
 

キルギスの牧畜業の形態は、ソ連の建国そして崩壊という歴史のなかで大きく変化してき

た。ソ連建国前のキルギスでは、放牧地は共有の財産と認識されていた。放牧地を管理する

行政組織はなく、実際に放牧を行う親族集団や部族集団により管理され、集団の長が集まり

放牧についての話し合いの場を設けていた。放牧地は親族集団や部族集団ごとに、川や谷な

ど自然の地形条件によって分けられ、特定の場所の集中利用による牧草の枯渇を避けるため、

牧草の状態に合わせ移動しながら利用（ローテーション利用）していた（Esengulova et al,, 

2008）。ソ連建国後は前述のように家畜や放牧地はすべて国の所有となり、コルホーズ・ソ

フホーズ体制のもと運営された。この時代も、放牧地は国の管理のもとでのローテーション

利用が奨められたが、集産体制のもと家畜生産を最大化したことで、すべての放牧地におい

て集中的な利用が問題となり始めた。 

ソ連崩壊後も国有のままである放牧地は（２）で述べたように 2009 年に新たな法律が出来

るまで、それぞれ別の組織によって管理され、放牧地のリースが行われていた。しかし、各

放牧地の境界はあいまいで、組織の多くは放牧地の地図さえ所有していないなど、管理能力

が欠けていたため、放牧地の適切な分配が出来ていなかった。このような状況のなか、多く

の牧夫が伝統的な移動放牧を行わず、利用の容易さから、村から近距離の冬の放牧地と春秋

の放牧地を過剰に利用したため、これらの放牧地は劣化が進み、家畜の餌に適さない種の侵

入を招いている。村から近距離の放牧地で過放牧の傾向がある一方、村から離れた夏の放牧

地の多くは十分な利用が行われていなかったため、ソ連時代に集中して利用されていた一部

の放牧地では土地の回復がみられるという良い面もあったが、利用されないことで遷移が進

み、家畜の餌に適さない二次植物が侵入し放牧地としての経済価値が大きく低下した場所も

多い（USAID, 2007; Esengulova et al., 2008）。政府の記録によると 2005－2006 年の牧草地の

状態は、27％が非食用の雑草がはびこり、19％で土壌の浸食が見られ、33％では著しい劣化

がおこっている。そのほか、放牧地のリースによる収益（平均 0.35 米ドル／ha）の低さや、

ローカルコミュニティの牧草地管理における役割の欠如、インフラの整備が行き届いていな

いことなども問題として挙げられていた（USAID, 2007）。 

このような放牧に関する状況を改善するために、2009 年に策定された放牧に関する法律で

キルギスの放牧システムは大きく変化した。すべての放牧地を村レベルで管理し、放牧地や

放牧料支払いを明確にすることで、放牧地の状態が改善され、さらに家畜の生産性が高まる

ことが期待されている。 
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（１）自然・社会的背景 
 

四川省涼山彝族自治州は、州の中心部を長江の支流安寧河が北から南に流れ、その周辺を

急峻な山地が取り囲んでいる。州都の西昌市は成都の南西約 360km に位置し、標高は 1600

ｍ弱である。西昌市は年間平均気温 17.0℃、雨季乾季が明瞭で、年間 1,033mm の降水量の

92％は 5 月から 10 月の雨季に集中する。ケッペンの気候区分ではステップ気候である。安寧

河流域は、標高差が大きいため垂直的な気候の変化が著しい。西昌市より下流の米易県の標

高は 1,100ｍ台で、年間平均気温が 20℃程度と亜熱帯気候に近く、ここは乾季ばかりか初夏

まで蒸発量が降水量を超えるなどかなり乾燥する。これに対し標高 3,000ｍを越える山地では

平均気温が 8℃以下の冷温帯気候となる。このような気候の標高による変化は、植生の垂直

分布に現れる（表 1）。森林限界は標高 3,400ｍ前後で、風が強いところでは 3,200ｍに低下

する。植生は、匍匐型のウンナンマツ（Pinus yunnanensis）や、灌木状のコウザンナラ（Quercus 

monimotricha）やササ類（Fargesia pauciflora）である。標高 2,600～3,400ｍの冷温帯では、モ

ミ属（Abies spp.）、トウヒ属（Picea spp.）などの針葉樹とトウシシラカンバ（Betura albo-sinensi）

やシャクナゲ類（Rohododendoron spp.）が混交する。標高 2,600ｍ以下では暖温帯となり、2,000

～2,600ｍで暖温帯針広混交林、1,600～2,000ｍ暖温帯落葉広葉樹、1,600m 以下で暖温帯常緑

広葉樹となる（JICA, 2002）。1,600m 以下では乾燥のため特に南斜面ではまともな高木はほ

とんど成立していない。この地域に生息する哺乳類としては、イノシシ、サンバー（水鹿）、

センザンコウ、ジャングルキャットなどである。ほかに涼山州の高地は絶滅危惧種 IB 類のパ

ンダやレッサーパンダの生息地である。 

2010 年における涼山州の人口は州面積 6.0 万 km2に対し 478 万人（人口密度 79 人／km2）

である。この地域はもともと彝族が多数を占めていたが、1950 年代以降移住してきた漢民族

が増加を続け 54％と過半となり、彝族 43％、チベット族 1％、他 2%の民族構成である。歴

史的には 3 世紀の三国時代以来漢民族による低地部からの圧迫があったため、彝族が山岳高

地に居住するようになった。大別すると西昌市を境界として、安寧河流域の低地部、河谷平

地を漢民族農民が占め、概ね標高 2,000ｍ以上で上流の山岳高地部が彝族の生活圏域である。

標高 2,000m～2,700m の村落は人口密度 43 人／km2 、標高 2,700ｍ以上の村落の人口密度 26

人／km2である。村落は標高 3,500m の高地にまで存在する。 

中国政府は、1950 年代から 80 年代にかけて率先して森林開発を進めていた。国有林の伐

 

表１．涼山州の標高別主な植生と樹種 

標高 ｍ 主な植生 主な樹種 

3,400 以上 灌木・草原 高山草原 

2,600～3,400 冷温帯落葉針広混交林 
ウンナンマツ（匍匐型）、コウザンナラ、トウシシラカンバ、

モミ属、トウヒ属、シャクナゲ類、ササ類 

2,000～2,600 暖温帯落葉針広混交林 ウンナンマツ、コナラ属、ポプラ類、シキミ類 

1,600～2,000 暖温帯落葉広葉樹 ウンナンマツ、ハンノキ類、イトスギ類 

1,600 以下 暖温帯常緑広葉樹 
ギンネム、ナンヨウアブラギリ、キワタノキ（春から初夏乾

燥し、特に南斜面の乾燥は厳しい） 

出典：JICA（2002）を改訂 
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採開発は、社会主義新中国を建設する原資の一つとされ、大規模な天然林開発が行われてき

た（依光, 2003）。その結果、長江や黄河の上中流域の森林荒廃をもたらし、災害の原因とな

った。1998 年の大洪水災害を契機として政府は、同年天然林伐採禁止政策を打ち出し、森林

政策を大きく転換した。農民による急傾斜地での農耕地開墾への対策として耕地を林地に戻

す「退耕還林」政策や、放牧を規制して森林を育成する「封山育林」政策などによる植林の

推進が各地で実施されている。 

 

（２）高標高地における農牧業システム 
 

彝族は、高標高域に適応した耐寒作物と放牧を組み合わせた農牧業の仕組みを作り、山地

の急傾斜地においても、土砂崩壊の頻発を防ぎながら農牧地の景観を維持してきた。標高が

2,000m 以上の約 4.0 万 km2の地域に耐寒作物と放牧を組み合わせた彝族の農牧生業景観が広

がっている（写真 1）。以下の記述は、主に安寧河流域において、2001 年に実施された社会

経済調査の結果に基づく（表 2）。調査対象地である 5 県（西昌市、昭覚県、喜徳県、徳昌

県、米易県）内の 10 村（面積 86,000ha）の土地利用は、市町村にあたる郷鎮政府の統計によ

ると、農地 13％、草地 30％、森林 44％、その他荒廃地等 13％であった。 

 

 

写真１．2,000～2,700ｍ地帯：昭覚県の収穫風景 

（写真：（財）自然環境研究センター） 

 

表２．標高別、業種別、平均現金収入および比率 

居住地域 民族別戸数（戸） 収入（元） 収入比率 （％） 

標高 漢族 彝族 計 農業 林業 牧畜業 その他 計 農業 林業 牧畜業 その他

2,700m 以上 0 300 2,834 798 171 1,835 30 100 28 6 65 1 

2,000～2,700m 0 300 4,233 2,030 430 1,466 306 100 48 10 35 7 

2,000m 以下 387 13 6,038 3,766 3 972 1,297 100 62 0 16 22 

出典：JICA（2002）を改訂 単位：戸、元、％ 

注：この調査では、西昌市周辺の 5 県 10 村落において、各村で 100 戸、計 1,000 戸を対象としてインタビュー調査が行わ

れた。彝族の村落は標高 2,000～2,700ｍと、標高 2,700m 以上の地域に各 3 村ずつ位置し、漢族を主とする村落は標高

2,000m 以下の地域に位置する。表は各標高帯別の村落の集計値である。 
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ヒツジやウシの放牧は、広大な草地のある冷涼な山地に適している。彝族の主食は耐寒性

があり、気候不順に強い作物で、ソバでも多少苦みのある苦ソバ、ジャガイモ、エンバクな

どである。とりわけ重要な食料作物はジャガイモである（松島, 2004; 表 3）。ジャガイモの

裏作としてヒツジ等の飼料となるカブや牧草が栽培されており、食糧生産として重要な畑を

飼料栽培に割いている。このように作物とともにヒツジ、ブタを主とする畜産が組み合わさ

れている。調査地域の標高 2,000ｍ以上の彝族の家庭では平均するとウシ 2～3 頭、ブタ 5 頭、

ヒツジ 13～20 頭、ニワトリ 15 羽程度を飼育しており、毎年ウシ 1 頭弱、ブタ 3～5 頭、ヒツ

ジ 4～6 頭、ニワトリ 10～13 羽程度を販売している。家畜は重要な現金収入源である。また、

サンショウ、クルミ、松ヤニなどの林産物による収入も、近年増える傾向にある。 

ヒツジの飼料には、草のほか、ウンナンマツや灌木の葉、ササも含まれる。ブタの飼料は、

ジャガイモ、トウモロコシ、苦ソバ、エンバク、カブ等の農作物を煮たものである。ブタは

朝煮たエサを一度与えられ、後は山野に放たれる。彝族のブタは沢筋でカニを漁り、虫や野

草も食べる。彝族のブタは身が締まっていると評価が高い。ブタは放たれても煮たエサ欲し

さに飼い主の所に戻ってくるが、ヒツジの放牧には牧童が必要である。近年は、中国経済の

成長とともに豚肉価格が高騰し、これにより彝族の富裕な農家の中にブタの舎飼い飼育に力

を入れるものが出てきている。このような農家では、飼料確保のために、主にジャガイモや

カブなどの作目が多く栽培されている。 

冷涼な農耕地の地力を維持するための伝統的な技術として、「輪耕地」がある（写真 2）。

彝族は、畑地に 2 年から 4 年に一度だけ苦ソバやエンバクなどを耕作するなど、休閑年数を

多く取って地力回復を促している。休閑年にはヒツジやウシの放牧地として利用されるため、

 

 

写真２．2,700ｍ以上地帯：喜徳県の放牧利用する輪耕地 

（写真：（財）自然環境研究センター） 

表３．標高別、作物別、栽培率および平均家畜保有数と販売数 

居住地域 民族別戸数（戸） 作物栽培率 （％） 平均家畜保有数（頭） 2000 年販売数（頭）

標高 漢族 彝族 水稲 蕎麦 ﾄｳﾓﾛｺｼ 燕麦 ｼﾞｬｶﾞｲﾓ 牛 豚 羊 鶏 牛 豚 羊 鶏

2,700m 以上 0 300 1 94 36 93 99 2.6 5.3 19.5 14.9 0.9 4.8 6.5 13.1

2,000～2,700m 0 300 21 93 83 27 96 2.9 4.2 12.6 13.3 0.6 3.2 4.3 9.8

2,000m 以下 387 13 100 3 44 2 2 0.9 3.0 1.7 7.7 0.3 3.0 0.4 7.5

出典：JICA（2002）を改訂 
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家畜の糞が休耕地に還元される合理性がある。また、高標高地への夏季移動放牧が、農作と

牧畜の重複利用を避け、草資源保全のために必要な選択肢の一つとして、昭覚県や美姑県な

どにおける、特に冬季が長い高地の集落で行われている。燃料の利用について、彝族は山地

の柴、草、松葉など採取に努めるとともに、一部で農作物の副産物である藁や茎も利用して

いる。 

 

（３）課題と対応 
 

標高が高くなるにつれて需要の多くなるのが燃材である。一世帯あたりの燃材の年間平均

消費量を比べると、温暖な 2,000ｍ以下で 0.7 トン、2,000～2,700ｍ地帯で 3.3 トン、標高 2,700

ｍ以上の地帯では 6.6 トンもの柴薪が収集、消費されている。用途は炊事、ブタの餌を煮る

ことと暖房である。高地の集落は柴薪などの燃料を大量に消費するために、燃料効率の向上

が課題である。燃料効率のよい改良かまどの導入が図られているものの、従来からの三ツ石

かまどはイ族の伝統と認識されており、また改良かまどでは、夜間照明や暖房の要素で劣る

などの課題もある。 

また前述のように、中国では退耕還林政策を進めており、急峻な山地の彝族生活圏では特

に重要な政策である。これは、造林政策を加速させるために、これまで過剰に耕作してきた

傾斜地を耕地から森林に戻すための政策である。収入の低い農家に食料や賃金を支給するこ

とで退耕還林は確実に成果を上げている。当初は、林木苗と農作物との混植が禁止されてい

た（向・関, 2003）が、植栽に偏りがなければ、林木苗木の生育状況にも悪影響を及ぼさない

ということが理解され、現在は、農林混植による退耕還林が行われるようになっている。ま

た、彝族社会においても山地、僻地に暮らす高齢者が増えており、高齢者にとっては急傾斜

地における耕作が困難になっている。したがって、退耕還林の植林樹種として、果樹が選択

されるようになってきている。涼山州林業局も果樹導入を積極的に推奨し、特に冷涼な高地

におけるクルミ植栽は評判が高い。求められる果実種は地域条件により異なり、より寒い高

地ではサンショウ、はるかに温暖な地方ではオレンジ栽培が進んでいる。 
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（１）自然・社会的背景 
 

陝西省洋県は、漢中盆地に位置し、面積は 3,206 平方 km、標高は最高が 3,071ｍ、最低が

390ｍである（陝西省地図冊, 2010）。南部の平野部を長江の最大の支流である漢江が西から

東に流れ、すべての水系は漢江に注ぐ。年平均気温は 12～14℃（张ら, 2004）、最高気温は

38.7℃（欧, 2010）、年平均降水量は 900～1,000mm（张ら,2004）と温暖湿潤な気候である。

県内には 16 鎮、10 郷、367 行政村があり、2004 年時点の人口は 44 万人、うち非農業人口は

6.77 万人で住民の大多数は農業に従事している（曹, 2009）。2004～2005 年の洋県の統計に

よると、農民一人当たりの年間所得は 1,400～1,800 人民元ほどであり、これは同年の全国農

村平均所得 2,622 元を大きく下回っており、国家級貧困県に指定されている（Zhang et al., 

2009）。県の中心地周辺には市場があり、商業や観光業の雇用機会が存在するが、山間地域

にはこのような雇用機会もなく、特に貧困が深刻である（蘇・河合, 2004）。 

中国は 2006 年に、「全国生態保護第 11 次 5 カ年計画」を作成し、生態保護区の整備、農

村環境総合整備の確立、エコモデルの創設などを目標として掲げている。野生動物の保護も

重要課題として位置づけられている。なかでもトキ（Nipponia nippon）は「幸福をもたらす

鳥」として古くから親しまれてきた鳥であること、IUCN（国際自然保護連合）の絶滅危惧種

リストに掲載されている種であり、世界的な関心を集めていることから、その保護について

は最優先事項として取り組んでいる（JICA, 2010）。 

トキは 19 世紀の終わりまでは、中国、ロシア、朝鮮半島および日本など北東アジアに広く

分布していた。しかし、巣に利用する樹木の伐採、湿地の農地への転換、狩猟などを理由に

その生息数は激減し、1981 年 1 月に日本の最後の野生トキ 5 羽が一斉捕獲された時点で、野

生下では絶滅したと思われていた（Yu et al., 2006；BirdLife, 2003）。ところが、同年 5 月に

洋県奥地の山村で、絶滅したと思われていたトキ 7 羽が再発見され、保護対策が開始された。

野生トキの保護及び人工飼育・繁殖の両面での対策が進められ、2011 年現在、洋県の野生ト

キは約 800 羽を数えるまでに増加している。また、2001 年には、自然保護区が設置され、現

在、「陝西漢中国家級自然保護区」の面積は 37,549ha にも及ぶ。その内の 90％である 33,715ha

を洋県が占める（残り 10％は陝西省城固県）。保護区の大半は、海抜およそ 500～1,000m の

丘陵地帯にある。 

自然保護区には 2003 年時点で 13 郷鎮、99 行政村が含まれ、24,696 世帯に、77,612 人の住

民が生活しており、うち 95％を農業人口が占めている。後述するように、トキの保護区にお

いてはトキの生息場所として、水田などの農業生態系の役割が大きく、そこを利用する地域

住民の理解と協力が必要である（蘇・河合，2004）。 

そこで、当該保護区では、中国国家林業局が全国的に進めている、自然保護区の管理・運

営を地域住民と共に行う「社区供管」方式を導入し、2003 年には洋州鎮に社区供管委員会が

設立された（蘇・河合, 2004）。 

 

（２）洋県の土地利用とトキの生息環境 
 

トキの生息域は、その周年活動に応じ、営巣域、広域活動域、越冬域という三つのエリア

に区分される。洋県において、営巣域は海抜 700～1,200ｍの低山帯から中山帯に位置してい
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る。この地域は、60％以上が森林であり、谷間には水田が分布する。広域活動域は、標高 450

ｍ～750ｍの丘陵、平野部にあたる。丘陵部はところどころ二次林が分布し、河川やため池が

密に分布する。水田、畑、草地が多くを占め、これらが広域活動期のトキのねぐらや主要な

採食地になっている。平野部には農地、小河川、用水路が密集し、トキは水田や河川のほと

り、貯水池の周辺で良く採食している（写真 1）。越冬域は営巣域と広域活動域の中間にあ

たる低山、丘陵地帯で、広域活動域から営巣域へトキが移動する際の通過帯にあたる（丁ら, 

2004）。このように、トキの生息を可能とするには様々な環境が必要である。二次林や水田、

水路、ため池等がモザイク状に混在する環境は絶滅危惧種を含む多様な生物の生息、生育の

場となる。同時にこのような環境は人間の生活・生産活動の場として機能する（蘇・河合, 2009）。 

洋県では、農村部の土地の多くがコメ、コムギ、トウモロコシ、イモ類などの栽培用の耕

地、果樹園など農業目的として利用されている。洋県の耕地は「乾田」、「水田」、「輪作

田」の三つの類型に分けられる。一つ目の「乾田」とは湛水をしない一般的な畑地のことを

指す呼称である。二つ目は一年中湛水する水田で、夏に稲作を行い、その他の季節には湛水

状態で休閑させる耕地である。三つ目の「輪作田」は、夏季には湛水して水稲を栽培するが、

冬季には乾田化し畑作物を栽培する二毛作または多毛作耕地を指す。輪作田ではコメの裏作

物としてコムギ、トウモロコシ、イモ類を栽培する。洋県では「水田」は中山間地域に多く

所在し、平野地域では二毛作の「輪作田」が多い（蘇・河合, 2009）。 

トキの生存には餌となるドジョウや水生昆虫などが豊かな水田が必要である。特に冬季に

湛水状態の水田は、冬季に繁殖期を迎えるトキの重要な餌場となっている。洋県の水田面積

は 12,773ha におよび、総耕地面積の 50.3％を占める。さらに、洋県には貯水ダムが 80 カ所、

ため池は 2,232 カ所と多く所在し、このような豊かな湿地資源がトキの生息を可能としてい

る（蘇・河合, 2009）。 

洋県政府はトキの再発見後、冬季の田の湛水化を進めると共に、農薬や化学肥料の使用を

制限するなど、トキの生息環境を整備するための環境に配慮した農業に取り組んでおり、さ

らに営巣地やねぐら周辺の樹木の伐採禁止、石英鉱山やセメント工場の廃止・立ち退き等の

施策を講じてきている。例えば、洋県草バ村（写真 2）では改革開放後の 1980 年代から荒れ

山や傾斜地において梨園の開墾が始まっているが、トキが周辺域で生息するようになった

1990 年代半ばには政府の指示のもと、生息環境保護のために減農薬の生態農業への転換が図

られた。その後、コムギやトウモロコシ栽培から転換した梨園についても減農薬栽培が実施

 

 

写真１．刈り入れ直後の水田で採餌中のトキ（草バ村）（写真：森康二郎） 
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されている。こうして栽培された商品の多くが「無公害食品」として陝西省農業庁から認証

を得ており、市場において高値で販売されている。草バ村では、このような減農薬梨園への

切り替えにより、トキを含む野鳥の生息環境の改善のほか、土砂流出防止機能の強化、村民

所得の増加という結果ももたらされた。さらに、剪定した梨枝は農家の燃料として使われ、

薪炭用林の負荷が軽減された。草バ村での梨園は村の経済や自然環境に大きな役割を果たし

ている（蘇・河合, 2004; JICA, 2010）。さらに、草バ村では、トキのねぐらとなる雑木林を

保護するために、村民自治組織である村民委員会が保護区当局との間で、ねぐらのある林で

放牧しない、森林を伐採しない、薪炭材を採集しないなどの決まりを定めたトキ保護協定を

締結し、トキの保護に積極的に取り組んでいる（蘇・河合, 2004）。 

このようなトキの野生復帰のための取り組みは、日本の佐渡や、韓国の慶尚道昌寧郡でも

みられる。これらの地域では、農薬を使わない有機農法を推奨するなど、人とトキの住める

環境作りが行われている。中国国内では、洋県の他、陝西省内の寧陝県で、導入、放鳥され

たトキの野生個体群が定着している。また河南省の董寨自然保護区や浙江省の徳清県でも野

生復帰を目指し人工飼育繁殖が進められており、それぞれの地区でトキが生息可能な環境の

保全や創出が当面の重要課題になっている。 

 

（３）課題と対応 
 

トキの餌場の減少・悪化 

冬季のトキは、ドジョウ、タウナギ、サワガニ、タニシなどの水生生物を主な食物にして

おり、冬水田を主な採食場としている。しかし、1980 年代以降、耕作方式が一毛作から二毛

作へ変化し、秋の収穫後、水田の水を抜き小麦や野菜を栽培する農家が多くなっている。こ

のため、トキの冬季の採食場は著しく縮小しており、冬期湛水田の確保が重要な課題となっ

ている（丁ら, 2004）。野生トキの増加を考慮すると、餌場の状況の早急な改善が必要とされ

ている（蘇・河合, 2009）。 

 

生産性の低下とその対応 

トキの生息環境を保護するための農薬や化学肥料の使用規制により、米の生産量が減少し、

農民の収入に大きな影響を及ぼしている。農薬・化学肥料の不使用による減収は、水田 1 ム

 

写真２．洋県草バ村の全景（写真：森康二郎） 
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ー（約 6.67 アール）当たり約 150 ㎏になるという（曹, 2009）。また、草バ村の梨栽培では、

1997 年及び、最近の病虫害による甚大な被害が問題になった（JICA, 2010）。これに対し、

自然保護区当局は農民の生活を支援するため様々な施策を講じてきた。道路、水路、小水力

発電所等の整備、果樹、薬用植物等の栽培支援等の住民生活向上支援、営巣地やねぐら環境

保護のための村又は個人との保護契約の締結（保護成果への見返り措置含む）、住民の巡視

員（臨時職員）としての雇用等である。2008 年からは農家への直接補償の試行も開始され、

農薬や化学肥料の使用制限による農家所得の減少に対しては一定額の補償金が支払われるよ

うになった。しかし、補償金は十分ではない上に、補償のための財源確保も大きな問題とな

っており、支払いが滞っている地域もある。補償金の支払いは中長期的な解決になっている

とは言えず、安定した生産技術の確立と経済的に自立可能な仕組みが求められている（JICA，

2010; 蘇・河合，2009）。 

中国では有機・減農薬の農産物に対し、①無公害食品（Non-polluted food）、②グリーン食

品（Green food）、③有機食品（Organic food）、という 3 種類の認証制度が創設されている

（趙, 2009; 宋, 2008）。洋県草バ村の梨の多くが「無公害食品」の認証を得ており、認証獲

得により販路が拡大し、かつ市場で 50～60％程の高値で販売されている（蘇・河合, 2004）。

また、2003～2004 年には WWF（世界自然保護基金）の支援のもと、草バ村を含む三ケ村で

「グリーン米プロジェクト」が実施された。このプロジェクトでは、農家はトキ保護センタ

ーとの契約のもと、農薬と化学肥料を一切使わない方法で水稲を栽培し、「グリーン食品」

認証合格とされたグリーン米は通常より 15％高い価格で買い取られた。農家にとって、有機

農法による減収分は補償金及びグリーン食品認証による買取価格上昇により埋め合わされた

（蘇・河合, 2004）。 

そのほか、洋県トキ愛鳥協会（鳥類保護協会は中国全土で 14 ヵ所あり、本協会は 13 番目

に設立）では、子供たちを対象とした環境教育、トキのモニタリングなどの活動を行ってい

る。これら活動に対して、陝西省や洋県が支援を行っている（JICA, 2010）。また、JICA で

は 2010 年、トキの生息環境保全と住民の生計向上の両立モデルを示すことを目標とした 5

か年の「人とトキが共生できる地域環境づくり」プロジェクトを開始した。プロジェクトで

は、トキ生息地における調査・モニタリング、野生復帰支援、有機農業やエコツーリズム等

による住民の生計向上、環境教育などの活動を行っている。 
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４．日本 能登・加賀地方の稲作を中心とした里山 

 

（１）自然・社会的背景 
 

石川県は、本州の日本海岸、ほぼ中央に位置する能登半島（能登地方）と、その南側に位

置する加賀地方からなる。南北に細長く、海岸から高山に至る、日本列島の縮図ともいえる

変化に富んだ自然環境を有している。石川県は県土の三方向を海に囲まれ、対馬暖流の影響

を受けて緯度の割に温暖である（石川県, 2011）。また金沢市における平均降水量は 2,399mm

と、日本の中でも多雨多雪な地域である（気象庁）。 

石川県には、日本海側の多雪地に適応したユキツバキ（Camellia japonica subsp. rusticana）

や高山植物であるクロユリ（Fritillaria camtschatcensis）をはじめとする多くの植物、森林性

の大型獣であるツキノワグマ（Ursus thibetanus）やニホンカモシカ（Capricornis crispus）を

はじめとする動物が見られる。また、多様な生息環境を反映して、これまでに 430 種もの鳥

類が確認されている。県全体としては二次林の占める割合が多い（石川県, 2011）。能登地方

では山頂部に僅かなブナ（Fagus crenata）の林が見られるものの、多くは農地やコナラ

（Quercus serrata）等の二次林、人工林からなる。加賀地方では、低地は主に農地として利

用され、丘陵から低山にかけてはコナラやアカマツ（Pinus densiflora）などの二次林が広が

っている。標高 800ｍ以上の地域にはまとまったブナ林が見られる。能登地方、加賀地方と

も、丘陵地から低山にかけての地域では、小河川に沿った谷底の部分は水田として、斜面か

ら尾根にかけては雑木林や、スギ（Cryptomeria japonica）等の植林として利用されていると

ころが多い。日本では、農林業を通じて形成されてきた、農地や集落、それを取り巻く、二

次林や採草地、ため池などで構成される地域は里山と呼ばれている（写真 1, 2）。 

石川県の人口は約 117 万人（2011 年）であり、内訳は能登地方に約 21 万人、加賀地方に

は約 96 万人である（石川県県民文化局県民交流課統計情報室・人口労働グループ, 2011）。

過疎高齢化が進行しており、15 歳から 65 歳までの生産年齢人口は、1995 年から減少に転じ

ており総人口も 2000 年の約 118 万人をピークに減少し続けている。特に能登地方北部では状

況は深刻であり、既に 40 年以上前から人口減少が続いている（石川県, 2011）。 

 

 
写真１．加賀地方の水田、雑木林と集落（金沢市）（写真：（財）自然環境研究センター） 
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写真２．能登地方の水田、雑木林と集落（七尾市能登島）（写真：（財）自然環境研究センター） 

 

（２）石川県の里山の特徴及び農業の変化 
 

豊富な水を活かした水稲栽培 

石川県は比較的温暖で雨量が多く、水が豊富であることから、水稲栽培に適している一方、

冬は積雪があり耕作に適さないことから、米が主な農業生産物となっている（日本の里山・

里海評価－北信越クラスター, 2010）。石川県における 2010 年の米の作付面積は約 284km2

で県土面積の 6.8％に相当する。また、能登地方では総作物面積の 79％が、加賀地方では 89％

が、それぞれ水稲であった（石川県県民文化局県民交流課統計情報室, 2011）。 

イネ（Oryza sativa）はアジアを中心に世界の温暖な地域に広く栽培され、コムギ（Triticum 

spp.）、トウモロコシ（Zea mays）と並び世界三大穀物のひとつとして数えられる（山崎ら, 1989）。

水田で栽培される水稲と、畑で栽培される陸稲からなるが、日本ではほぼ水稲のみが栽培さ

れている。水稲は水が豊富で夏に暑い地域に適した作物である。水を湛えた水田土壌中では

地力の損耗が少なく、土壌浸食が生じず、また連作障害が起こらないことから、持続的な栽

培が可能である（山崎ら, 1989）。 

石川県では古くから水田が開発されてきた。江戸時代の初期（17 世紀半ばから 18 世紀前

半）には、加賀藩の財政を安定させるために積極的な新田の開発が進められた。1632 年には、

日本四大用水のひとつである辰巳用水が作られた（日本の里山・里海評価－北信越クラスタ

ー, 2010）。水稲栽培のためには水が不可欠で、農地の整備と維持において、用水の確保（灌

漑）と調整は最大の課題である。稲作の用水は河川、ため池または湧水から、水路を経由し

て取水される。全ての水田に均等に水が行き渡るよう、また田の水深を調整できるよう工夫

されている。降水量の多い石川県では河川からの灌漑が多いが、地域によってはため池灌漑

もなされている。石川県において、ため池は希少や昆虫や両生類、鳥類の生息地として重要

であり、県下の生物多様性を維持する上で重要な環境となっている（自然研, 2004）。 

能登地方における水稲の栽培方法の概要は次の通りである（JA はくい・羽咋郡市営農推進

協議会, 2011）。日本の他地域と同様、水稲は、苗代で育成された苗を田植えするやり方で栽

培される。石川県で最も多く栽培される品種であるコシヒカリの場合、播種は 3 月下旬に、

田植えは 5 月上旬になされる。葉の数 3 枚程度で植え付けられた苗は葉や茎の数を増やしな

がら急速に成長し、8 月上旬に出穂して 9 月中旬に収穫期を迎える。水稲栽培で重要なのは
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水田の水の管理であり、田植え直後には水を深く保ち、苗の生育が盛んになる 5 月中旬から

6 月中旬には水深をやや浅くする。6 月中旬、1 株当たりの茎の数が 12 本を越えた頃、茎の

増え過ぎを抑制するために「中干し」として水田の水を抜き、7 月上旬まで水がない状態で

管理する。出穂前後の時期には再び水深を大きくして、9 月上旬には水を落として、水のな

い状態で収穫する。冬期、水田はほとんど水がない状態で維持される。なお、石川県の約 17,700

の農業経営体のうちそのほとんど（約 17,200 経営体）が家族経営である（石川県県民文化局

県民交流課統計情報室, 2011）。 

 

農業の変化 

日本全体の第一次産業の縮小と同様に、石川県でも第一次産業の縮小は顕著である。日本

の農業が縮小している背景には、米の消費が減少し、畜産物（肉、乳製品など）や油脂の消

費が増加するといった国民の食生活の変化や、減反政策がある。石川県の農地面積は 1965

年には 68,600ha（水田率 82％）が存在したが、2006 年には 44,300ha（水田率 84％）と過去

30 年間で約 6 割に減少している（石川県, 2011）。 

農業従事者の高齢化も進行している。石川県の第一次産業労働人口は、1950 年には労働人

口全体の 52.6％を占めていたが、1980 年には 6.4％、2005 年には僅か 3.9％へと減少を続けて

いる（石川県, 2011）。うち、農業部門の従事者数は、1960 年の約 23 万人から 2006 年の約

94,900 人へと、約 4 割に減少した。なかでも普段から主に農業に従事している基幹的農業従

事者数の変化は著しく、2006 年（約 1.7 万人）は 1960 年の 12％（約 14 万人）にまで減少し

ている。一方で、60歳以上の基幹的農業従事者の割合は、1983年の 30.5％から 2004年の79.8％

へと増加し、高齢者が農業を担っている（日本の里山・里海評価－北信越クラスター, 2010）。 

 

雑木林の利用と衰退 

雑木林は、水田と並んで里山を構成する重要な要素であり、かつては薪炭材を得るための

重要なものであった。以下は、石川県環境安全部自然保護課（2004）及び自然環境研究セン

ター（2004）に基づく。石川県の森林は、県土面積の約 69％を占めており、特にコナラ林の

占める割合が高く、県土面積に対してコナラ林は 24％を占めている。木炭の原料として、主

にコナラが使われ、加賀地方ではクヌギ（Q. acutissima）やアベマキ（Q. variabilis）が、や

や冷涼な能登地方ではミズナラ（Q. crispula）が用いられることもあった。これらの樹木は、

伐採すると切株からひこばえが生じ、それを間引きながら育てることで持続的な木材生産が

可能である。以前は木炭の需要が大きく、雑木林は 15～30 年周期で伐採されていた。 

1950 年頃、県内の年間木炭生産量は 40,000 トンを越えていたが、1960 年代以降、プロパ

ンガスや石油の普及に伴い、木炭の生産は急速に落ち込んだ（日本の里山・里海評価－北信

越クラスター, 2010）。食用のキノコとして代表的なシイタケ（Lentinula edodes）のほだ木（原

木）としての利用は現在でも続いているが、菌床栽培によるシイタケ生産の増加とともに、

原木栽培による生産量が減少し、ほだ木としての木材利用も大幅に減少している（日本の里

山・里海評価－北信越クラスター, 2010）。現在、雑木林は能登地方で製紙用のチップとして

利用されているが、かつてに比べて雑木林の利用はごく僅かになっている。 

かつて多くの木炭が生産されていた時には、定期的な伐採や下草刈り、落葉かきなどの維

持管理によって雑木林は明るく維持され、明るい環境を選好するササユリ（Lilium japonicum）

やカンアオイ類（Asarum spp.）、それを食草とするギフチョウ（Luehdorfia japonica）などが

多く見られた。これらの動植物は、適度に攪乱された明るい環境に適応しているため、雑木

林の手入れが停止し、林床にササ類や常緑広葉樹林が密生するなどすると姿を消してしまう。



４．日本 能登・加賀地方の稲作を中心とした里山 

 

－19－ 

加賀地方の雑木林では、木炭生産の急減に伴って伐採や下刈りなどの管理が停止して樹木が

大型化し、明るい落葉樹林から暗い常緑樹林への置き換わりが生じている。また、タケノコ

の輸入量の増加に伴い、タケノコ用に植栽されていた竹林（モウソウチク（Phyllostachys 

pubescens））の管理が少なくなり、場所によっては周囲の雑木林へのタケの侵入が顕著にな

っている。この結果、明るい環境を選択する生物が減少し、それまで高く維持されていた生

物多様性が低下する傾向が指摘されている（石川県, 2011）。 

 

（３）課題と対策 
 

里山の改善に向けた行政による、具体的な取り組みとして、石川県は 2011 年 3 月に「石川

県生物多様性戦略ビジョン～トキが羽ばたくいしかわを目指して～」を策定した。このビジ

ョンにおいては、石川県にゆかりの深いトキ（Nipponia nippon）を生物多様性のシンボルと

して扱い、2050 年までの中長期目標を「いのちあふれトキが舞う里山里海を未来の世代へ」

として、里山里海の利用保全を掲げている（石川県, 2011）。さらに、2020 年までの 7 つの

重点戦略の一つめを「里山里海における新たな価値の創造」、二つめを「多様な主体の参画

による新しい里山づくり」として、里山里海に今日的な価値を与え、多くの主体が関わるこ

とを主導しつつある。2011 年 4 月には、里山里海の利用保全という部局横断的な施策の司令

塔として、また、企業、NPO、教育機関、地域団体など、多様な主体と里地里山を結び付け、

里山里海を元気にする取組の実働部隊として、環境部の中に「里山創成室」を設立した。さ

らに、2011 年 5 月に、県は地元金融機関と資金を拠出し、総額 53 億円からなる「いしかわ

里山創成ファンド」を創設し、その運用益と企業からの寄付金により事業を行うことで元気

な里山里海地域の創成を図る、「いしかわ里山創成ファンド事業」を展開している（石川県

環境部里山創成室ホームページ, 2011）。この中には、公募事業として、里山里海の地域資源

を活用した生業（なりわい）創出の支援（例えば特産物づくり、商品試作、モデルツアー）

などが含まれている。 

一方で、金沢大学などの高等教育機関を中心とした動きも見られる。その一つに、能登の

活性化に資する地域リーダーを養成することを目的に創設された「里山マイスター養成プロ

グラム（中村・嘉田編, 2010; 能登里山マイスター養成プログラムホームページ）」がある。

このプログラム目指すのは環境配慮型農林漁業の創出と、新たな里山里海ビジネスを展開で

きる新しい人材の養成である。里地里山と里海の再生、連環によって多様な動植物が共存で

きる自然環境を実現させること、そのために不可欠な環境配慮型の農林水産業を、大学が持

つ知財（近代的な科学技術）と地域が持つ伝統知（伝統的な技術と経験）の融合によって創

出すること、ビジネスチャンスとなり得る具体的な技術と経営のあり方を提案することなど

の内容からなる。 

この他、NPO による活動として、能登地方の輪島市町野町金蔵地区では「金蔵学校」とい

う取組がなされている（Matsui et al., 2010; NPO やすらぎの里・金蔵学校ホームページ）。活

動の目的は、能登の真の魅力の追求と発信を通じ、能登地域全体の発展に寄与することであ

る。この地区は、室町時代以降 500 年以上の歴史を持ち、寺がまとまって存在している。神

社などの史跡の探訪、能登地域を活性化するイベントの開催や、農業体験、農作物の直売、

地元の農作物を活用したカフェの運営など、能登固有の資源を活用する研究やそれらを実践

する事業などの活動を行っている。 

石川県の農業を支える人口減少と高齢化により、農地や雑木林の管理放棄が進み、その結

果、生物多様性の劣化が進行している。こうした現象は日本各地でも一般的にみられ、2007
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年から 4 年にわたり、日本各地の里山・里海を対象とした評価が行われてきた。これは、ミ

レニアム生態系評価（MA）で開発されたサブ・グローバル評価のアプローチや枠組みを適

用したもので、当該地域については、北信越地域の評価の中で、研究教育機関や自治体を含

む多くの人々から情報が寄せられ、議論が行われてきた（日本の里山・里海評価－北信越ク

ラスター, 2010）。こうした活動を通じて、里山・里海の現状と課題が整理され、認識される

ことにより、今後の対策へ活用されることが期待されている。 

 

 

参考文献 
 

石川県. 2011. 石川県生物多様性戦略ビジョン. 石川県環境部里山創成室. 100p. 

石川県環境安全部自然保護課. 2004. いしかわの里山生態系・次の世代に伝えるために. （財）自然環境研究センター. 23p. 

石川県環境部里山創成室ホームページ. “いしかわ里山創成ファンド”. 石川県. 

http://www.pref.ishikawa.lg.jp/satoyama/index.html. （参照 2011-09-27） 

石川県県民文化局県民交流課統計情報室. 2011. 2010 年世界農林業センサス（確報石川県主要統計表）. いしかわ統計指標

ランド. http://toukei.pref.ishikawa.jp/search/detail.asp?d_id=2185#detail. （参照 2011-09-27） 

石川県県民文化局県民交流課統計情報室・人口労働グループ. 2011. 石川県の人口と世帯（平成 23 年 8 月 1 日現在）【平

成 22 年国勢調査速報集計結果に基づく推計】. いしかわ統計指標ランド.  

http://toukei.pref.ishikawa.jp/search/detail.asp?d_id=2304  (参照 2011-09-27) 

JA はくい・羽咋郡市営農推進協議会. 2011. 平成 23 年度営農ごよみ. 43p. 

（財）自然環境研究センター. 2004. 平成 15 年度里山生態系保全調査報告書. 181p. 

気象庁. 気象統計情報．http://www.jma.go.jp/jma/menu/report.html. (参照 2011-09-27) 

Matsui, T.; Kawashima, T.; Kasahara, T. 2010. “Town Revitalization through the Promotion of Historical and Cultural Heritage in the 

Community of Kanakura, Machino Town, Wajima City, Ishikawa Prefecture, Japan”. Belair, C.; Ichikawa, K. ; Wong, B.Y.; 

Mulongoy, K.J. eds. Sustainable Use of Biological Diversity in Socio-Ecologycal Production Landscapes. CBD Technical Series, 

No.52, CBD Secreatariat, Montreal, p.136-139.  

中村浩二, 嘉田良平 編. 2010. 里山復権～能登からの発信～. 創森社,  東京, 228p. 

能登里山マイスター養成プログラムホームページ. 金沢大学. http://cr.lib.kanazawa-u.ac.jp/meister/.  (参照 2011-09-27) 

NPO 安らぎの里・金蔵学校ホームページ. http://po5.nsk.ne.jp/~gakkou/school.html  (参照 2011-09-27) 

日本の里山・里海評価－北信越クラスター. 2010. 里山・里海：日本の社会生態学的生産ランドスケープ―北信越の経験と

教訓―. 国連大学, 109p. 

山崎耕宇, 三橋時雄, 堀田満, 伊藤幹治. 1989. Oryza L. イネ属. 堀田満・緒方健・新田あや・星川清親・柳宗民・山崎耕宇

（編）. 世界有用植物事典. 平凡社, p.750-757. 

 



 

－21－ 

５．モンゴル モンゴル高原における遊牧 

 

（１）自然・社会的背景 
 

モンゴルは、西に標高約 4,300m のアルタイ山脈と標高約 4,000m のハンガイ山脈がそびえ、

東に標高 1,000～1,500m のモンゴル高原が広がる世界でも有数の標高の高い国である。北氷

洋からシベリア上空を通ってきた湿気がモンゴル高原の山脈にぶつかるため、北部では比較

的降水量が多いが、年間 400 ミリには満たない。降水量の多い北部から南部に向けて、変化

に富んだモンゴルの植生を生み出している。植生帯は、高山帯、森林帯、森林草原帯、草原

帯、半乾燥帯、乾燥帯に分かれ、その内の約 34％が草原帯である（Ministry of Nature, 

Environment and Tourism of Mongolia, 2009）。 

牧草地は、約 156 万 km2の国土の 80％近くを占めている。モンゴルは内陸のため降水量が

少ない一方で、高原にあることで気温が低く水分の蒸発が抑えられるという気候がうまれる。

降水量の季節変動も大きく、5 月半ばから 8 月にかけて集中する。モンゴルは高緯度に位置

するため、気温も上昇するこの時期に植物は日射を長時間受けて成長する。1 月の平均気温

は－16℃～－24℃以下であるが、7 月の平均気温は 16℃～24℃程度である。内陸・高原・高

緯度というモンゴルの地理的条件が牧草の生育に適していると言える。（上村, 2004）。モンゴ

ル高原には 2,600 種以上の植物が生育し、その内 600 種以上が牧草である。主な牧草はイネ

科、ガマ科、ユリ科、キク科、アカザ科で、放牧地には同じ種類の牧草が群生し、巨大なパ

ッチワーク状になっている。これらの牧草が異なる放牧地を季節によって、また、家畜の生

理的、生態的特徴や嗜好性によって選定し利用している（今岡, 2005）。 

1921 年の人民革命後の 1924 年にモンゴル人民共和国が成立し、モンゴルでは長らく社会

主義体制が継続されてきた。社会主義の時代に土地は国有化され、中央集中計画経済体制の

もとで近代化が進められた。1955 年からはネグデル（negdel）とよばれる牧畜共同組合によ

る農業の集団化が行われた。1980 年代後半より、ソ連のペレストロイカの影響を受けて政治

経済体制の変革が進み、ソ連崩壊後の 1992 年に民主憲法が発効、国名もモンゴル国へ変更し、

モンゴルは従来の社会主義・中央集中計画経済体制から民主主義・市場経済体制へ移行した。

市場経済へ移行後は、家畜は遊牧民世帯の所有となったが、新憲法は牧地の私有化を認めて

おらず、国有のまま残す土地とされている（上村, 2004; Johnson et al., 2006; Fernandez-Gimenez, 

1999）。 

 

（２）モンゴルの放牧システム 
 

遊牧の構造、草地の利用 

乾燥地の自然は水の多少によって大きく支配され、その最大の問題として、降水量の時間

的かつ空間的な偏差が大きいことがあげられる。一定の場所で家畜の群れを飼育すると植生

への致命的な負荷をもたらすので、降水量の時空的偏差に対応して家畜の群れによる植生へ

の負荷を調整する必要が生じる。この調整を移動によって維持している牧畜システムが遊牧

である（小長谷, 2007）。 

モンゴルの遊牧は一定範囲の地域内で季節によって放牧地を変える飼養形態をとってきた。

家畜の飼育場を移動することにより植生への負荷を軽減し、牧草の回復を図りながら利用し

ているのである。また、複数の家畜種を飼養し、その地域の牧草地をまんべんなく利用する
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ことで、放牧圧による牧草地の劣化を防いでいる。農耕に適した温暖で水に恵まれた土地と

比べて自然条件の厳しい草原地帯では、遊牧は最も合理的な土地利用の方法と言うことがで

きる。 

 

①季節による放牧地の利用 

牧畜生活は季節を単位に組織され、毎年ほぼ決まった範囲で四季の移り変わりに応じて宿

営地を移動する（写真 1）。放牧地は国有地であり、原則として誰でも自由に利用することが

できる。ただし、冬営地や春営地として利用される、家畜囲いや倉庫などの固定構造物が置

かれている地点とその周囲の牧草地には、これを繰り返し利用して維持、管理している世帯

に優先的な利用権が認められている（風戸, 2006）。 

宿営地の設定は、例えば、冬は北からの季節風を遮ることができ積雪量が少ない丘陵の南

麓、夏は涼しい風を受けることができる台地上など、地形や気象を勘案して決定される。首

都ウランバートルから西へ 630km ほどのチョロート郡にあるハイルハンでは、季節の変わり

目にあたる 2～3 月、5～6 月、8～9 月、10～11 月に、それぞれ春営地（khavarjaa）、夏営地

（zuslan）、秋営地（namarjaa）、冬営地（o’voljoo）へ移動する。チョロート郡はハンガイ山

中の海抜 1,700～2,040m の高地に位置し、ハイルハンはハノイ川の集水域と重なっている。

ここでは夏の宿営地はハノイ川の平野部に集中し、放牧にはハノイ川の氾濫原や支流との合

流点付近等、数キロ先まで見通せる広い平野が利用される。小川や湿地がいたるところにあ

るので、家畜は自由に水を飲むことができる。一方、冬の宿営地は、北西の季節風を遮るこ

とができるハノイ川支流の上流部の谷間が利用されている（風戸, 2006）。ほとんどの冬営地

は同じ場所に設営されるが、春、夏、秋は必ずしも毎年同じ場所とは限らず、各年の草地の

状況によって柔軟に設定される（賽那, 2007）。 

また、放牧地の移動は牧草の回復にも配慮して行われている。夏は牧草の生育期で栄養価

が高く、冬に備えて積極的に放牧を行うが、牧草の生長や種の結実を阻害しないように数日

で移動する場合がある。秋には、早くに枯れる牧草を先に利用し、次に遅くまで残っている

牧草地に移動して牧草の食い尽くしを避けるなどの方法がとられる。このように季節ごとに

利用する放牧地を変える方法に加え、植生が劣化している牧草地では 2 年以上休牧するなど

（賽那, 2007）、放牧地は持続的に利用されている。 

 

 

写真１．越冬地（写真：岡安智生） 
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②家畜の種類による牧草地の分配利用 

モンゴルでは伝統的に、ヒツジ、ヤギ、ウマ、ウシ（ヤクを含む）、ラクダの 5 種類の家畜

が飼育されている（写真 2）。それぞれの飼養頭数は 2003 年の統計によれば、ヒツジ約 1,076

万頭、ヤギ約 1,065 万頭、ウマ約 197 万頭、ウシ約 180 万頭、ラクダ約 26 万頭である（今岡,2005; 

小長谷, 2007）。この 5 種の家畜は群居する性質があり、広大な牧草地での多数の管理が可能

なことから遊牧に適した種で、また、いずれも頑強で運動能力が高く、粗食と飢餓に耐えう

る性質を持っており、草地の自然条件にも適している。しかし、これら 5 種類の家畜それぞ

れに採食する草本の種類や高さ、採食時の移動速度などが異なる。そのため、牧草地が重な

ることはほとんどない。5 種類すべての需要を満たす牧草地を見つけることは難しく、「適地

適種」の考え方に基づき、遊牧民が移動する範囲内にある牧草に適合した家畜を組み合わせ

た遊牧が行われている（表 1）。 

 

伝統的な生産組織 

モンゴルの遊牧は基本的には家族経営で行われているが、効率的に遊牧を行うために数家

族で形成される「ホトアイル」と呼ばれる地縁的な共同組織体が存在する。ホトアイルは親

子、姻戚を中心に、2～3 家族で組織される（ソイルカム, 2004; Fernandez-Gimenez, 1999）。ラ

クダ、ウシ、ウマといった大きな家畜を放牧するには男性の強い力が必要であり、また、す

べての家畜を搾乳し乳製品に加工するには女性や子供の力が必要になる。労働力は一家族だ

けでは十分ではなく、数家族で共同体を形成し、複数の家畜種の放牧、搾乳や毛刈り、冬営

 

 

写真２．ヒツジとヤギ （写真：岡安智生） 

 

表１．家畜の種類と特性 

 ウマ ウシ ヒツジ ヤギ ラクダ 

特徴 
寒さに強く、機動

力に富む。 

忍耐力があり、オ

オカミに対する

防御力が強い。 

寒気や乾燥に強

く、おとなしい。

繁殖力が高く、動

きが敏捷。 
寒冷、乾燥に強

い。 

適した牧草地・ 
好む牧草 

丘や台地に生え

る雑草の豊富な

牧草地（イネ科の

牧草） 

河川、渓流などの

湿潤な土壌に生

える草 

草原の牧草（コム

ギダマシ等） 
山間の灌木類（ア

カザ科の牧草） 
塩生植物が生え

る平地 

出典：賽那（2007）を改変 
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地の修理などの労働を分担して行っていた。ホトアイルは 14～15 世紀頃に成立し、社会主義

時代の牧畜協同組合（ネグデル）体制が浸透する 1960 年頃まで存在した（今岡, 2005）。 

ネグデル体制下では家畜は協同組合の所有となり、一家族につき 400～500 頭の家畜を受け

持って放牧を行い、畜産物をネグデルに供出していた。ホトアイルは複数の家畜種を放牧す

るのに対し、ネグデルでは家族ごとに 1 種類の家畜を任される。その家畜が好む牧草を与え

るために、放牧に必要な面積が増加し、植生にも影響を及ぼした（ソイルカム, 2004）。 

ホトアイルは、社会主義体制の崩壊後、草地や畜産資源を共同で効率よく利用するための

機能が再評価されて復活し、ネグデルが解体された 1991 年以降はホトアイルが唯一の遊牧民

の生産組織となっている（今岡, 2005）。 

 

遊牧から得られる便益 

遊牧民は、家畜の肉や乳を食用に、骨、毛、皮は加工して利用することによって衣食住に

関する原材料の大半を調達している。毛皮はそのまま敷物として利用したり、あるいは、な

めして皮衣にし、骨や角は哺乳器や玩具、占いの道具などに利用する（賽那, 2007）。また、

夏に搾乳された生乳の一部はヨーグルトや馬乳酒として夏の間に消費されるが、大部分は乳

生産が減少する冬から春に備えて加工、保管される。冬が始まる前の 11 月は家畜が最も多く

脂肪を蓄えている時期であり、また、この時期には解体された肉は自然に冷凍・乾燥するた

め、屠殺に適した時期である。この時期に家畜数頭をまとめて屠殺し、翌春までの食糧とし

ている（風戸, 2006）。大型の家畜であるウマ、ウシ、ラクダは移動の際の乗用や運搬等にも

利用され、家畜は多角的に利用されている。 

また、家畜の摂食圧は草地生態系に最も強いインパクトを与える要素である。だが、モン

ゴルの伝統的な遊牧システムによって摂食圧は空間的・時間的に分配され、広い地域の草原

は適度な攪乱を受けてきた。家畜が植物を食べる（グレイジング）頻度が大きくなるほど草

原の草丈は低くなる。モンゴル草原の草丈と草原 1m2当たりの植物の種数の平均値の関係は、

草丈が低くても高くても種数は低下し、中間で最大 30 種程度となり、ほどほどの摂食圧によ

って草原の種の多様性は高められていると言える（藤田ら, 2005）。また、遊牧民の居住地か

ら遠いとか、柵で囲まれていて家畜が草を食べないような場所では植物は良く成長し、植物

間の競争が激しくなるので、競争に強い種が優占して種の多様性は低下する（藤田ら, 2005）。

このように人間が関与することによって、モンゴル高原では生物多様性に富んだ草原生態系

が維持されている。 

 

（３）課題と対応 
 

モンゴルで遊牧民の生存を大きく左右するものとしてゾド（雪害）がある。牧草が雪氷に

覆われる、低温、強風、さらに前年の夏の干ばつによる牧草不足がゾドの主な原因で、十分

な草や水を摂取できないために放牧家畜が大量に餓死し、遊牧民に深刻な被害を与える（大

谷ら, 2004；篠田・森永, 2005；Tachiiri et al., 2008）。1999 年から 2000 年にかけて過去 50 年で

最も深刻なゾドが生じ、820 万頭の家畜が斃死した（Tachiiri et al., 2008）。モンゴルでは気候

変動の影響が干ばつの強化に現れる可能性があり、それがゾドの深刻化に繋がることが懸念

される（篠田・森永, 2005）。さらに、過放牧による草原生態系の劣化も被害を大きくしてい

ると考えられる（大谷ら, 2004）。ゾドの対策はモンゴルが解決すべき大きな課題である。 

民主化以降発生した課題もある。1991 年にモンゴルは社会主義から民主主義へ体制を転換

し、市場経済に移行した。それに伴い、社会主義時代のネグデルは解体されて畜産物の公的
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な販路が閉ざされたため、遊牧民は自分たちでマーケティングを行わなければならなくなり、

市場への距離が大きな意味を持つこととなった。その結果、地域格差が生じ、こうした格差

を縮めるためにウランバートルのような大都市へ遊牧民が移住し、定着型の放牧を行うとい

う現象が起きている（小長谷, 2007；加藤, 2007）。このような家畜の集中は過放牧をもたらし、

草原生態系に影響を及ぼす（藤田, 2005）。1994 年に制定された土地法（Law on Land、2002

年改正）は、地方政府の首長に季節的な移動や家畜の保有頭数を管理する権限を与えている

が、うまく活かされていないのが現状である（Fernandez-Gimenez, 2006）。 

さらに、90 年代前半までインフレ率が高かったこと、また、将来への不安から資本として

の家畜を減らさないでおこうという考えから牧民は家畜を売ることを控えた。その中で、国

際市場で比較的価格の高かったカシミアが現金収入を得る限られた手段となり、ヤギの飼育

頭数が増加した。その結果、家畜の構成比に占めるヤギの割合が増加し、長年にわたって維

持されてきた放牧圧のバランスが変化した。これに対し、税制度を利用した家畜の分散化が

進められている。モンゴルでは牧民への税制として家畜税が設定されている。2002 年の所得

税法の改正により、牧畜民への家畜課税の方法が変更された。課税額は各世帯が所有する家

畜数を種類別にヒツジの頭数に換算して決定されるが、ヤギはヒツジ 1.5 頭分に換算され、

ヤギの課税水準が重く設定されている（小松, 2008）。この措置により、ヤギの頭数の削減を

図っていると考えられる。 

また、宿営地に水を供給する井戸は牧畜業にとって不可欠で、社会主義体制下では国が主

体となって井戸を設置、管理してきた。しかし、民主化へ移行した後は井戸建設や維持管理

が十分に行われず、利用可能な井戸数が減少したことにより放牧が可能な地域が減少し、局

所的な過放牧の原因になっていると考えられる。対応策として国は、モンゴル国家活動計画

（2004－2008）に、機械式井戸を 1,900 基修復し、800 基新たに掘削する目標を掲げた。それ

に関連して、食料農牧省の 2005 年の活動計画には、牧草地の井戸や水源地の有効利用が盛り

込まれた（小松, 2008）。 
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（１）自然・社会的背景 
 

南北に伸びる韓国では、北部は寒冷な気候で雨が少ないが、南部は温帯気候で海洋の影響

を受けて暖かく雨が多い。国土の 3 分の 2 は森林に覆われている。韓国の特徴的な森林植生

はアカマツ（Pinus densiflora）コナラ類（Quercus spp）やカエデ（Aceraceae）で、集落や農

地に近い森林は、ほぼアカマツが占めている。1950 年から始まった朝鮮戦争により韓国全土

が荒廃したため、森林は 30～40 年生の二次林が多くみられる。農地は主に南西部に広がり、

国土の約 18％を占めている。うち 60％を水田が占める（Republic of Korea, 2009）。 

朝鮮戦争後の 1960 年代から韓国経済は高度経済成長を遂げた。政府は 1962 年から 1972

年まで、第 1 次・第 2 次経済開発 5 カ年計画を設定したが、工業化に重点を置いていたため、

農業部門への投資は総財政投資額の 20％程度であり（韓, 1988）、重農主義的な農業政策が

次々と放棄された。その結果、1963 年には就業人口総数の 60.6％を占めていた農業部門人口

が 1970 年には 49.5％に減少し、国民総生産に農業生産が占める割合は、39.4％から 25.2％ま

で減少した。都市部の勤労労働者所得（非農家所得）に対する農家所得の割合は、1966 年の

80.6％から 1970 年には 67.1％に転落し、所得の地域的不均衡がうまれた（韓, 1988）。工業化

の推進によって生じた所得の地域的不均衡や都市への人口流出等の農村の諸問題を解決し、

地域や住民生活の均衡ある発展を実現するため、セマウル（Sae-maeul）運動が 1972 年から

の第 3 次経済開発計画の農漁村開発重点施策として展開された（韓, 1988）。 

1987 年の民主化宣言以降、地方自治が復活し地方政府の役割が大きく変化した。それまで

中央政府主導により地方開発が進められたが、地方政府は中央政府の事業執行機関としての

位置づけから、農村地域の活性化を目的とした行政計画を自ら策定し展開する方向へ転換し

たのである。こうした動きに伴って、それまでのインフラ整備を中心とした農村政策から、

地域の振興と活性化のために住民が主体となって活動する事業が推進されている（孫, 2008）。 

 

（２）農村景観「マウル」の特徴 
 

農村景観と風水 

韓国の農村地域では、二次林、畑、

水田、小川やため池などがモザイク

状に配置される土地利用が見られ

（図 1，写真 1）、集落も含めた農村

景観をマウル（maeul）と言う（Hong, 

2009; Hong and Kim, 2011）。集落の背

後にそびえる山には村の守護神が住

むとされ、祈雨祭や山祭を行う祭壇

が作られている例があることから、

住民の信仰の対象となっていると考

えられている。また、集落全体で行

う祭祀の場である「堂山」が集落に

一つないし複数存在する（写真 2）。 図１．伝統的なマウルの景観（Hong, 2009） 
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堂山には様々な形態があり、その多くは神木、堂舎、石積み、あるいは岩、石像などが組み

合わされたもので、神木は巨樹・老樹である事が多い。堂山は集落内で共同の所有あるいは

利用が行われ、集落の地縁的な結合を示すものであり、農村の文化的な景観を構成する重要

な要素である（渋谷, 1990）。 

韓国では古来から風水が信じられており、マウルにも風水の影響が強くみられる（Hong et 

al., 2007; Hong and Kim, 2011）。風水は、古くは王侯貴族たちによって都城建設や寺の建立に

適した土地の選定に用いられた。李朝時代（1392～1910 年）中期以降になると次第に一般に

も広がりをみせ、住居や墓地の立地に適した場所を決める際に風水が重要視されるようにな

った（西垣, 1993）。風水の「風」は気候と風土を、「水」は水に関するあらゆるものを指す。

肥沃な土地、新鮮な空気、きれいな水、森林の恵みなどは、風と水の適切なつながりによっ

てもたらされると人々は信じてきた（Nakagoshi and Hong, 2001; Hong et al., 2007）。風水では

山を背にする地形を吉とするため、マウルの景観は小高い土地を背山とし、山側から二次林、

斜面に点在する墓地、集落、農地、池や小川へと向かう立地をとっている。 

 
写真１．農地と二次林（写真：（財）自然環境研究センター） 

 

 

写真２．堂山（写真：（財）自然環境研究センター） 
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また、韓国では儒教思想が主流だった李朝時代から土葬が一般的であった。風水的に良い

場所に祖先の墓を建てると子孫が繁栄するという考え方から、二次林と集落に挟まれた南向

きの土地に土葬の墓が多くつくられた。土葬の墓地は、樹林地を伐開して土を盛り、主に芝

（Zoysia japonica）で覆ってつくられる。年に 1、2 回、隣接する森から伸びてくる低木や雑

草を除去して墓地の手入れを行うことで、伝統的な農村の景観が維持されている。しかし、

農村人口の減少や生活様式の変化によって土葬の墓地が放棄されてしまうと墓地周辺は荒れ

地となり景観は劣化し、また、植生動態にも影響を及ぼす（Kim et al., 2007; Hong et al., 1995）。 

韓国文化財庁は集落周辺の二次林を、防風林（bangpungnim）、護岸林（hoannim）、魚付林

（eoburim）などの他、堂林（dangsup，聖なる林）、歴史林（yeoksarim、伝説等がある林）、

裨補林（seonghwannim）などに区分している（Hong et al., 2011）。裨補林は、風水からみて

集落の周囲の地形や地勢などが良くなかったり、欠陥がある場合には、それを補足する目的

で作られる林である（渋谷, 1990）。例えば、ある方向の山が低い場合、地気を散らす風を防

ぐためにその方向に二次林を作る場合などである。このように、背後の山や集落の周囲に作

られた二次林は、実利的な機能を果たしていると同時に、祭祀の場所として共同利用される

など、韓国の農村の文化的な景観を構成する重要な要素となっている（Hong and Kim, 2011）。 

 

農村景観の変化 

韓国南部の全羅南道にあるテクソン里（Teokseong-ri）は、韓国の農村地域の特徴である水

田と二次林がみられる一般的な集落である。統計によると、1980 年代からテクソン里の農家

戸数は急激に減少し、同時に水田の面積も減少した。しかし、米の生産高は、変動があるも

のの 1980 年代に比較して増加している。これは、機械化や化学肥料の導入によって農業効率

が向上したためである（Kim et al., 2006）。 

また、二次林は、木材、韓国の伝統的な家庭の暖房であるオンドルの燃料や薪炭、肥料等

に利用され、山菜やキノコなどの採取も行われてきた（Youn, 2009）。枝を切り落としたり落

枝や落葉を集めたりすることで、森林の中に十分な光が入り種子の成長が促されるなど、人

間の干渉は森林の生態系の維持に寄与してきた（Kim et al., 2006）。しかし、1960 年代以降の

経済成長期に、薪に代わる化石燃料の使用（Youn, 2009）や、化学肥料の導入等の農業技術

の変化によって二次林の利用は減少した。テクソン里の森林植生は主にアカマツ、ミズナラ

（Q. mongolica）、アカマツとコナラ類（Quercus spp.）の混交林である。人間の干渉がないと、

アカマツの林はコナラ類の混交林に変化するといういくつかの報告がある（Kim et al., 2006）。

テクソン里においても、森林面積に占めるアカマツの割合が 47.9％から 30.6％に減少し、ミ

ズナラやコナラ類の割合が増加した。アカマツが占める区画数の割合も 15.3％から 6.7％に減

少しているが、一方でミズナラやコナラ類が占める区画数が増加しているなど、森林生態に

変化がみられている（Kim et al., 2006）。 

 

（３）課題と対応 
 

1960 年代にはじまった経済成長期には工業部門への労働力の需要が増加したことから、農

村から都市部へ人口が流出し、農村人口は大きく減少した。90 年代には農産物の市場開放が

進み、安価な農産物の輸入が増加したこともあり、農村は地域社会の活力をなくし、農村経

済も萎縮した。主に都市化や工業化による農地の転用、青壮年層の都市への流出による高齢

化が招いた耕作放棄地の増加等によって、韓国の農地は現在も減少傾向にある。1970 年に

2,298,000ha であった農地は、2010 年には 1,715,000ha に減少している（柳・飯澤, 2005; Statistics 
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Korea, 2011）。1970 年代には、自助、協同の精神の下に「新しい村づくり」を意味する「セ

マウル運動」が全国規模で開始された。これはマウルを一単位として、経済的、社会的、文

化的地位を向上させ、結果として韓国の全農村地域の福祉の向上を目指した農村近代化運動

である。その他にも生活環境整備事業、生産基盤事業、所得増大事業等の様々な事業が進め

られ、その成果として農家所得が増加し、農村の生活水準も向上した。しかし、これらの農

村整備関連事業では政府主導による画一的な開発が行われたことにより、個々の農村の特性

や伝統的な慣習が考慮されず、農村が持っていた自然環境を維持する生態的機能や伝統文化

を継承する機能の多くが失われた（曺・山路, 2005）。このような工業化や都市化、政府主導

の開発等によって、韓国の伝統的な農村景観は失われつつある。 

 

2000 年以降、農村地域の活性化のために村単位の関連事業が関係各省によって進められて

きた。農村振興庁が 2002 年から進めている「農村伝統テーママウル」事業は、自然景観や村

固有の伝統文化と知識を発掘し、農村伝統文化をテーマに、体験・学習・農家民泊・農作物

の直売などを通して、農村生活の活性化及び都市農村交流を図ることを目的としている。2009

年現在、全国で 440 村が農村振興庁に登録されている。事業は住民の合議による村会議と、

市・郡または市・道レベルの行政支援及び専門家と連携して行われる（金・大橋, 2005; 金・

三橋, 2009）。また、環境省は 2005 年から「自然生態優秀村および復元優秀村の選定事業」を

開始した。これは「自然生態優秀村」と「自然生態復元優秀村」を認定する制度で、認定さ

れると 3 年間にわたって基金からの予算配布を受けることができる。この制度は、地域住民

に対して自然環境保全及び資源管理の重要性を啓発するとともに、農村観光村と同様に、地

域の活性化を目指している（自然研, 2009）。しかし、慶尚南道南海郡の最南端に位置する加

川ダランイ村の例にみられるように、課題も残されている。加川ダランイ村は、山－棚田・

民家・棚田－海の流れで形成される景観が、農村景観資源及び伝統文化資源として認められ、

2002 年に「農村伝統テーママウル」に指定されるなどにより、観光客増加し民宿を中心に経

済的な効果を得ているが、農家の所得向上までは繋がっていないのが現状である（金・三橋, 

2009）。 
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７．インド 鎮守の森 

 

（１）背景 
 

インド社会は多民族により構成され、アーリヤ族、ドラビダ族、モンゴロイド族に加え、4

万を超える少数民族がいる。インドの宗教的背景も多様で、ヒンドゥー教徒が 80.5％、イス

ラム教徒が 13.4%、キリスト教徒が 2.3%、シク教徒が 1.9%、 仏教徒が 0.8%、およびジャイ

ナ教徒が 0.4%を占める。一方で、このような宗教的、文化的背景を問わず、多くの民族が古

くより自然崇拝を行い、独自の伝統的手法により自然や生物を保全してきた。 

インドの森林面積は FAOSTAT によると、2009 年現在、約 6,828 万 9 千 ha におよび、国土

面積の約 20.8%を占める。世界的な森林減少が進む近年において、インドの森林面積は 2000

年から 2004 年までの間に約 231 万 9 千 ha 増加（FAO, 2010）するなど、概して増加傾向にあ

る。しかし、増加しているのは、樹冠率が 10-40%の疎林で、樹冠率 40%以上の密林は減少

しており（FAO, 2010）、質の高い森林は減少傾向にあると考えられる。インドの森林生態系

への主な脅威として、人口増加に伴う森林の農地への転用、不適切な焼畑農業、違法侵入（エ

ンクローチメント）などがあげられるが、インドの人口は少なくとも今後半世紀は拡大を続

けると予測されるため、今後も残された森林の保護や植林など、資源回復のための取り組み

が必要とされている。1878 年にイギリスの統治下で制定された森林法は、1927 年に改正され

たのち、今日に至る。この法律ではインドの森林は政府が所有するとしているため、先祖代々

森林を保護し、利用してきた人々は所有権を喪失している。 

 

（２）鎮守の森 
 

鎮守の森 

インドにおける鎮守の森とは、先住民族や少数民族が、それぞれが崇める神・精霊や先祖の

霊に捧げるために保護・保全している小さな森林を指す（写真 1, 2）。インドでは、鎮守の森は

国中至るところに存在し、その数は、報告がなされているものだけで 13,720 を超え（表 1）、

未報告のものを含めると 10 万を超えると推定される（Malhotra et al., 2001）。これらは特に西ガ

ーツ山脈、インド中央部、インド北東部などに集中している。一方、アンダマン・ニコバル諸

島、ジャンムー・カシミール州、ラグシャディープ連邦直轄地域、デリ首都圏、ゴア州、パン

ジャーブ州、トリプラ州については、鎮守の森に関する報告はなされていない。小さな森林を

神々のすみかとし、宗教的または伝統的な規則に則り守るという行いは古くより世界各地でも

行われており、そのような聖なる森林（鎮守の森）はアジア、アフリカ、欧州、豪州、北米、

南米の各地に存在することが知られている（Bhagwat and Rutte, 2006）。また、ガーナ、ナイジ

ェリア、シリア、トルコ、日本におけるケースも報告されている（Kahn et al, 2008）。 

ケーララ州では、鎮守の森はヘビ崇拝と密接に関連しているが、村民らが共同所有してい

る鎮守の森のほとんどは、アイヤッパンやバガヴァティといったヒンドゥー教の神に捧げら

れたものである。他方、部族が所有する鎮守の森は、vanadevatha と呼ばれる森の女神、精霊

や悪霊、または先祖の霊のいずれかに捧げられている。そして、これらの森はそこに棲む神

や先祖の霊などが、さまざまな災難から住民を守ってくれるという文化的、宗教的な信仰や

タブーにもとづき何世紀にも渡り守られてきており、生物多様性の保全上も重要な役割を果

たしている。 
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写真１．ケーララ州 Kannur 区の鎮守の森‘Ambuttilkavu’の厚い林冠層(写真: Aneesh CR) 

 
写真２．ケーララ州 Kannur 区の鎮守の森‘Ambuttilkavu’における自然植生回復(写真: Aneesh CR) 

 
表１.インド国内の鎮守の森の州別報告数 

州 報告数 州 報告数 

Andhra Pradesh 750 Maharashtra 1600 

Arunachal Pradesh 58 Manipur 365 

Assam 40 Meghalaya 79 

Chhattisgarh 600 Orissa 322 

Gujarat 29 Rajasthan 9 

Haryana 248 Sikkim 56 

Himachal Pradesh 5000 Tamil Nadu 448 

Jharkhand 21 Uttaranchal 1 

Karnataka 1424 West Bengal 670 

Kerala 2000   

計 13720 

出典：Malhotra et al.(2001)を改変 
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鎮守の森の構造、利用と管理 

鎮守の森の多くは、ほぼ手付かずの原生林である。例えば、ケーララ州のほとんどの鎮守

の森や、カルナータカ州コダグ区の鎮守の森は、過去には広く群生していた低地の常緑林や

半常緑林の一部が残った森である（Chandrakanth et al., 2004; Kerala Forest and Wildlife 

Department, 2009）。植生は一般に、潅木（低木）、ハーブ、つる性植物、絞め殺しの木（Ficus 

aurea、stranglers）など、高さの異なる木々が混在するもので、腐植質の地面にはキノコ類や

シダ類が繁茂している（Kerala Forest and Wildlife Department, 2009）。例えばカルナータカ州

の鎮守の森では、Canarium stricum, Vateria indica, Magifera indica, Dalbergia latifolia, Artocarpus 

heterophylus, Santalum album, Ficus glomerata, Bamboosa arundinaceae などの在来樹種の植生

がみられている（Chandrakanth et al., 2004）。 

鎮守の森は、一般には標高の低い土地に集中し、低地から丘の麓にかけて広く散在してい

る（Chandrakanth et al., 2004; Kerala Forest and Wildlife Department, 2009）。カルナータカ州コ

ダグ区では 1,200 を超える鎮守の森が約 300ha の範囲にひとつの割合で散在し、その間をコ

ーヒープランテーションが埋めるような形でランドスケープを構成している（Ormsby and 

Bhagwat, 2010）。また、ほとんどの鎮守の森が水源となる水域に隣接している（Chandrakanth 

et al., 2004; Kerala Forest and Wildlife Department, 2009）。古い村落では、鎮守の森と関連して

寺院とため池がみられることが多く、水資源の確保と分配の機能を担ってきたと考えられる

（Kerala Forest and Wildlife Department, 2009）。 

これら鎮守の森の維持、保護、また鎮守の森における儀式や祭礼の実施、対立や争いの解

決、バイオマスの収穫など、管理に係る体制や方法は様々である。インド国内の鎮守の森は、

概して次の三つのカテゴリーに分けられる（Malhotra et al., 2001）。 

１）州の森林局の管理下にあるもの 

２）その他の行政機関（国税局や地区議会など）の管理下にあるもの 

３）家族、クラン、あるいは寺院など地域住民により管理されるもの 

同じ州、同じ区内でも管理主体は様々で、例えば、メーガーラヤ州などはすべての鎮守の

森が地区議会の管理下にあり（Malhotra et al., 2001）、森で儀礼などを執り行う祭司がこの議

会の議長を務める（Ormsby and Bhagwat, 2010）。一方で、マハラシュトラ州の鎮守の森の大

半は、州森林局により管理されている。ケーララ州の鎮守の森は三つ目のカテゴリーに相当

し、管理する主体により、個々の家族が管理するもの、複数の家族がグループとなって管理

するもの、また、寺院を管理する機関が管理するものの三つに大別される（Chandrashekara and 

Sankar, 1998）。カルナータカ州コダグ区では、家族により所有、管理されるものと、複数の

家族により構成される寺社委員会により管理されるものがある。 

鎮守の森における自然資源利用に関しては、宗教や慣習により、いかなるバイオマスの収

穫も禁じられているものと、一部の森林資源の採取が許されており、したがって地域住民が

直接利益を得られるものがある。前者では違法侵入（エンクローチメント）や森林破壊は厳

しく禁じられており、子供を含め、各家族のメンバーは、木の枝を含めたいかなるものも移

動、採取してはならないため、資源利用による直接的な利益はないが、観光客や巡礼者の訪

問により、金銭的あるいは物質的な利益が得られることがある。他方、後者では寺社の建設

や修復のために材木が採取されたり、儀式や祭礼に使用するために落葉落枝、特定の樹木、

果実、または植物（Caryota urens や Mangifera indica 等）などの採取が行われている

（Chandrashekara and Sankar, 1998; Chandrakanth et al., 2004）。その他の神聖とされる植物に、

Artocarpus heterophyllus Lam.、Blumea balsamifera (Linn.)D.C.、Cudrenia nepalensis、Cynodon 

dactylon Pers.、Dactyloctenium aegyptium Beauv.、Erythrina indica Lam.、Plectranthus ternifolius D. 
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Don などがあげられる。これらは儀式や祭礼で使用され、あるいは、悪霊を追い払うと考え

られている（Khumbongmayum et al., 2004）。鎮守の森に特有であるとされる薬草は、森を管

理する委員会の合意の下、時折採取される（Chandrakanth et al., 2004）。そのほか、採取物は、

工芸品などとして利用され、地域住民の現金収入源となることもある。 

このような森の管理と保全、自然資源の一定の制約下での利用が遵守されてきた背景には、

代々受け継がれてきた信仰や、森の資源を損なう行為により良からぬこと（病気、農作物の

不作など）が起きるという迷信の存在がある。森を傷つけると向こう何千年もの間ハリネズ

ミに転生するなどという迷信も言い伝えられている。また、神聖な土地であることを明示す

るために、例えばインド北西部のラジャスタン州ウダイプール区のホームガーデンでは、サ

フラン水を森の中に撒き、そうでない土地との境界線を特定している（Ormsby and Bhagwat, 

2010）。 

鎮守の森では様々な儀礼や祭礼が執り行われている。人々は森に住む神・精霊への貢物と

引き換えに、物質的、道徳的、および社会的な幸福が与えられることを求める。例えば、バ

ニヤン（banyan）、インドセンダン（neem）、タマリンド（tamarind）などの木に精霊が宿

ると考えられているが、これらの木の枝に玩具のゆりかごを結び付け、子供が授かることを

祈り、また、塩を包んだ黒い布を結び付け、悪から守られることを祈る。また、地元の神・

精霊に捧げられる年に一度の村の祭礼も鎮守の森で行われるが、森から収集した枯れ木を利

用して作った料理が神・精霊に捧げられる。夜には村民が民話や叙事詩を演じ、一週間続く

この祭礼の最終日には、鶏やヤギなどの動物が生け贄として捧げられる（Swamy et al., 2003）。 

 

機能と便益 

鎮守の森にはさまざまな便益がある。先に述べたように、古来より、宗教的信仰や伝統的

な慣わしにより守られ、幾世代にも渡り受け継がれてきた鎮守の森では、多くの希少種、固

有種、あるいは絶滅の危惧される野生植物が保全されており、その中には、医療、農業、お

よび産業上の利益を人間にもたらす可能性のある種が数多く含まれている。例えば、タミル

ナードゥ州の鎮守の森では、Antiaris toxicaria Diospyros maalbarica、Diospyros ebenum、Feronia 

elephantum、Butea frondosa、Garcinia cambogia、Sterculia foetida などの希少な固有種がみられ

る。また、Abutilon indicum、Andrographis paniculata、Evolvulus alsinoides など数十種を超える

重要な薬草もみられ、住民により、潰瘍、ヘビや蠍の咬傷、消化器の障害、発熱などの治療

に幅広く利用されている（Swamy et al., 2003）。また薬草は人間だけでなく、家畜の治療（ヘ

ビの咬傷など）にも利用されている。 

Bhagwat ら（2005）によると、カルナータカ州コダグ区の鎮守の森と近隣の公式の保護地

域（forest reserve）の生物多様性について、鎮守の森では、保護地域では見られないような絶

滅の危惧される植物種の個体群（Actinodaphne lawsonii、Hopea ponga、Madhuca neriifol、

Syzygium zeylanicum など）が残存していることがわかった。また、大型菌類 163 種のうち 49

種は鎮守の森に特有のものであった。このように、鎮守の森は保護地域に補完的な役割を果

たすと考えられている（Bhagwat et al., 2006; Kahn et al., 2008）。とくに耕作地（cultivated 

landscape）の中にあるような鎮守の森は、さまざまな生物の生息地として、あるいは生物の

移動を可能にする回廊としての役割を果たしている（Bhagwat et al., 2006）。 

更に、人間の活動域の中心に位置する鎮守の森は、水と土壌の保全（栄養循環を促す）と

いう重要な機能を果たす（Malhotra et al., 2001）。一般に、鎮守の森に隣接する沼や小川は水

が涸れることがなく、住民は井戸やタンクを設置し、水資源を確保、利用している。また、

森の木々が土壌浸食防止の役割を果たす他（Swamy et al., 2003）、落葉落枝の分解により土
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壌の栄養循環が促進されることで生み出された肥沃な腐食土が森には豊富に蓄えられており、

その養分が稲田、あるいはタピオカやゴム農園など隣接する農業生態系（agro-ecosystem）の

生産性の向上に大きく貢献している（Malhotra et al., 2001）。 

 

（３）課題と対応 
 

鎮守の森は現在、その伝統的な資源管理の機能を直接的または間接的に損なうような複数

の社会的、文化的および経済的な課題に直面している。これらの課題には、農業の拡大とそ

れに伴う違法侵入（エンクローチメント）、宗教、文化および人口動態の変遷、現在の不明

確な土地所有制度などがあげられる（Khumbongmayum et al., 2004; Bhagwat and Rutte, 2006）。 

輸出総額の約 70%をコーヒーの輸出に頼っているカルナータカ州では、鎮守の森のコーヒ

ー栽培地への違法な転換が行われている。コーヒーの市場価格の上昇は、このような違法行

為を促進させる要因の一つとなり得る。また、コーヒーの他、ショウガ、バナナなどのプラ

ンテーションへの転換や違法伐採なども行われている（Chandrakanth et al., 2004）。 

近代化や都市化の波が押し寄せるのに伴い、文化にも徐々に変化が生じ、鎮守の森の保全

の基盤である伝統、慣習、信仰の価値は薄れつつある。今日では、伝統的な信仰を単なる迷

信であると考える人も多く、儀式や祭礼について知る人は、わずかな高齢者ばかりとなり、

若い世代は関心を失いつつある。このように、文化規範やタブーを犯すことが重大な結果に

つながるという認識はなされなくなり、その結果、鎮守の森の劣化が生じている（Swamy et 

al.,2003; Ormsby and Bhagwat, 2010）。また、長年に渡り増加してきた農業や材木伐採を目的

とした移民によっても、土地耕作や入植などの新たな需要が生み出される結果となった。鎮

守の森を含めた森林地は、森林についての伝統や信仰を必ずしも重んじない移住民による利

用対象となった（Chandrakanth et al., 2004; Ormsby and Bhagwat, 2010）。 

更に、もうひとつの課題として、鎮守の森の法的な状態に関連したものがあげられる。例

えば、カルナータカ州では、多くの鎮守の森が村民らによって管理されている一方で、その

所有権は州の森林局にあり、これらふたつの主体による鎮守の森に関する政策や資源利用に

係る動機が異なるため、矛盾や不一致が生じている。州の国税局が州の所有する鎮守の森を

誤って個人農場主の所有として記録してしまった例では、その森において村民らが自主的規

定の遵守を強化することが困難となった。また、保全林として公式指定されているような鎮

守の森では、路上生活者のための家を建設するなど、州政府自体が鎮守の森への違法侵入（エ

ンクローチメント）を犯し、信仰上の目的のみで守られてきた手付かずの森ではなくなって

しまった例もある（Chandrakanth et al., 2004）。 

上記のような状況などにより、鎮守の森の保全管理のための伝統的手法は損なわれ、結果

として鎮守の森の消失、縮小あるいは分断化がおこり、ひいては生物および文化の多様性と

それらによりもたらされる便益も失われつつある。カルナータカ州のコダグ区では、1900 年

代中に鎮守の森の面積は 50%に減少したといわれている（Chandrakanth et al., 2004）。 

 

インド中央政府は鎮守の森を保全することの重要性を認識しており、いくらかの取組みを

行っている。政府の国土計画である第 11 次 5 ヵ年計画（2007-2012）下で実施されている「森

林管理強化スキーム」（Intensification of Forest Management Scheme）では、7 つの主要課題の

内のひとつとして、鎮守の森の保護および保全があげられている。各州政府に実施のほとん

どがゆだねられているこのスキーム下の活動として、ケーララ州は州内のいくつかの選定さ

れた鎮守の森を対象とし、独自の保全プログラムを作成した。このプログラムは鎮守の森の
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保全における報告の義務づけと住民参加を促すことを目的としている。対象となる森の所有

者は、管理計画を作成し、州の森林局へ提出しなくてはならない。こうすることで住民レベ

ルにおける森の定期的なモニタリングと維持管理を確実にし、これに対しインセンティブが

付与される（Karma Kerala, 2010）。 

また、科学者から、鎮守の森の保全のために必要な対応として、以下の点があげられてい

る（Chandrakanth et al., 2004; Bhagwat et al, 2005; Bhagwat and Rutte, 2006; Khan et al, 2008）： 

・法制度の整備；地域住民の慣習的権利と土地利用権利の明確化、生物学的価値に加え宗

教的、文化的価値のための鎮守の森の法的な保護、また、法的な認定や JFM プログラム

など現在行われている森林管理の地方分権化プロセスへの組み込みを通じた、村落レベ

ルの管理委員会への権限付与など。 

・持続可能な保全管理へのインセンティブの付与や地域住民の代替的な生計手段の構築。 

・地域レベルでの生物多様性保全計画への組み込みと、包括的な保全戦略の策定と実施。 

・鎮守の森から得られる利益（生活の維持と向上に必要不可欠な生態系サービス）と持続

可能な保全管理の必要性に関する地域住民への普及啓発。 

・管理・保全に関する第三者の介入と支援。 

・鎮守の森の管理にかかるコミュニティーの社会的・文化的構造や制度と、その生物多様

性保全における有用性について理解を深めるための研究調査の実施。 
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８．インド 南部およびアンダマン・ニコバル諸島のホームガーデン 

 

（１）自然・社会的背景 
 

インド経済は 1991 年に外貨危機を契機に経済自由化路線に転換し、規制緩和や外資積極活

用等の経済改革政策を実施して以来、成長を続けている。インド統計・計画実行省の発表に

よれば、以前は 3.5％程度であった GDP 成長率は、2010 年度には 8.5%（前年度 8.0％）とな

っている。とくに 2010 年度は、農業部門は主要穀物の収穫高が過去最高となり、前年度の

0.4%増から 6.6％増と大幅な増加となった（JETRO, 2011）。農業部門は名目 GDP 総額の約 18%

（The World Bank Data による 2008 年の値）に貢献しており、インドの全人口の約 2/3 の家

計を支えているとされる。インドの総人口は約 12 億 1000 万人（2011 年インド国税調査暫定

値）、人口増加率は 1.3％（The World Bank Data による 2010 年の値）であるが、その内の約 7

割が村落（rural areas）に居住している（FAO, 1996）。 

インドの農地面積は約 1 億 7,996 万 3 千 ha で国土面積の約 55%を占める（FAOSTAT によ

る 2009 年の値）が、インドでは、農業人口が多いうえに、人口増加に伴い利用可能な土地が

減少しているため、一人あたりの所有可能な土地の広さは限られている。実際、一世帯あた

りの平均所有面積は約 0.1ha（The World Bank Data による 2008 年の値）と小さく、農地を所

有できない農家も相当数存在する。このように農業人口の大半が小規模な自給的農業を営ん

でおり、農地面積にして全農地の約 32.4%を占めている。 

インドの代表的な自給的農業形態のひとつにホームガーデンがある。ホームガーデンは、

インド、スリランカ、ネパール、バングラデッシュなどの南アジア諸国、インドネシア、タ

イ、ベトナム、フィリピンなどの東南アジア諸国、太平洋諸島、カリブ海諸島、南米、アフ

リカの熱帯地域など世界中にみられる（FAO, 1996; Kumar and Nair, 2004; FAO, 2004）。インド

では、ケーララ州平野部、タミルナードゥ州、カルナタカ州やアンダマン・ニコバル諸島な

ど南部の熱帯多雨地域を中心に各地に見られ、とりわけ多数の報告がなされているが、その

他に、アッサム州などインド北東部におけるホームガーデンについても比較的多くの記録が

なされている（Shrivastava and Heinen, 2005; Linthoingambi and Das, 2010; Tynsong and Tiwari, 

2010）。ここでは、インド半島南部およびアンダマン・ニコバル諸島のホームガーデンに焦点

をあて、その様々な側面について、説明する。 

 

（２）ホームガーデンの特徴 
 

ホームガーデンの立地環境と構造 

ホームガーデンは、作物、樹木、潅木の栽培、また家畜や家禽の飼育、魚の養殖などを組

み合わせた農業システムの一つである（写真 1）。インドでは何世紀にもわたり営まれてきた

生産様式であり、540 万もの小さなホームガーデン（ほとんどのものが 0.5ha 以下）（KSLUB, 

1995）のあるインド南部のケーララ州を含め、地域の自給自足経済と食糧確保にとって重要

な役割を果たしてきた。アンダマン・ニコバル諸島の土地利用は、森林 87%、ホームガーデ

ン 4.6%、水田 1.3%を占める（Pandey et al, 2006）。他方、ケーララ州の土地利用は森林が 28%、

耕地が 69％となっており（Kerala State Planning Board による 2009 年のデータ）、耕地の約 5

割をホームガーデンが占めるとみられている。その他に耕地には、水田やヤシ、ゴムのプラ

ンテーションなどが含まれている。一世帯あたりのホームガーデンの面積は、アンダマン諸
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島で 0.05～2ha、ニコバル諸島では 0.5～5ha、またケーララ州では 0.02～1.0ha と、限られて

いる（Nair and Sreedharan, 1986; Pandey et al., 2007）。インド南部の熱帯多雨地域のホームガー

デンは、一般に、水田が平地に作られているのに対し丘の斜面を利用して作られている。ア

ンダマン諸島では、水田が広がる中にホームガーデンが散在している村落もあれば、ある程

度密集して存在する村落もある（Pandey et al., 2007）。 

 

ホームガーデンの植生構造 

典型的なホームガーデンでは、家屋に隣接して、選定された樹木、潅木およびハーブなど

が、食糧や現金収入源として、またその他の生産的用役および美観的、生態学的な利益を含

めた非生産的用役のために、栽培されている（写真 2）。この伝統的な土地利用形態は、その

土地の生物物理的および社会文化的な特性に大きな影響を受け、長年に渡り、その土地の特

性（気候、地形など）に適した栽培種の組み合わせや栽培方法を住民らが試行錯誤を繰り返

しながら営み、維持している。栽培される作物や樹木の種類とその組み合わせは、生態的お

 

 
写真２．ケーララ州のホームガーデンで栽培されている樹種（写真：B.M.Kumar） 

 
写真１．ケーララ州の典型的なホームガーデン（写真：B.M.Kumar） 
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よび社会経済的な要素に加え、各家庭の需要（栄養上のものを含む）や嗜好性などによって

も影響されるため、同じ地域であっても、栽培種の多様性や植栽パターンなどは、世帯ごと

に異なる。 

ホームガーデンでは、一つの区画に多数の種が存在するが、多くの場合、特定の決まった

パターンに配置されるわけではなく、ホームガーデンの一般的な時空間的構造を定義するこ

とは困難である。しかし、一般的にホームガーデンの構造は、水平・垂直両方向に層状に分

けられ、それぞれが生態学的ニッチを占めつつも、互いが生態学的に密接に関連している

（Nair and Sreedharan 1986）。このような多層性の空間に、ヤシの実やビンロウジ（arecanut）

の木、カカオ、カシュウナッツ、果樹（バナナ、マンゴー、パイナップルなど）、根菜、香辛

作物（ペッパー、ショウガ、クローブ、ナツメグ、ターメリック、シナモンなど）、林木（チ

ーク（Tectona grandis）、トクサバモクマオウ（Casuarina equisetifolia）、バラミツ（Artocarpus 

heterophyllus）、ハゴロモノキ（Grevillea robusta）、竹（Bambusa arundinaca）など）などが栽

培されている（Nair and Sreedharan, 1986; Kumar, 2005; Pandey et al., 2006; Pandy et al., 2007; 

Santhoshkumar and Ichikawa, 2010）。具体的な例として、アンダマン諸島の三層性構造のホー

ムガーデンでは、高木層（Top Storey, 12－16m）には、ヤシおよびビンロウジの木が、中木

層（Second storey, 4.5－9.5m）には、マンゴー、ジャックフルーツ、ニーム（インドセンダン）、

タマリンドなどが、低木層（First storey）にはシナモンやナツメグなどの香辛作物やパパイ

ヤ、レモンなどの果樹が、そして草本層（Ground cover）ではパイナップルなどが栽培され

ている。特に果樹は家屋（home）からより近いところに植えられ、家屋は雨垂れを避けるた

めに斜面の上部に建てられている傾向がみられている（Pandey et al., 2007）。 

また、ホームガーデンと組み合わせて、稲作や牧畜を営む農家も多い。ウシ、水牛などは

搾乳だけでなく、耕作作業に利用し、また、鶏、アヒルなどは採卵用や肉用として飼育して

いる。その他、羊、山羊、ブタなどを飼育している農家もある。作物や家庭の廃棄物は家畜・

家禽の飼料として与えられ、家畜の排泄物は作物の肥料として利用するなど循環利用が行わ

れている。しかし、家畜（特に牛や水牛）の飼育には費用がかかるため、耕作作業のピーク

時（6～7 月）に購入し、作業終了後は速やかに売却する傾向がみられる。更に、低地や沿岸

部では、マングローブ林、水路あるいは水田などを利用し、魚やエビの養殖を行っているホ

ームガーデンもある。 

 

ホームガーデンの土地所有と管理 

ホームガーデンをはじめとする土地の所有形態は地域やコミュニティにより異なる。例え

ば、インド半島南部の西ガーツ山脈では、概して土地は個人が所有し、管理することができ

る（私有制）（Kumar and Takeuchi, 2009）。同様に、社会単位が家族であるアンダマン諸島で

も土地は私有制である。他方、ニコバル諸島の先住民の社会単位はコミュニティ（地域共同

体）であり、土地はコミュニティが所有し、各村落の代表により個人に土地が割り当てられ

ている（Pandey et al., 2007）。 

ホームガーデンおよび水田の運営・管理は家族単位で行われている（Nair and Sreedharan, 

1986; Pandey et al., 2007）。インド南部の平均的な家族構成は 1 世帯あたり 5～8 人で、その内

1～2 人が 20～35 歳までの男性である。作業は男性と女性とで分業しており、移植栽培、収

穫、ふるい分けなどの作業は女性が、土地を耕したり、苗を稲田へ運搬したりという比較的

重労働である作業は男性が担当する。機械はほとんど使用しておらず、耕作作業の 8 割程度

を水牛などの動物に頼っている。しかしながら、労働力の不足や高額な労働費用への対応と

して、農業用機械が導入され、このような管理体制は、変化しつつある。いくつかのケース
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スタディーを基に、ホームガーデンにおける労働の需要とその柔軟性についてまとめた

Torquebiau（1992）によると、労働力を季節ごとに均一に分散できるといった相補性も、ま

たホームガーデンの利点のひとつである。たとえば、稲作のような季節的農業に比べ、ホー

ムガーデンの労働需要は年間を通して極端な変動が少ない。 

 

機能と便益 

インド南部では、ホームガーデンで栽培、収穫された作物は農民により自給的に利用され、

また唯一の現金収入源として市場で売買されている。アンダマン諸島ではヤシの実、ビンロ

ウジの生産量の 7 割以上は行商人などに売られ、残りを農民が消費している。インド南部の

ホームガーデンの主な商業作物はヤシの実、ビンロウジ、ゴム、ペッパー、カシュウナッツ、

ショウガ、ターメリック、カカオなどである。ケーララ州では、作物は主に市場で売買され

る。 

ホームガーデンのような、季節に応じて多種多様な樹木や作物を間作する形態の農業には、

様々な便益がある。まず、集約農業でみられるような農地の劣化を防止し、土壌の保全と栄

養循環を通して、生産性が維持・向上される。栽培樹木からの落ち葉などは堆肥となるため、

化学肥料の使用に依存しないことも利点のひとつである（Nair and Sreedharan, 1986; Peyre et 

al., 2006）。 

次に、前述のように、熱帯地域によく見られるような季節的な偏りのある農業とは異なり、

ホームガーデンの維持管理には年間を通して比較的均一な労働力の投入が必要となるため、

雇用の機会の創出につながる。具体的な仕事内容には、種まきや収穫時期における作業補助

や、収穫された作物の加工作業（コイア（ココヤシ皮の繊維）産業、カカオの加工、キャッ

サバ産業、フルーツの缶詰加工など）などがあげられる（Nair and Sreedharan, 1986）。 

また、多層性の植生構造を持つホームガーデンは天然林の構造に類似し、多様な野生動植

物の生息地となっている。特に、生物学的、生態学的多様性に乏しい農地が広がる地域では、

ホームガーデンは生物多様性の保全上、重要な役割を果たしているといえる（Santhoshkumar 

and Ichikawa, 2010）。 

 

（３）課題と対応 
 

上記の様に、様々な便益をもたらすホームガーデンだが、その生産物は市場価値が比較的

低く、経済収益が少ない（Pandey et al., 2007; Santhoshkumar and Ichikawa, 2010）。また、ホー

ムガーデンは限られた面積の土地を利用しているため、作付けの程度は高いが、各作物の生

産量が比較的低い。そのため、多くの農家がホームガーデンを縮小し、換金作物（ヤシの実、

ビンロウジなど）や多目的植物（ギンネム、キンゴウカンなど）を優先し、単一栽培に移行

する傾向にある。 

また、土地所有、農業、林業など、ホームガーデンと関連する公共政策の中にも、ホーム

ガーデンの単一栽培への移行傾向に加担しているものがある。たとえば、ケーララ州では、

土地所有の偏り問題への対策として、農地改革法（Kerala Land Reforms Act of 1963）により、

一人当たりの土地の割当ての上限（1 世帯 5 人につき最大 8ha まで）を定めている。しかし、

私有林やコーヒー、ゴム、茶、カルダモンなどのプランテーションを含む特定の土地利用に

ついては、例外が認められており、多くの土地所有者が、法律の規定から免れるためにゴム

などの換金作物を集中的に栽培するようになった（Guillerne et al., 2011）。 

単一栽培への移行の結果として、樹木や灌木の多様性が減少、ホームガーデンの構造は均
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一化する傾向にあり、化学肥料の使用が増え、土壌の劣化、浸食につながっている（Peyre et 

al., 2006）。もともと砂利まじりの、あるいは砂状のローム質で、強度が低い土壌のアンダマ

ンおよびニコバル諸島では、土壌侵食はホームガーデンにとって深刻な問題となっており、

その浸食の程度はヤシの木の生えている土壌で 1ha あたり年間約 12 トンと推定されている

（Pandey et al., 2006）。 

このような状況により、現在では、伝統的で生物多様性に富み、生態学的に持続可能であ

ったホームガーデン自体の持続可能性が危ぶまれている。伝統的な土地利用システムの衰退

に起因する生物多様性および景観多様性の損失により、食物の多様性や食糧確保が脅かされ

ることになるばかりか、利用可能な飼料、燃料、緑肥およびその他のホームガーデンから得

られる生態系サービスの減少につながる。 

このような状況に対処するため、小規模農地における生産性をあげるような技術開発や作

物管理能力向上の必要性が指摘されている。たとえば、Pandey らはアンダマン・ニコバル諸

島のホームガーデンの生産性を向上、維持するために、高い降雨量を効率的に利用した統合

的農業を推奨している（Pandey et al., 2007）。具体的なものとして、米の二期作、雨水を利

用したため池における養殖、多収穫品種の栽培などをあげている。更に、伝統的アグロフォ

レストリーシステムの多機能性および社会経済的な順応性を認識し、支持するような法制度

の整備も必要とされている。 

 

 

参考文献 
 

FAO. FAOSTAT. http://faostat.fao.org/DesktopDefault.aspx?PageID=377&lang=en#ancor. (参照 2011-08-15) 

FAO. 1996. Asia-Pacific Agroforestry Profiles: Second Edition. APAN Field Document No.4/RAP Publication 1996/20. Asia-Pacific 

Agroforestry Network, Bogor, Indonesia and Food and Agriculture Organization of the United Nations, Bangkok. 

FAO. 2010. Global Forest Resources Assessment, Country Report 2010 India:. 60p. http://www.fao.org/docrep/013/al530E/al530e.pdf. 

(参照 2011-12-27) 

Guillerme, S.; Kumar, B.M.; Menon, A.; Hinnewinkel, C.; Maire, E.; Santhoshkumar, A.V. 2011. Impacts of public policies and 

farmer preferences on agrofrestry practices in Kerala, India. Environmental Management. 48, p.351-364. 

JETRO. 2011.“国/ 地域別情報ページ”. JETRO. http://www.jetro.go.jp/world/.（参照 2011-07-25） 

Kerala State Planning Board.2010. “Chapter 4 Agriculture and Allied Sectors”. Economic Review 2010. Kerala State Planning Board. 

http://spb.kerala.gov.in/index.php/economic-review/er-2010.html. (参照 2011-09-09) 

Kumar, B.M. 2005. Land use in Kerala: changing scenarios and shifting paradigms. Journal of Tropical Agriculture. 42 (1-2), p.1-12. 

Kumar, B.M. and Nair, P.K.R. 2004. The enigma of tropical homegardens. Agroforestry Systems. 61, p.135-152. 

Kumar, B.M. and Nair, P.K.R. 2006. “Introduction”. Tropical Homegardens: A Time-Tested Example of Sustainable Agroforestry. 

Kumar, B.M. and Nair, P.K.R. eds. Springer. p.1-10. 

Kumar, B.M. and Takeuchi, K. 2009. Agroforestry in the Western Ghats of peninsular India and the satoyama landscapes of Japan: A 

comparison of two sustainable land use systems. Sustainability Science. 4(2), p.215-232. 

Linthoingambi, D.N. and Das, A.K. 2010. Plant species diversity in the traditional homegardens of the Meitei community: a case study 

from Barak Valley, Assam. Journal of Tropical Agriculture. 48(1-2), p.45-48. 

Mitchell, R and Hanstad, T. 2004. Small homegarden plots and sustainable livelihoods for the poor. FAO Livelihood Support 

Programme Working Paper 11. 41p. 

Nair, M.A. and Sreedharan, C. 1986. Agroforestry farming systems in the homesteads of Kerala, Southern India, Agroforestry Systems. 

4, p.339-363. 



８．インド 南部およびアンダマン・ニコバル諸島のホームガーデン 
 

－44－ 

Pandey, C.B.; Lata, K. ; Venkatesh, A.; Medhi, R.P. 2006. Diversity and species structure of home gardens in South Andaman. 

Tropical Ecology. 47 (2), p.251-258. 

Pandey, C.B.; Rai, R.B.; Singh, L.; Singh, A.K. 2007. Homegardens of Andaman and Nicobar, India, Agricultural Systems. 92, p.1-22. 

Peyre, A.; Guidal, A.; Wiersum, K.F.; Bogers, F. 2006. Dynamics of homegarden structure and function in Kerala, India. Agroforestry 

Systems. 66, p.101-115. 

Santhoshkumar, A.V. and Ichikawa, K. 2010. “Homegardens: Sustainable Land Use systems in Wayanad, Kerala, India”. Sustainable 

Use of Biological Diversity in Socio-Ecological Production Landscapes. Background to the ‘Satoyama Initiative for the Benefit of 

Biodiversity and Human Well-Being’, CBD Technical Series no. 52. Belair, C.; Ichikawa, K.; Wong, B.Y. L. ; Mulongoy, K.J. 

eds. Secretariat of the Convention on Biological Diversity, Montreal, p .125-128. 

Shrivastava, R.J. and Heinen, J.T. 2005, Migration and home gardens in the Brahmaputra valley, Assam, India. Journal of Ecological 

Anthropology. 9, p.20-34. 

The World Bank Data. http://data.worldbank.org/. (参照 2011-08-25) 

Torquebiau, E. 1992. Are tropical agroforestry homegardens sustainable?. Agriculture, Ecosystems & Environment. 41, p.189-207. 

Tynsong, H. and Tiwari, B.K. 2010. Plant diversity in the homegardens and their significance in the livelihoods of the War Khasi 

community of Meghalaya, north-east India. Journal of Biodiversity. 1(1), p.1-11.  

 



 

－45－ 

９．イラン 内陸部乾燥地帯および半乾燥地帯 灌漑用地 

下水路を利用した農業 

 

（１）背景 
 

カナート（Qanat）は、乾燥地帯で地下水を農業用水や生活用水に用いるために発展した技

術である（Jomehpour, 2009）。カナートの起源は定かとはなってはいないが、紀元前 1,200

年に建設されたといういわれを持つカナートもあり、約 3,000 年の歴史を有すると考えられ

ている（Balali et al, 2009）。カナートは、もともとは水を供給するための施設ではなく、採

掘の際に水を除くための技術であったという説（Hosseini et al, 2010）もあるが、その技術は

イスラム教の伝播とともにイランから各地に伝播したと言われる（Balali et al, 2009）。現在、

カナートと同じ技術は世界 34 カ国以上で見られ、それぞれの呼称がある（Salih, 2006）。た

とえば、アフガニスタン、タジキスタン、中国では Kariz（イランでも Kariz と呼ばれること

もある）、オマーンでは Falaj、リビア、チュニジア、アルジェリアでは Foggara、スペイン

では Galeria、モロッコでは Khotara、サウジアラビア、エジプトでは Auon と呼ばれる

（Jomehpour, 2009; Hussain et al, 2008; Salih, 2006）。しかし近年では、ほとんどの国でカナー

トは集約されており、その数は減少している。 

イランは北にカスピ海、南にペルシャ湾を有している。アルボルズ山脈が東西にのび、ザ

クロス山脈が北西から南東に走っている。これらの山脈に囲まれた内陸部は標高 500〜

1,000m の乾燥地帯となっている。国土の約 75％を乾燥地帯または半乾燥地帯が占め、年平

均降水量は約 242mmである。これは全世界の平均降水量 860mmの約 3分の 1である（Hosseini 

et al, 2010）。冬期から春先にかけては比較的に降雨が多いが、夏期は降雨が少なく、気温が

高いため蒸発量が多い。内陸部の年平均降水量は 100〜500mm であるが、山脈には年 500mm

以上の降水がある。山脈に源を発する河川によってもたらされた水は内陸盆地に向かって流

れるが、内陸盆地の広大な沖積層または洪積層のなかに消失するか、または盆地の中心にあ

る塩湖に消失する。この沖積層および洪積層は未固結の礫、砂、シルトを主な構成要素とし

ており、河川の浸透を容易にしている（森谷, 1969）。 

イランの乾燥地帯では何世紀もの間、唯一の水の供給源であるカナートにより、水不足と

いう発展への障害が克服され、「カナート文明（the Qanat Civilization）」という特徴的な文

明が形成された（Jomehpour, 2009）。それは文化、社会経済、政治的に独特の特徴があり、

また、灌漑用水の利用や共同農作業などいかに砂漠とともに生きるかという知恵を築いてき

た（Jomehpour, 2009; Salih, 2006）。カナートの水は農業用水、飲料水（写真 1）として利用

され（Hussain et al, 2008）、現在では都市部にも供給されている（Jomehpour, 2009）。 

 

（２）カナートの特徴 
 

カナートの構造と建設 

イランの農業省によると、イラン国内には 37,490 個のカナートがあり、トンネルの総距離

は 30,000km、水の供給量は 38,000,000m3となっている（Hosseini et al, 2010）。カナートには

山タイプと平野タイプの 2 種類があり、山タイプは雨水や雪解け水を湛えた帯水層の地下水

を、水路により山から集落へ引き（図 1）、平野タイプは河川から水を引くものである
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（Jomehpour, 2009; Hussain et al, 2008; Salih, 2006）。 

カナートは一般的に、水源から灌漑地まで続く幅 50cm〜80cm、深さ 90cm〜150cm の緩く

傾斜した横穴と、工事用の掘削や土を浚渫するために横穴に対して垂直に掘られた井戸から

なる。この井戸は、工事後は通気口として用いられる（Jomehpour, 2009）。また、カナート

の構造は、その土地の気候に左右される（Jomehpour, 2009; Hussain et al, 2008）部分が大きく、

降水量が多い場合は、カナートの距離は短く井戸の深さは浅い。一方、降水量が少ない場合

は、距離は長く井戸は深い。カナートからの水の流出口の下方に耕作地や居住地が位置し、

人々はカナートからの水を利用している（Salih, 2006）。 

カナートは Muqanni（もしくは Moghannis）と呼ばれる専門家によって建設される（Balali et 

al, 2009; Salih, 2006）。Muqanni はまず巻き上げ機を設置し、カナート採掘の際に出た土を皮

のバケツに入れて引き上げる。そうして約 90cm の垂直な縦穴が掘られる。作業には、一人

がつるはしを用い、その他の作業員は柄が短いシャベルを用いる（Balali et al, 2009）。Muqanni

は社会的に高く認められ（Jomehpour, 2009）、その技術は父から息子へと伝えられる。Muqanni

は後述する Buneh と呼ばれるカナートの管理組織に所属し 1 年を通してカナートの修理など

を行うことによって、農作業に従事せずとも農作物を現物支給される（Balali et al, 2009）。 

 

母井戸

地下水位

開口部

集落
灌漑エリア

地下水道

 
図１．典型的な山タイプのカナート構造（出典：Salih (2006) を改変） 

 

 

写真１．地下のカナートを利用した飲料水タンク（写真：Vafadarimehrizi Kazem） 
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カナートの管理組織：Buneh 

カナートの建設や維持管理は Buneh という集団によって行われている（Balali et al, 2009）。

Buneh はまた、水利管理、さらには後に詳述するような農作物生産、農地開拓、それらに関

連する社会経済システムをも管理する（Jomehpour, 2009; Balali et al, 2009）。個人による農業

生産は、カナートの建設や維持のための資本や労働力が不足しており Buneh と比較して不利

である。また、Buneh は効率的な農地開拓という役割も担っているため、Buneh は個人によ

る農業生産と比較すると小作人の社会経済的な地位を強めると言える（Balali et al, 2009）。 

Buneh による共同農業システムのなかにおいて、地主はヒエラルキーのトップに位置し、

カナートへの投資、灌漑、種子の購入費の短期貸し付け、冬期における小作人への現金供与

などに責任を負う（Jomehpour, 2009）。Buneh はだいたい 10〜15 人の小作人からなる

（Jomehpour, 2009）。そのなかから、小作人のなかで農業に関する経験と専門技術をもつ者

を、Sarbuneh（もしくは Abyar）と呼ばれる Buneh のリーダーとして地主が選出する。さら

に Sarbuneh は Varbuneh とよばれるアシスタント 2 名を友人や親戚の中から選出する。その

ほかのメンバーは、役職を持たない分益小作人である。農作物の配分割合は、Buneh 内での

地位によって決まる（Balali et al,2009）。このように、Buneh の構造は、構成員の村内の社会

的経済的地位を反映していると言える（Jomehpour, 2009）。 

 

農地および水の配分 

村内の Buneh 間の農地面積の配分については、村の Sarbuneh によりその年の農期のはじめ

に開催される会議により決定される。また、土地はその肥沃度によって「良い」、「普通」、

「悪い」の 3 段階にランク付けされているが、各 Buneh に配分される土地には全種類が含ま

れるように工夫される。また、各 Buneh では、休閑地をもうけている（Jomehpour, 2009）。

各 Buneh に配分される土地が決定すると、Sarbuneh は Buneh 内の土地の各小作人への分割、

それぞれの区画の穀物の種類の調整、メンバーの役割決定、灌漑の調整、播種時期の調整、

季節労働者の契約、地主と小作人との仲介などを行う（Balali et al, 2009）。カナートの水は、

各個人の水利権にしたがって利用され、年に数分〜数時間の割合で配分される。このように、

水利権によって各小作人の農地の大きさや穀物は規定される（写真 2）。そのため、水利権

 

 

写真２．カナートの灌漑用水路（写真：Vafadarimehrizi Kazem） 
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と農地は常にバランスが保たれてきた。この水利権は世代から世代へと引き継がれ、このバ

ランスも守られてきた（Jomehpour, 2009）。 

 

カナートに関連する主な土地利用 

上述の通り、カナートの下方に位置する農地やカナートから利用可能な水量は小作人の間

で分配されており、各小作人はその範囲内での耕作を行う。この地域において、農業は春と

秋の年 2 回の耕作が一般的である。春の耕作では、早春にトマト、ナス、キュウリ、タマネ

ギ、スイカ等の野菜の種を蒔き、カナートによる灌漑により農地を適度に湿らせ発芽させる

（写真 3）。その後は、作物によって多少の差はあるが概ね 3～4 日毎に灌漑を行い、作物が

成長可能な農地の水分保有量を保ち、8 月頃に収穫を行う。秋の耕作では、コムギやオオム

ギなどの穀物の作付けは 9 月から 10 月にかけて行う。冬季は比較的降水に恵まれているため

灌漑を利用しないが、4 月初旬から 6 月初旬頃までは灌漑を行う。耕作地では土地がやせる

のを防ぐために、同一の耕作を行わず、春の耕作と秋の耕作さらに休閑を年毎に 3 年のサイ

クルで繰り返す。 

また、カナートは果樹園にも水を供給する。特に山タイプのカナートでは山からの雪解け

水による地下水が水源となるが、水源近くの傾斜地において果樹園が広がっている場合が多

く、カナートからの水はまず果樹園に供給される（Centre for Sustainable Development, 2003）。 

 

機能と便益 

カナートの機能は多岐にわたる。ここでは、以下の 4 点について挙げる。 

 

①複合的な利用 

灌漑用水、飲料水、洪水のときの地下水の排水システムなど複合的な利用を可能にしてい

る（Jomehpour, 2009; Hussain et al, 2008）。とくに飲料水は、農村部と都市部に供給されてい

る。地下水の排水は、乾燥地帯に特有の現象である鉄砲水のときには地下水面の上昇を防ぐ

役割を担っている（Jomehpour, 2009）。現在使われているカナートの例としてハサナバード・

カナート（Hassanabad Qanat）があり、このカナートはヤズド市の住民に飲料水を提供してい

る。また、ヤズド市の南に位置するメフリーズ市の人々は、カナートの水質の指標として小

さな魚を利用しており、魚の個体数の変化によりカナート内の水に起こりうる問題を知るこ

 

 

写真３．カナートの灌漑用水を利用した乾燥地の農業（写真：Vafadarimehrizi Kazem） 
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とができる。 

 

②エネルギー源としての機能 

水道管の傾斜によって水力を発生させ、水車を利用した製粉などを行っている（Jomehpour, 

2009; Hussain et al, 2008）例もある。イランには、現在でも水車が残っている都市があり、観

光地としての利用や地域の収入源の多様化などの可能性がある（Hussein et al, 2008）。 

 

③環境保全の機能 

カナートは、帯水層が自然に補充することができる限界までしか水を供給できないため、

過剰な採水を防ぎ、持続可能な水供給を実現している（Balali et al, 2009; Hussein et al, 2008）。

降水量が減少すればカナートを流れる水量も減少する。一方、ポンプ式井戸の場合は降水量

や帯水層の水量にかかわらず、必要量が常に採水されがちであり、持続可能な水供給は行わ

れにくい（Jomehpour, 2009; Hussain et al, 2008）。 

また、カナートは固い下層土まで掘られるので、浸潤が少なく、地下水面の上昇、湛水、

蒸発などを防ぐため、水に含まれる塩分濃度が低くなり、農地の荒廃を防いでいる（Jomehpour, 

2009）。 

 

④社会的機能 

カナートは、地域社会と密接な関係をもっている。カナートの管理はローカルに行われ、

参加型管理が行われる。そのため、団結力と地域への帰属意識が発生する（Hussain et al, 2008）。

ひとびとの社会的地位は、その人がどれくらいカナートの水利権をもっているかによって決

まる（Jomehpour et al, 2009; Hussain et al, 2008）。また、カナート建設の専門家である Maqanni

は高い社会的地位を有しているし、都市部におけるひとびとの社会的地位は、カナートにた

いしてその人の居住地が上流にあるか下流にあるかということ、距離によって決定される

（Jomehpour, 2009）。 

また、カナートはその地域の社会文化的な伝統とも関係が深い（Jomehpour, 2009）。カナ

ートの水は神聖なものと考えられ、「カナートの結婚」と呼ばれる儀式も行われる。それは、

ある特別なスープをカナートの水で禊をした女性が、カナートに注ぎ込むものである。そう

することで、翌年もカナートの水が利用できると信じられている（Foltz, 2002）。 

 

（３）課題と対応 
 

問題の所在 

近年、カナートによる水供給量の全体に占める割合が減少し、1950 年以前は 70％であった

ものが、1950 年には 50％、2000 年には 10％となっている（Hosseini et al, 2010）。カナート

が減少している要因として、都市化（Hosseini et al, 2010）や近代的ポンプ式井戸の導入

（Mohammad et al, 2009; Jomehpour, 2009; Hussain et al, 2008）が挙げられる。都市化によって、

都市が建設される場所とカナートの設置場所が重なった結果、カナートが埋められるように

なった。カナートの縦穴の上に建物が建てられ、現在ではどこにカナートがあったかわから

なくなっている事例も多い（Hosseini et al, 2010）。また、1962 年から実施された農地改革は

近代的ポンプ式井戸の導入に拍車をかけた。この農地改革によって、封建的地主や不在地主

から小作人へと土地所有権の再分配が行われた（横山ら, 2007）。それに伴い、それまでカナ

ートの管理を担っていた地主と Buneh という関係はなくなった。カナートの管理は個人には



９．イラン 内陸部乾燥地帯および半乾燥地帯 灌漑用地下水路を利用した農業 
 

－50－ 

困難なため、近代式ポンプ式井戸がより好まれるようになった。さらに、これらの背景には、

カナートの技術を過小評価し、近代的ポンプ式への移行を主張する学者たちの存在もあった

（Balali et al, 2009）。 

また、近年の人口増加もその要因として挙げられる。近年の人口増加に伴う水需要の高ま

りにカナートは対応できず、ポンプ式井戸にとって代わられるようになった（Hussain et al, 

2008）。カナートよりもポンプ式のほうが建設に時間がかからない。また、排水量を増大さ

せる必要が生じたときに、カナートの場合は横穴を広げるために 2、3 年かかる一方で、ポン

プ式は直径が大きいパイプに入れ替えるだけでよいなど、ポンプ式井戸の方が利便性は高い。

そのため、農民も次第にポンプ式のほうを好むようになった（Balali et al, 2009）。 

さらには、第一次産業からほかの産業への転職によってカナートの建設に必要な人の不足、

カナートへの理解不足による政策の影響が指摘されている。政府は、Buneh による効率的な

農業生産などのカナートの社会的機能を見落とした結果、ポンプ式井戸を用いた農業の近代

化や工業化政策などを推進した（Hussain et al, 2008）。 

 

対応 

しかし、現在カナートは世界的に注目されている（Hussain et al, 2008）。世界的な人口増

加に伴う水不足問題に直面したとき、これまでは技術革新にその解決策が求められてきた。

しかし、2000 年にオランダのハーグで開催された第 2 回世界水フォーラムでは、水不足では

なく水管理の失敗によって危機が発生したという指摘が行われた（Balali et al, 2009）。その

ようななか、カナートのような伝統的な水の利用管理システムは持続可能なシステムとして

注目に値する（Balali et al, 2009）。今後は、カナートの保護に関する法律の制定や、カナー

トと近代的灌漑方式の統合などの必要性が指摘されている（Hussain et al, 2008）。また、カ

ナートに関する情報の収集、カナートと比較したポンプ式のコストベネフィットの評価、世

界的な情報共有なども求められている。イラン国内では、カナートは人びとと自然をむすび、

エコロジカルな意識や行動をもたらすものと位置づけられている。そのため、水が重要な役

割を担うイスラム教と協力して、モスクなどで人々と自然をむすぶような活動が展開されて

いる（Balali et al, 2009）。 
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10．ネパール 東北部山岳地域にみられるシェルパ族の農牧 

 

（１）自然・社会的背景 
 

ネパールは、北を中国、東と西、そして南をインドと接する中央アジアの山岳国である。

地理的には北緯 26～30 度に位置し、北端にはヒマラヤ山脈が約 2,200km にわたって走って

いる。国土面積は 147,181km2で、その 86％を高地や山岳地域が占め、残りの 14％が平地で

ある。また、国土の 30％以上が森林で、草原は 12％、農地は 21％となっている（MoFSC, 2009）。

大きな標高差（67～8,848m）と地理的な位置の特異性により、標高 300m 以下のインドのガ

ンジス平野の延長上にある平地は亜熱帯気候、標高 300～2,500m の丘陵地は温帯性気候、標

高 2,500m 以上の山岳地域は高山性寒冷気候と、ネパールでは南北約 200km の間に多様な気

候や環境がみられる。このような多様な環境は、ネパールに豊かな生物多様性をもたらして

いる。 

ヒマラヤは、一般に、北西部ヒマラヤ、西部ヒマラヤ、中部ヒマラヤ、東部ヒマラヤの 4

つの地域に分けられる。このうち東部ヒマラヤは、ヒマラヤ山脈が南に大きく弧を描くよう

に張り出した部分に位置し、亜熱帯圏に属しているため雨量も多くて気温も高い。また、モ

ンスーンの影響は東で強いため、東部ヒマラヤには植物の成長に重要な水と温度がそろって

おり、かなりの部分が森林に覆われている。また、大きな高度差を持つ山岳地帯があるため、

標高によって多様な植生がみられる（山本・土屋, 2000）。低地では東南アジアの熱帯林の主

要な樹木であるサラソウジュが分布し、標高が上がるにつれてシイやカシなどの照葉樹が優

占するようになる。標高 3000m あたりから樹木限界の 3,800m まではモミの林で覆われ、そ

れより上は、ビャクシン（Juniperus recurua）やシャクナゲ（Rhododendron anthopogon）など

の 1m ほどの灌木林となり、さらに上は高山草原になる。この草原地帯は標高 5,000m 近くま

で続き、夏には自然の牧草地として利用されている（山本・土屋, 2000）。 

ネパールは多様な文化や言語を持つ多民族国家である。ネパールでは 1960 年以降、国王親

政制度（パンチャヤット）が 1990 年まで続いたが、1990 年の民主化運動により、パンチャ

ヤット体制は崩壊した。1992 年に施行された地方行政法では、パンチャヤット体制に代わり

村落開発委員会（VDC）やその上位の郡開発委員会（DDC）が行政単位となり（辰己, 2005）、

君主制がネパールの新たな体制となった。その後、貧困の増加、社会的差別、失業、政情不

安のため、ネパールでは 10 年にわたり対立が起こっていたが、2008 年、これまでの君主制

から連邦民主共和国となることを宣言した。現在は政治的な移行期にあり、新たな憲法が制

定されているところである。VDC や DDC は地方や地域の行政単位として現在も存続してい

る。2011 年のネパールの総人口は約 2,660 万人である（CBS, 2011）。地方レベルの政策決定

は、コミュニティーレベル、VDC レベル、地方自治体レベル、及び地域レベルで行われる。

ネパールは主に農業の国であるが、その他に観光、水力発電、生物資源、及び高価値の薬物

植物や芳香植物など、高い潜在価値を持つ国である。伝統的な農業システムにより、地域社

会には、農業、家畜、森林など地域の自然資源を最適に管理するための豊富な伝統的知識が

維持されている。 
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（２）山岳地域の農牧システムの特徴 
 

ソル・クンブ郡ジュンベシ谷 

ネパールの SEPL の一形態とされる山岳地域の農業システムは、本質的に、労働集約的、

複合的、自給的であることが特徴である。ここでは、ソル・クンブ郡のジュンベシ谷にある

ベニ行政村を例として、シェルパの農牧について述べる（写真 1）。ソル・クンブ郡はネパー

ル東部サガルマータ県の最北部に位置し、面積はおよそ 3,300km2ほどで（鹿野, 2001）、多く

のシェルパ族が居住している。シェルパ族は 16 世紀に東チベットからヒマラヤ山脈を越えて

移住してきたと言われている山岳民族である。地域に定着したシェルパの人々は、標高差の

ある地形に適応した農耕や牧畜を行い、また儀礼に使用する香木を中心にチベットと交易を

行ってきた（結城ら，2000）。1970 年代以降は観光の大衆化が進み、ソル・クンブ地方のシ

ェルパ社会の経済に観光が占める度合いは拡大の一途をたどっている（結城ら, 2000）。 

ベニ行政府には 22 ほどの集落があり、全部で約 260 世帯が居住するが、その大多数がシェ

ルパ族である（稲村ら, 2000a）。ジュンベシは、標高が 2,500m～3,000m のゆるやかな谷で、

谷底に広く分布するモレーンや沖積堆積物には低木群落と草本類が生育する。谷の上流部に

は U 字型の断面をもつ氷食谷があり、背後には標高 4,500m～5,000m の台地状の高地が広が

る。また、5,000m 前後の岩峰をとりまいて多くの圏谷（カール）があるなど地形は起伏に富

み、岸壁や巨礫におおわれた場所が広いので、放牧地として使える面積は少ない（稲村ら, 

2000b）。ジュンベシ谷は、気候は比較的穏やかだがヒマラヤの前衛山脈のヌンブール峰の南

面に位置するため、南からの湿った気流を受けて 6 月から 9 月にかけてのモンスーン季の降

水量は多く、7 月中旬からは雨が終日降り続く。12 月に入ると本格的な冬になり、前衛山脈

に位置するソル地域では 4,000m 以上の台地は積雪で覆われる。しかし、緯度的には亜熱帯

域に属しているため、高地であっても比較的気候は温暖で、山麓部での降雪は数センチから

10 センチほどである（本間, 2000）。 

 

耕作と移牧 

ジュンベシ谷のシェルパ族住民のほとんどの世帯が農耕を営み、そのうちの一部が兼業で、

ナク（牝のヤク）やゾム（ナクとウシの一代雑種）の群れを飼養している（写真 2）。ゾムは

ナクよりも乳量が多く、出産後の搾乳を目的に飼養されている（稲村・本江, 2000）。ナクや

ゾムの飼養は自然の気候のサイクルに合わせて異なる標高の放牧地間を移動する移牧の形態

 

 

写真１．ジュンベシ（標高 2,700m）（写真：稲村哲也） 
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をとる。冬の間は村落周辺の農地に近いシイやカシなどの森林で放牧され、3 月終わりから 4

月初めになると徐々に谷の上流に移動させる。8 月から 9 月にかけては、6 月中旬からのモン

スーン季の雨によって成長する高原の草地を利用して 4,500m 付近の夏営地で家畜を放牧し、

気温が急激に下がる 10 月に入ると林間放牧をさせながら家畜を集落へ移動させる（熊谷, 

2005）。集落と夏営地間の移動にはモミなどの森林に生える草本類や低木をエサとして利用し

ている（山本ら, 2000）。ジュンベシ谷での移牧は、集落のある標高 2,500～3,000m から 4,500m

付近の放牧地まで、移動の高度差は大きいが、距離的には比較的近い垂直的な移動が行なわ

れている（岩田, 2000）。 

ジュンベシ谷では、集落の周囲の標高 3,000m までで耕作が行われており、主な作物はコ

ムギ、オオムギ、トウモロコシなどの穀物とジャガイモである。夏作物としてトウモロコシ

とジャガイモが栽培され、また、ジュンベシ谷は比較的標高が低いため冬の作物栽培も可能

であり、主にコムギ、オオムギが作付されている。主食となる穀物やジャガイモの他にマメ

類や野菜なども栽培している。1970 年代にはリンゴやモモなどの果樹栽培も始まり、これら

の農作物は、近年成立した定期市やトレッカー用のロッジなどへ供給され、商品化され始め

ている（鹿野, 2001）。 

ジュンベシでは畑に生える雑草を家畜のエサとして積極的に利用している。例えば、トウ

モロコシは 9 月半ばから 10 月にかけて収穫するが、収穫後に残った茎や葉を雑草と共に刈り

取って乾燥させ、冬の間の飼料として貯蔵する（鹿野, 2001）。雑草を飼料として利用してい

る理由の一つは、季節によって利用できる飼料が大きく変動することにある。ジュンベシ谷

では春から秋までは気温も高く降雨量も多いため、飼料となる植物も豊富に生育している。

しかし、冬になると草地の草の大半は枯れてしまう。このような冬の飼料不足を補うために、

人々は雑草を乾燥させて貯蔵し、冬の間の家畜の飼料に利用しているのである（本江・藤倉, 

2000）。 

 

放牧地の管理 

シェルパ族は「ルー（ru）」と呼ばれる父系の氏族（クラン）に分かれ、ソル地域では、基

本的に一つの集落は一つのクラン集団によって構成されている。ジュンベシ谷では、谷沿い

の土地は谷や尾根を境界として区分され、各クランによってモザイク状に占有されてきた。

クランが占有する土地は一つではなく、低地から高地まで点在しており、ヤクやゾムの移牧

 

写真２．ヤクの夏の放牧地（標高 4,300m）（写真：稲村哲也） 
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はそれらの土地で行われてきた。また、これらの土地は原則として同じクランの成員しか利

用できず、放牧地となる森林や草原はクランの成員のみが利用できる共有地として、慣習的

にクランの責任で管理が行われていた（稲村ら, 2000a）。それぞれの放牧地に入ってよいかど

うかは、クラン内の決まりによっている。たとえば、クランのひとつであるラマ・クランに

は、バサと呼ばれる夏の放牧地から上へは 6 月下旬から 7 月にかけての特定の日（ネパール

暦のシュラワン月の一日）より以前に入ることはできないという取り決めがある。バサの上

流にある放牧地の牧草が十分成長するよう、クラン単位で管理が行われているのである（稲

村ら, 2000b）。クラン成員以外が放牧地として利用する場合は、「ミザール」と呼ばれるクラ

ンの長に一定の使用料を支払って許可を得なければならない。ただし、集落や畑の周辺の森

は、村人全員が自由に使うことができる（古川・土屋, 2000）。 

 

その他の地域にみられる移牧 

ソル・クンブ地方のクンブ地域は前衛山脈と国境山脈との中間にある広い谷が集合した盆

地状の高地で、ジュンベシ谷の村より 1,000～1,500m ほど高い標高 3,900m から 4,200m に集

落がみられる。クンブ地域では積雪量が少なく、冬でも南向きの斜面では 4,000m 以上の高

地でも放牧が可能であり、また、農耕限界の標高 4,300m まで耕作が行われている。ジュン

ベシ谷では耕作は集落周辺に限られ、移牧と農耕は分離しているが、クンブ地域のシェルパ

族は、特定の谷の標高の異なる地点に複数の耕地や放牧地、家を持ち、移動農牧を営んでい

る（鹿野, 2001）。クンブ地域でも気候のサイクルに合わせて、夏に高地へ上がり、秋に低標

高地に下がる移牧が行われるが、さらに、晩秋から早春の間に再び高地に上がる移牧を行っ

ている。これは、貯蔵飼料が不足する冬の時期に、秋にかり集めて高地の家に備蓄していた

干し草を利用するために家畜を移動させるのである。クンブ地域では農耕限界の標高 4,300m

までオオムギやジャガイモが栽培されているが、冬の移牧はこれらの分散する耕作地への施

肥も同時に目的としている（稲村ら, 2000b）。 

ジュンベシ谷と異なり、クンブ地域の村は複数のクランで構成され、クランによる決まっ

た土地の占有はみられない。家畜の移動時期や森の利用や管理は村ごとに決められた「ナワ」

と呼ばれる管理者が行っていた。「家畜のナワ」は、畑で作物が作られる期間は家畜を村から

出すことで作物を保護し、一方で、村で作物が栽培されない期間には家畜を村に戻すことで、

放牧地の牧草を生長させるのである（古川・土屋, 2000; Uprety, 2008）。 

 

（３）課題と対応 
 

1957 年にすべての森林は国有化され、1993 年の森林法（The Forest Act）は、森林の所有権

は国家にあることを明確に示した。しかし、国家による管理は末端までは及ばず、ジュンベ

シ谷ではクランによる管理が行われていた。この法によって、これまでクランを単位として

クランによって管理されてきた森林は、コミュニティー・フォレストとして「サムダイ

（samdaya）」と呼ばれる利用委員会による管理へ移行した。コミュニティー・フォレストは、

サムダイにより集落の周囲の森林と草地を共有地として囲い込むようにして設定される。こ

れは、家畜の移動経路上にある集落から離れた放牧地も利用してきたシェルパ族の土地利用

形態とは相容れないものであり、軋轢を生んでいる。例えば、ジュンベシ谷のサラカという

名のクランが多数を占める村がサムダイを結成し、その集落周辺の広大な森林と草地の占有

権を得た。しかし、これまでラマ・クランが占有していた放牧地がその地域に多く含まれた

ため、ラマ・クランはサムダイの正当性を認めず、従来通りの放牧を続けている（Banjade et 
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al., 2008; 古川ら, 2000）。 

近年、いくつかの要因により放牧民の数は減少していると言われ、森林法によって利用で

きる放牧地が少なくなったことも一因と考えられている。その他の要因としては、若者世代

の志向の変化や国外で労働の機会が得られるようになったことなどがあげられる（Banjade et 

al., 2008）。 

新たな法制度による制約のために放牧の機会が限られることによって、山岳地帯の草原の

自然資源はほとんど利用されないまま放置されてしまう。これまで放牧民は放牧の傍ら、モ

ミ林に自生するジンチョウゲ（Daphne bholua）の樹皮から作った紙を利用してきた（古川・

土屋, 2000）。また、インディアン・ナード（Indian nard, Nardostachys grandiflora）や冬虫夏草

（Cordyceps sinensis）など高価な薬用植物や芳香植物を採取し交易を行ってきた（Parajuli, 

1998; 山本ら, 2000）。しかし、放牧の機会の減少に伴い、このような薬用植物等に関する豊

富な知識も失われていくだろう（Banjade et al., 2008）。生態学的生産ランドスケープ（SEPL）

に対する新たな取り組みは、永年にわたって地域社会にもたらされてきた生態系サービスに

関する、先住民や地域社会の利益や豊富な伝統的知識を考慮して、計画されなければならな

い。 
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11．スリランカ 乾燥地帯におけるため池灌漑農業 

 

（１）背景 
 

スリランカは国土面積約 6,561,000ha のインド洋上に浮かぶ島国である。島の南中央部は主

に高山地帯であり、2,000m を超える山の頂きが 12 程存在する（Imbulana et al., 2006）。高温

多湿な熱帯気候で、海岸部・低地の年平均気温は 27～28℃であるが、高地では一年を通して

平均気温 22℃前後と冷涼である。年二回の季節風である南西モンスーンと北東モンスーンの

影響を受け、季節に応じて降水量が変化する。年間降水量 1,875mm を基準として、国土の約

7 割を占める乾燥地帯と湿潤地帯に大別される（二宮書店編集部, 2011）。12 月～2 月にかけ

ての北東モンスーンの時期（マハ期）は、主に島の北部や東部の乾燥地帯に雨が降り、5 月

～9 月の南西モンスーンの時期（ヤラ期）には、島の南西部にある湿潤地帯に多量の雨がも

たらされる（Imbulana et al., 2006）。乾燥地帯では、年間降水量の 80％（約 1,100mm）がマ

ハ期に得られ、ヤラ期には降水量が少ないか、年によってはほとんどないこともある。さら

に、この時期に吹く乾燥した風の影響により、時に年間降水量を上回る蒸発（年蒸発量 1,700

～1,900mm）が起こる（Panabokke et al., 2002）。このような土地で人々が暮らしてゆくため

には、水資源の確保と効率的な利用は必要不可欠であり、スリランカの乾燥地帯には古代よ

り発展した、ため池灌漑システム（tank, weva）が広がっている（写真 1）。この地帯は、か

つての山地が長期にわたる浸食作用により平坦化された準平原（peneplain）であり、多数の

小さな渓谷が散在し、概して起伏に富んでいる。また、地盤となる岩の浸透性が低く、それ

を覆う土壌が浅い。このようなため池づくりに適した地形特性も、灌漑システムの発展に寄

与した一要因であるとみられている（Panabokke et al., 2002）。 

スリランカの経済は従来、農林水産業により支えられてきたが、経済成長とともに製造業

や卸・小売業等が拡大し、近年では衣類製品が最大輸出品目のひとつとなっている。国内総

生産（GDP）に占める農林水産業生産額の割合は約 13％、経済活動人口に占める農業人口の

割合は 2010 年現在 44％となっている（World Bank Data）。国土面積に占める農地面積の割

合は、約 40%（FAOSTAT による 2009 年の値）で、農業経営の形態は、紅茶・天然ゴム・コ

 

 

写真１．小規模ため池（写真：Imbulana, U.S.） 
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コナッツ等のプランテーション経営と米作を中心とする零細な個人農家経営とに大別される

（農林水産省, 2010）。国土の大半を占める乾燥地帯では後者を主とした農業形態となってお

り、総人口約 2,067 万人（FAOSTAT による 2009 年の値）の内の 3～4 割が居住する湿潤地

帯では年 2 回の雨季（ヤラ期、マハ期）を利用した二期作が可能であるのに対し、乾燥地帯

では、灌漑システムを利用した農業が営まれている。スリランカの年間米生産量の約 40％が

乾燥地帯で栽培されている（FAO, n.d.）。 

 

（２）ため池灌漑システムの特徴 
 

ため池灌漑システムの分布と構造 

スリランカの灌漑システムは紀元前 5 世紀のアーリヤ族の入植以降に構築されたと考えら

れている。灌漑システムはスリランカの乾燥地帯の全域にみられる（表 1）。地域による差は

あるものの、小規模なため池が高密度に配置されていることが特徴的で、少ないところでは

12km2あたりに一つ、多いところでは 1km2あたりに一つの割合で存在する。最も高密度に見

られる地域は、北西部州南部の Kurunegala 区と北中部州中央部の Anuradhapura 区である

（Panabokke, 2002; FAO, n. d.）。しかし、全てのため池が現在も利用されているわけではなく、

すでに放棄され機能を果たさなくなっているものも数多くある。 

現在のシステムは農業サービス法（Agrarian Services Act No.58 of 1979）により、その配水

域が約 80ha 未満のものは小規模灌漑、80ha 以上のものは大規模灌漑として分類されている

（Panabokke et al., 2002; Imbulana, 2006）。もともとは村落レベルの小規模なものが村民によ

り作られたものであったのが、その後、政府の介入により、より大規模な灌漑システムがつ

くられるようになったとみられている（Somasiri, 2008）。 

小規模な灌漑システムは一般に乾燥地帯の渓谷内、または小川沿いにカスケード状に並ん

でいる。多数のため池は相互に接続しており、上流のため池から下流のため池へと水が流れ

るしくみとなっている。これら小規模なため池の連続構造の中には、より大きなため池や用

水路へとつながり、複雑に広がる大規模な灌漑システムを構成するものもある。各ため池に

は付随する小さな集水域があり、ため池の下方に水田と村落が広がる。水田のすぐ下方には、

次のため池の集水域が位置するという配置になっている（Kono and Somarathna, 2000; Somasiri, 

2008）。 

一部の農民は灌漑農業による米の栽培の他に、降雨量の得られるマハ期（11～3 月）には、

 

表１．スリランカ乾燥地帯の各州における小規模なため池の数 

小規模なため池の数 
州・地域名 

運用されているもの 放棄されたもの 
計 

北部州 608 816 1,424 

北中部州 2,095 1,922 4,017 

北西部州 4,200 2,273 6,473 

南部州* 653 757 1,410 

ウバ州南部* 16 543 559 

東部州マハウェリ以南* － 1,017 1,017 

東部州マハウェリ以北* 48 425 473 

合計 7,620 7,753 15,373 

出典：Panabokke et al.（2002） *州の中の乾燥地帯に該当する地域のみ 
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水を引けない高地の斜面を利用し、Chena と呼ばれる焼畑農業を行っている。更に、多くの

農家が、家の周囲で多種多様な樹木や作物の栽培（ホームガーデン）や牧畜を自給的に行っ

ている（Panabokke et al., 2002）。また、ため池では魚の採捕も行われており、水は水田で利

用する他、地域住民の生活用水や家畜の飼育（写真 2）などにも利用されている（Panabokke 

et al., 2002）。 

 

灌漑システムの管理 

スリランカの古代ため池灌漑システムは、地域住民により建設され、管理がなされてきた

（写真 3）。土地保有に関する Rajakariya と呼ばれる慣習的な制度に基づき、Velvidane と呼

ばれる耕作や配水に関する管理責任者の指示のもと、資源の公平な配分や平等な土地所有を

約束する地域住民による持続可能な管理がおこなわれてきた（Somasiri, 2008）。耕作シーズ

ンの前には Kanna と呼ばれる会合が開かれ、耕作を開始する日、灌漑水を引く日、灌漑用水

路を閉鎖する日、また、ため池システムの修復と役割分担などについて、農民同士が話し合

い、決定していた。降雨量が少ない年には Bettma と呼ばれる、ため池の近くの一部の水田の

みで耕作を行うことにより、ため池の水を保全したり、また、割り当てられた水田のプロッ

トを 2～3 人の農民がローテーションで耕作する Kattimaru と呼ばれる仕組みにより、水資源

と土壌を平等に利用できるような配慮がなされていた（Somasiri, 2008）。 

しかし、イギリスなどの欧州諸国による植民地支配と政治制度の変革に伴い、従来の地域

住民による管理体制の崩壊がおこった。Rajakariya 制度は廃止され、その結果、ため池灌漑

システムは放置され、乾燥地帯の土地は荒廃し、農民は深刻な貧困に追い込まれた。1848 年

にキャンディ地方で農民による反乱が起こったことを受け、イギリス政府は貧困対策として、

1900 年に灌漑局を立ち上げ、荒廃した大規模灌漑システムを中心に修復事業に乗り出した。

この際、小規模システムの修復についても、若干の取組みがなされた。灌漑システムの管理

は政府が主体となって行ない、農民は耕作シーズン前に開かれる会合で、耕作や灌漑システ

ムの管理に関する行政関係者との話し合いに参加することが許された。しかし、年に 2 回し

か会議が開かれないこと、また、会議が行政主導によるものであったことから、農民の声は

十分に反映されず、成果は上がらなかった（Somasiri, 2008）。1958 年には稲作地法の導入を

機に小規模灌漑の管轄が農業省に移り、現在の農業開発局（DAD）が設置された（Panabokke 

 

写真２．ため池周辺における放牧（写真：Imbulana, U.S.） 
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et al., 2002）。以来、DAD は小規模灌漑の管理主体として技術指導、助言、修復作業などを

行ってきており、管理管轄が州議会に移行して以降も、修復作業などへの支援を行っている

（Imubulana,U.S., 私信）。課題は多く残されるものの、小規模灌漑の管理実施は現在、農民

を主体に行われている。 

他方、大規模灌漑システムについては 1980 年代に入るまで、参加型の管理は実質上ほとん

どなされていなかった。1980 年代以降、大規模灌漑を管轄する灌漑局は、参加型管理を促す

ための様々な事業を導入、実施するようになった。取り組みの例として、1981 年より実施さ

れたスリランカ東部の Gal Oya 左岸灌漑システムの修復事業があげられる。この事業では農

民と行政関係者から成る委員会が結成され、灌漑システムの修復が協同で行われた。また、

農民の代表が季節ごとに行われる計画会議に参加し、ため池の水量に応じた灌漑水を引く地

域の決定や維持管理のための予算配分の決定などについて、意見を反映する機会が設けられ

た（Amarasinghe et al., 1998）。また 1980 年代以降、参加型管理を支えるための法制度・組織

の整備が進んでいる。1984 年には、大規模灌漑事業において住民参加のプロセスを正式に導

入することを目的に、灌漑省下に灌漑管理課が創設された。1980 年代後半には、主要な大規

模灌漑システムの一部の設備（配水用水路など）の管理実務が農民組織へと移された。この

農民組織は、1991 年の農業サービス法の改正により、法的に承認されるようになり、1994

年の灌漑条例の改正により、灌漑システム管理に係る権利と責任が認められるようになった

（Somasiri, 2008）。 

 

機能と便益 

短い雨季にもたらされる雨水を貯留し、水資源を確保するための灌漑システムにより、安

定した降水量の得られない乾燥地帯においても、年間を通した米の栽培（二期作）とその他

の作物の栽培（トウガラシ、タマネギなど）が可能となり、地域住民の食糧確保につながっ

ている（Kono and Somarathna, 2000）。また、水資源は住民だけでなく、家畜の飲み水などと

しても利用されている。 

直接的な利用の他に、ため池は微気候を冷涼かつ快適にし、地下水涵養、土壌保全などの

機能も果たしている（Bandra, 2007）。また、農業生物多様性の維持に貢献しているほか、ス

リランカの国土の 7 割を占める土地に広がり、はるか昔から存在するため池は、スリランカ

 

写真３．農民による小規模ため池システムの管理（写真：Imbulana, U.S.） 
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国内の豊かな湿地生態系の一部を構成している（FAO, n.d.）。さらに、ため池は従来、会合

の場や浴場としてなど、地域住民の社会活動の場として使われており、社会的、文化的な機

能も担っている（FAO, n.d.; Panabokke et al., 2002）。 

 

（３）課題と対応 
 

スリランカの乾燥地帯では、かつて、灌漑農業、焼畑農業(chena)、ホームガーデン、さら

には牧畜、ため池での魚の採捕や周辺森林での食糧の採取などを組み合わせて行うことで、

自給的な生活が維持されており、灌漑農業で利用される水資源のほとんどが小規模灌漑シス

テムから供給されていた（Panabokke et al., 2002）。しかし、植民地時代の Rajakariya 制度の

廃止に始まり、その後の様々な社会経済の変化に伴い、灌漑修復や参加型管理強化などの取

り組みがなされている現在においても、このような農業生態系の維持は困難となっている。

その要因のひとつに人口増加などによる利用可能な土地の減少があげられる。分断され面積

の限られた土地での灌漑農業また焼畑農業は生産性が低く、農民の収入は減少したため、小

規模灌漑システムの維持管理がなされなくなるという悪循環がおこっている（Panabokke et 

al., 2002）。 

スリランカ政府は荒廃したため池灌漑システムを修復し、効率的に管理することを目的と

し、小規模灌漑については 1990 年代に世界銀行の支援の下に実施された修復事業や、大規模

灌漑については 1980 年代より実施されている灌漑スキームプログラムなどのさまざまな事

業を展開してきた。また、このような課題に対応し、持続可能な灌漑システムを効率的に維

持、管理し、ひいては灌漑システムと他の土地利用形態により構成される農業生態系を修復、

維持するためには、地域住民の参加による管理の実施が必要不可欠である。スリランカ政府

は 2006 年 11 月に発表した「10 カ年（2006～2016 年）開発計画（マヒンダ・ビジョン）」の

中で、農業の発展を通じた経済成長および貧困解消の達成を戦略として掲げ、①灌漑農業の

生産性・水管理・施設維持管理の向上、②マーケティング・作物多様化の促進、③住民組織

の参加、を農業分野における重点課題として挙げている（FAO, 2011）。 

以上のように、スリランカ政府は長年に渡り参加型管理について、法の整備、体制づくり、

プロジェクトベースの実施を行ってきているが、今後も、政府による農民組織の資金支援、

関連政策の現場レベルでの実施、地域住民の参加を促すための経済的インセンティブの付与、

政府と農民の連携と協力体制の構築などの対応が必要である（Somasiri, 2008）。 
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12．カンボジア メコン・トンレサップ両川流域における 

水稲栽培と淡水魚漁業 

 

（１）背景 
 

カンボジア国土の大部分は、ケッペンの気候区分では熱帯サバナであり、東南アジアとし

ては降水量の少ない地域である。しかし、カンボジアには、国土全体の年間総雨量よりも多

くの水がメコン川によってもたらされる。この水は、一旦、カンボジアの中央平原部を広範

囲に浸してから、南シナ海に流れる。水の季節的変動は、カンボジアの風土の大きな特徴で

ある（天川, 2004）。メコン川は、標高 5,200 メートルのチベット高原を源流域とする大河で

あり、4,000km 近く下ってカンボジアに至り、プノンペン付近でトンレサップ湖とつながる

トンレサップ川と合流する。メコン・トンレサップ両川流域はカンボジア国内では国土面積

18 万 km2の約 4 割に及び、トンレサップ湖（標高 5ｍ）は雨季には面積が 140 万 ha 以上に及

ぶ世界最大級の熱帯湖になる。乾季には、トンレサップ湖からトンレサップ川に湖水が流下

するが、雨季には増水したメコン川の水がトンレサップ川を遡るため、湖水域は拡張する（表

1）。水の季節的変動は、カンボジアの風土の大きな特徴である（天川, 2004）。氾濫原には

浸水林、灌木林、草原を含み、水中で増殖した動植物プランクトン、浮き藻、水中昆虫など

のほか、水没した草、木の葉、昆虫など（中原ら, 1996）の魚の餌に恵まれる。そのためトン

レサップ湖は豊穣な漁獲を誇る淡水魚漁場である。トンレサップ湖は雨期に一気に拡大する

いわば巨大な水たまりであり、水田をも含む水域は豊穣な生態資源に富む淡水魚漁場である。 

 

表１．乾季と雨季におけるトンレサップ湖の特徴 

 乾 季 雨 季 

時期 11 月中旬～5 月中旬 5 月中旬～11 月中旬 

モンスーン 東北モンスーン 南西モンスーン 

トンレサップ川の流れ 流下 遡上 

水域面積 30 万 ha 140 万 ha 以上 

水深 0.5m 8.5m 

水温 28－30℃ 26－28℃ 

出典：塚脇（2001）; 大八木（2009）より作成 
注１：乾季末，雨季末にはトンレサップ川の流れが停止して、流化も遡上もしない。  

 

（２）メコン・トンレサップ両川流域の景観と農業システム 
 

水稲栽培 

広大で平坦な土地に、収縮、拡大するトンレサップ湖氾濫原を有するメコン・トンレサッ

プ両川流域の景観の特徴は、普通稲が栽培される天水田および増水域の外縁部の水田、浮稲

栽培の深い増水田、そして水上集落（floating village）である。カンボジアではコメを主食と

し、魚も重要な食糧の一つであり、水の季節的変動に応じて、周辺住民により水稲栽培と淡

水魚漁業が行われてきた。水稲栽培は氾濫地域の拡大と収縮に適応した耕作体系を特徴とし、

増水が水深 1 メートル前後までの外縁部と天水田では普通稲が、増水が水深 2 メートル以上
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になる深水域では浮稲が栽培される（小林, 2004）。天水田には砂糖ヤシ（オウギヤシ, Borassus 

flabellifer）が散在し（写真 1）、増水エリアに砂糖ヤシはない（写真 2、表 2）。コンポント

ム州コンポンスヴァーイ郡サンコー区の例をあげると、浮稲は 4 月に直播され、12 月末から

1 月に収穫期を迎える（表 3）。普通稲は雨季の降雨を待ちながら 5 月末頃に苗床の準備が始

まり（小林, 2004）、11 月に収穫が始まる。普通稲は早生、中生、晩生の品種が選択される。

収量は一般に晩生の品種の方が早生よりも多いが、農家は好んで複数の品種を作付けする。

その理由については、大量な労働力が必要な田植えと刈り取りの時期を意図的に分散させ稲

の品種特性により農作業の時期を調整するためのほか、自家消費米が不足する期間を短縮さ

せるという狙いも考えられている（谷川, 1997）。 

 

 

写真１．天水田の中に散在するオオギヤシ（砂糖ヤシ）（写真：（財）自然環境研究センター） 

 

 

写真２．乾季の増水エリア（写真：（財）自然環境研究センター） 
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表２．トンレサップ湖周辺の景観の特徴 

雨季の水深 1ｍ以下 2～4ｍ ～8.5ｍ 

特徴的な景観要素 天水田＋氾濫の外縁 氾濫による増水田 水上集落 

水稲栽培 普通稲 浮稲 なし 

砂糖ヤシ 散在する なし なし 

住居 

氾濫原の外縁部にある国道沿

いに農漁兼業者の多数の集落

（家屋は高床式）がある 

ほとんどない 

（あれば季節的な小屋） 
高床式、家舟式、筏式 

浸水林の有無 なし ある 
ある 

（水上集落住民の燃材供給元）

出典：小林（2004）; 小林（2007）より作成 

 

表３．トンレサップ湖北部周辺における農業カレンダー 

           生育期       

                        

農作物 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月

                         

早生稲             苗代 移植      収穫

                         

中生稲           苗代  移植       収穫

                         

晩生稲 収穫       苗代 移植           

                         

浮稲 収穫     直播                

                         

砂糖ヤシ 樹液採取            採取

雨季/乾季 乾季 雨季 乾季 

出典：谷川（1997） 

 

淡水魚漁業 

トンレサップ湖北部に位置するシエムリアップ市近隣の集落での調査（谷川, 2001）による

と、当該地域では、天水田でのコメ生産が多く、生産が降雨量の変動により不安定である。

そのための飯米の欠乏への対応として、農民は砂糖ヤシからのサトウ生産、ウシ、ブタ、ニ

ワトリ等の家畜飼育、観光用土産物作り、近隣のアンコール遺跡の修復や土木作業など様々

な仕事に従事している。また、氾濫原周辺の大部分の農民にとって乾季の重要な収入源が、

小規模な淡水魚漁業である。コンポントム州の 2 集落（183 戸と 140 戸）の例では、漁業生

産は、トンレサップ湖及び村周辺（池、河川、浸水林、水田）で行われている。漁獲量はト

ンレサップ湖上のほうがはるかに多いが、漁獲量の少ない村周辺の漁業でも自家消費量は 5

～10％で、ほとんどは販売されている。中にはトンレサップ湖上での漁のため、本村から 25km

も沖に出た湖上の水上集落で乾季中心に 9 ヶ月（10～6 月）近くも漁業を営む兼業農家まで

いる（Hori et al., 2005）。 

漁業を専業するものの多くは、水上集落の住民である。水上集落（写真 3）の規模はさま

ざまだが、大きな集落は 1,000～2,000 戸で人口 5,000～1 万人以上に及ぶ。トンレサップ湖全
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域に 170 ある水上集落は、23 のコミューンに属し、約 10 万人が居住している（笠井, 2003）。

水上集落の住居は、水深の大幅な変化に対応した高床式か、船の上に住居を建てる筏式や家

船式であり、屋根は軽量なトタン屋根、草葺き、板葺きである。水上集落には民家のほか、

ガソリンスタンド、魚加工場、製氷所、役所、学校、外国人観光客向けレストラン、州水産

事務所の出張所などまである。 

 

（３）課題と対応 
 

カンボジアでは、1990 年代に市場経済化の波が農村にまで行き渡ると、資源の収奪が加速

的に進んだ。現在は、人口の増加も顕著である。トンレサップ湖を中心とした豊かな生態は、

長らく、カンボジア農村部の貧困住民が生計を維持するための重要な資源を提供してきた。

しかし今日、住民は、湖の資源に依拠するだけでは、自らの貧困問題を解決できなくなって

いる。 

トンレサップ湖周辺の自然資源管理に関する課題に、漁具・漁法の近代化、浸水林の大幅

な縮小と人口増加がある。浸水林は、住民の燃料材に供するための伐採や、伐採跡地の農地

への転換が原因となって、かつて 100 万 ha に及んだものがすでに 4 分の 1 程度まで縮小して

いる（笠井, 2003）。対応として、カンボジア政府は 2000 年ごろより、トンレサップ湖の持

続的で、公平な水産資源管理から生活向上・貧困対策まで含めた対策としてコミュニティー

漁業に取り組んでいるおり、資源の減少、生態系の劣化という問題についての理解は、地域

住民の間に浸透してきている（自然研, 2009）。 
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13．インドネシア バリ島の棚田景観と水利組織（スバック） 

 

（１）背景 
 

バリ島は、インドネシア共和国の主島ジャワ島の東にあり熱帯に位置する火山島である。

その面積は約 5,600km2で、島のほぼ中央を東西に 2,000m 級の火山が連なり、この脊梁山地

の存在がバリ島の自然条件に多様性を生みだしている。バリ島は雨季と乾季の明瞭な交代が

あり、雨季は北西モンスーン季のほぼ 11 月から 3 月までの期間、乾季は南東モンスーン季の

4 月から 10 月である。北部と南部の海岸では降水量は 1,500mm 以下の地域もあるのに対し

て、中央の高地や山地部では 2,000～3,000mm と多い（新見, 1993）。 

バリ島の植生は、高地のモンスーン林から低地の熱帯林と移行する間にサバンナが分布し、

海岸部にはマングローブ林が発達する。主要な動物としてはバリ牛（Bos javanicus)（ウシ科。

バンテンが家畜化された種）や、カニクイザル（Macaca fascicularis）、マーブルキャット

（Pardofelis marmorata）などが生息する。鳥類は 300 種以上が確認されているが、バリの固

有種であり州鳥でもあるムクドリ科のカンムリシロムク（Leucopasar rothschildi）は、絶滅危

惧種となっている（インドネシア林業省, 2011）。 

インドネシアでは、9 割以上がイスラム教徒であり、ヒンズー教はマイノリティだが、バ

リ州に限ってみると、ヒンズー教が 9 割以上と、圧倒的多数を占める。近年は、他島からの

移住者の影響もありヒンズー教以外の宗教の比率が増えているが、依然としてヒンズー教が

バリ州のマジョリティであることは変わりない（永野, 2007）。バリ島は、最後の楽園、神様

の島、祭りと芸能の島などと呼ばれ、独特のバリ・ヒンドゥー文化の持つ魅力が世界各地か

ら多数の観光客をひきつけている（新見, 1993）。バリ島民の一般的な価値観は、トリ・ヒタ・

カラナ（Tri Hita Karana）の教えであり、Tri は 3 であり、Hita は幸福と調和、Karana は要素

を意味するもので、幸福は 3 つの要素、すなわち「創造主」と「人間」と「自然」が一体と

なってはじめて達成できる考えである。このようにバリ島は自然・文化と宗教が深く地域社

会に結びついている（Soehartono and Mardiastuti, 2009）。 

バリ島の農林漁業従事人口は、1971 年には就業人口の 66.7%と約 3 分の 2 を占めていたが

（間苧谷, 2000）、2004 年現在では、35.3%にまで減少している。変わって第二次産業部門や

第三次産業に従事する人の数が増加しており、商業・飲食業・ホテル業が 23.0%、製造業 14.2％、

サービス業 13.4%、建設業 7.2%となっている（永野，2007）。 

 

（２）棚田景観を支える水利組織（スバック） 
 

バリ島の棚田景観 

バリ島の代表的な景観は、水田（棚田）景観である（写真 1）。バリ島の水田を地形条件か

ら大別すると、河川下流部の低地の水田、谷底平野の水田、急傾斜地の棚田、そして緩斜面

の火砕流斜面上の大区画の水田に分けられる（新見, 1993）。水田には、持続可能な流域管理、

一時的な雨水貯留による洪水防止、地下水涵養、放水を遅らせることによる河川流量の安定

化などの便益があげられている。さらに、窒素とリンの吸収による水質管理、野生動物生息

地の提供、蒸発散による大幅な気温変化の緩和機能もある（ガニー, 2010）。棚田の周囲の樹

園地にはバナナやオレンジやマンゴー等が栽培されるほか、竹林や多種のヤシ類がよく生育

している。バリ島の北部は中南部ほど雨が多くないため、コーヒーやココヤシが栽培され、
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牧畜も行われている。西部はほとんどが森林に覆われた丘陵地が広がっている（永野, 2007）。 

 

水利組織（スバック） 

水田（棚田）景観は、スバックと称される高度に発達した伝統的な水利組織に支えられて

いる。スバックの正確な発生時期は不明だが、いくつかの古代の碑文から、数百年前より東

ジャワ州からバリ島の生活に入り込んでいたことが明らかになっている（ガニー, 2010）。ス

バックの存在は西暦 1071 年より知られており、バリ島で発達した伝統的な灌漑システムは現

在まで受け継がれてきたとされている（Windia, 2010）。 

スバックは、1 本の用水から水を引く水田の土地所有者である自作農あるいは小作農で組

織される。一人の農民が、複数のスバックのメンバーになることもありうる。スバックは、

水利に関わる活動だけではなく、稲の女神デウィ・スリ（Dewi Sri）や森羅万象を維持する

神とされるバタラ・ウィスヌ（Batara Wisnu）に対して豊穣儀礼など祭祀に活動を行う組織で

もある（自然研, 2009）。各スバックはそれぞれに自らの寺院を保有し、取水堰にも寺院や石

製の祭壇が設けられている。スバックのメンバーは、スバック寺院の維持管理と稲の生育に

あわせた様々な儀礼を行う。 

スバックは、アウィグ・アウィグ（Awig-Awig）と呼ばれるスバックの構成員の義務を定

めた慣習法を持ち、構成員はそれに従う。こうした全てを司るのが、プカセ（Pekaseh）と呼

ばれるスバック長である（永野, 2007）。慣習法にもとづいたルールがあり、リーダーは組合

の会合を主催し、水路維持と配水のための決定や規則を実施させ、違反者には罰金を科す（永

野, 2007）。 

水田の作付けについては、クルタマサ（Kertamasa）とガドゥ（Gadu）というルールがある。

雨季の 12 月はスバックの全員が田植えをするクルタマサであるが、乾期の 8 月は水が足りな

いので、スバックの半分のみが田植えを行うガドゥである。つまり、スバックのメンバーは、

2 年に 1 回ガドゥを行うので、2 年に 1 回 2 期作をすることになり、2 年で計 3 回収穫するこ

とになる。ガドゥは、スバックの最も大切なルールなので、毎年､各戸に正式な書類を配って

ガドゥの年を通知する。米は大体 3～4 ヶ月で収穫でき、収穫後は大豆が植えられる。ガドゥ

でない年は、7 月の大豆の収穫の後は田を休ませる。ガドゥは水不足のためだけではなく、

土地を休ませる意味もある。また、旧暦にもとづいて、田植えや稲刈り作業の時期を決め、

 
写真１．バリ島の棚田（写真：（財）自然環境研究センター） 
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班長をとおしてメンバーに従わせる。従わなければペナルティが科される。先に田植えする

と､苗を抜くし､稲刈り前に青刈りをする。田植えの時期は 15 日間と決まっているが、これは

一定期間に一斉に田植えをすることにより、ある人の田に虫や鳥の害が集中しないようにす

る目的もある（永野, 2007）。 

 

スバックの灌漑施設 

バリ島のスバックの総数は 1,200 を数え、これが灌漑する水田の面積は約 100,000ha に達す

る。一つのスバックが灌漑する水田面積は、わずか数 ha から数百 ha までとさまざまで、そ

の平均的規模はおよそ 80ha である（新見, 1993）。スバックの灌漑システムは、取水堰、水路、

トンネルなどの施設から構成される（写真 2）。バリ島の河谷は峡谷状を呈し、壁に開水路を

設ける方法では水田のある斜面上に送水できないので、水路の整備には素掘りのトンネルを

設ける方法がとられた。取水堰の数は島内に 1,600 を超えるが、このうち 85%が伝統的な石

積みの形態を受けつぐ堰であり、残りの 15％がコンクリート製の恒久堰である。バリ島の水

田約 100,000ha の 50%ずつがそれぞれのタイプの堰に依存し、一つの取水堰が灌漑する水田

面積は前者で約 40ha、後者では約 220ha である。バリ島の水田耕作の成立にとっては、こう

した水利施設の改築、修繕など適切な維持管理は不可欠であり、スバック灌漑システムの改

修・整備事業は、労働集約的な耕作方法を目指したオランダの統治時代（17 世紀初頭から 1945

年）から活発に行われてきた（新見, 1993）。 

 

（３）課題と対応 
 

バリ島では現在、技術面と非技術面の両方を原因とする稲作衰退の脅威に直面している。

深刻なのは土地と水の競合、灌漑面積の減少とそれによる米生産量の減少という問題である。

バリ島の急速な経済発展による明らかな物理的変化は、灌漑用地の減少にはっきり現れてい

る。取って代わったのが、加速する観光インフラで、ホテル、レストランその他のアメニテ

ィや娯楽の施設である。観光部門が熟練労働者を多く必要としていることが、農業生産の担

い手の観光部門への大幅な移動に、ますます影響を及ぼしている。稲刈りなどの雇用労働力

の人件費と米価の低迷とあわせて、今日では水田稲作は農民にとって割に合わないものにな

 

写真２．灌漑水路（写真：（財）自然環境研究センター） 
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っている。こうした状況のなかで、バリ島の水田は最近 7 年間で少なくとも 5,000ha の水田

が宅地及び工業用地をはじめとする非農業的な用途に転用されている。最近の記録の示すと

ころでは、バリ州の灌漑農業の平均的な減少率は現在、毎年 1.01%、すなわち全州内の約 870ha

が毎年消失しているに等しい（ガニー, 2010）。このようなバリの観光業の発展はスバックに

も様々な影響を及ぼしている。例えば、市街地化が激しいデンパサール市西デンパサール区

では、1995 年から 2000 年の間に 5 つのスバックが消滅している（永野, 2007）。一方、バテ

ィクなどの土産物工場からでる汚水や、農民の水田に流入するプラスティクゴミ等生活環境

の問題も生じている（永野, 2007）。 

バリ島ではコメの生産量と価格が落ち込む状況のなかで、水田農業の有する非技術的側面

のもっとも重要な機能のひとつである文化社会的機能が着目されている。灌漑農業を、単な

る技術領域ではなく、統合された「文化システム」と見なすアプローチが有効であると議論

されている（ガニー, 2010）。バリ島の地域社会の在り方を政府が指導し評価する「慣習村

コンテスト」などの取組は、急激に発展する変化のなかで、地域住民に自らの伝統に対して

自覚的な関心をもたせ、水田等の自己所有地を非農業的な用途へ転用させない動きとしても

注目される（永野, 2007）。一方で、汚水やゴミの問題は、スバックの組織下にある水田のあ

る地域に観光部門などの様々な職業の人々が混住するようになったことが要因である（永野, 

2007）。日本国際協力機構（JICA）の援助によってデンパサール市に設立された林業省のマ

ングローブ情報センターは、上流の水田や川に投棄されマングローブ林に漂着する大量のゴ

ミ処理のため、各集落の代表者を集めたワークショップをはじめ、ゴミ収集のカートを設置

するなど、様々な啓発活動を行った（永野, 2007）。 
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14．ミャンマー エーヤワディーデルタのマングローブ林 

 

（１）自然・社会的背景 
 

マングローブ生態系は、陸域と水域の移行帯である感潮域に位置する森林群落である（大

野，2007）。一般に植物は塩分が含まれた水では育たないが、マングローブは塩分を特定の

葉に蓄積し一定以上になると落葉させて対外に排出する方式、塩分を根で濾過する方式、塩

分を葉の塩類腺から蒸散させる方式など、さまざまな方法で塩分を排出することができるた

め、感潮域での生育が可能である（指田, 2006）。マングローブ林の分布は 123 カ国におよぶ

（Spalding et al., 2010）。特に、インド、バングラデシュ、ミャンマー、タイ、ベトナム、マ

レーシア、カンボジア、フィリピン、インドネシアなどのアジア地域で発達し、世界全体の

約 46％弱を占めている（Nay, 2004）。 

エーヤワディーデルタの面積は 33,670km2（JICA, 2005）、海岸線の長さは約 469km であり、

この地域に広がるマングローブ林はミャンマー全体のマングローブ林の 46.4％を占め（Khin, 

2008）、国内最大のマングローブ林を有する。エーヤワディーデルタでは、29 種のマングロ

ーブが確認されており、アジアのなかでも最も複雑なマングローブシステムを形成している

（Nay, 2002）。なかでも、Heritiera fomes が広く優占し、シマシラキ（Excoecaria agallocha）、

オヒルギ（Bruguiera gymnorrhiza）、Cynometra ramiflora、Ceriops decandra、Avicennia officinalis

などが生育している（大野, 2007）。エーヤワディーデルタはケッペンの気候区分で熱帯モン

スーン気候区に属し、雨季（5 月中旬～10 月中旬）、冬季（10 月中旬～2 月中旬）、乾季（2

月中旬～5 月中旬）の三つの季節が認識されており、雨季と乾季の降水量の差が極端である

（JICA, 2005; 大野, 2007）。デルタにはエーヤワディー川から分かれた大小の多くの川から

なる感潮水路があり、潮の影響や雨季の降雨によって度々氾濫がおこる。また、エーヤワデ

ィー川の土砂流出量は、東南アジアの大河川と比較して膨大である。この土砂によりデルタ

の末端部に浜堤と呼ばれる砂州が形成され、海岸帯のマングローブ域を特徴付ける地形とな

る（大野, 2007）。 

エーヤワディーデルタを含むミャンマー南部地域は、1852 年にイギリスの植民地となり、

「国有地宣言」によってすべての土地の所有権が国に帰属し、一切の森林と林産物も国の所

有とされた。以降、制度の基本的な枠組みに変化はなく、現在も個人による土地の私有はな

い。 

 

（２）エーヤワディーデルタにおけるマングローブ生態系の利用 
 

土地利用 

マングローブ林は、薪や材木、薬草等特用林産物の生産の場であり、魚類等の繁殖場とし

ての機能を持つ。エーヤワディーデルタの人々はマングローブ生態系に、燃料、食料など多

くの点で依存してきた。デルタ内の人々の主な職業は土地の占有または保有状況により異な

るが、土地を持つ人々は主に農業に従事しており、なかでも稲作が盛んである。一般的に農

家はモンスーンの雨を利用して年 1 回の稲作を行う。広い土地を持つ大規模農家は生産した

米を販売して生活費を得ている。また、そのほかの土地利用として、ホームガーデンも重要

な位置を占めている。ホームガーデンは家屋周辺に残された在来樹種に換金性の樹木作物が

混交する、自給利用中心の有用樹からなり粗放的に管理されている。大規模農家の多くは換
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金性の樹木作物であるココヤシやビンロウジュを生産している。その他にもホームガーデン

は食用・薬用など多くの植物資源を提供する。 

狭い土地しか持たない小規模農家や土地を全く持たない季節労働者は、農業の繁忙期には

大規模農家のもとで季節労務者として働き、一日 400～500 チャット（約 0.4-05US ドル、2005

年換算値）の賃金を得るほか、カニやエビの採集等の漁業に生計を依存する傾向にあり、燃

料、食糧など多くの点で、マングローブ林の資源に依存した生活している。小規模農家、季

節労働者のほとんどが生計の維持が困難な貧困状態にある。UNDP が定めた 100,000 チャッ

ト/世帯/年を貧困ラインとすると、2002 年の貧困世帯割合はカドンカニ保全林区で 59.6％、

ピンダイエ保全林区で 54.5％と非常に高い（JICA, 2005）。 

 

マングローブ林の機能 

マングローブ林は資源の獲得という直接的な価値の他にも、マングローブ植生の固有のマ

カークザル（Macaca 属）、他にもカワウソやワニ、多くの鳥類や昆虫類などの生息地となっ

ており、生物多様性の保全に大きく貢献している（JICA, 2005；2006）。その他にも、土壌

浸食／洪水防御、温暖化防止、防風林、防潮林としの機能などの多くの間接的な利益ももた

らす。例えば、2004 年 12 月に発生したスマトラ沖地震による巨大津波の際、海岸にマング

ローブ林があったところでは、津波の流速の減少、漂流物の通過の阻止による破壊力の削減

により、津波被害が軽減されている（指田，2006）。また 2008 年のサイクロン・ナルギスの

被害が最も甚大であったエーヤワディー管区ボガレー郡の調査でも、サイクロン通過経路か

らの距離 10km 以遠では、マングローブ植林地や二次林など樹林地を近傍に有していた集落

での住民の死亡率は無樹林地集落に比べて顕著に低かった。聞き取り調査によると、生き残

った住民の多くが樹林地の樹木につかまって高波に流されるのを回避したことが明らかにな

り、マングローブ林による高波被害の低減効果が示された（Ya, 2011）。 

 

保全林内の土地利用 

エーヤワディーデルタの集落域は総務局により管理され、住民による土地の保有権が設定

されているが、国家の介入が可能である。集落域において、住民が土地を保有する場合は、

地租が徴税される（大野, 2007）。森林地は森林局により管理されている。森林法によって規

定された保全林内では土地の開墾は違法とされているが、違法開発により、保全林内にも宅

地、水田、ホームガーデン、プランテーション等が存在する。なお、このプランテーション

は、植民制度に始まった安い労働力による典型的な大規模農園ではなく、地元の土地持ち住

民が管理し、地元の季節労働者などを雇い運営している農園であり、特に、ニッパヤシ・プ

ランテーションでは雨季直前の収穫期の季節労働が顕著である。エーヤワディーデルタには

13 の保全林（Reserved Forest）があり、そのうち 11 カ所はマングローブを含んでいるが、う

ち、メインマラ、チャカクインパク、カドンカニ、ピンダイエ、ピナランの 5 つの保全林に

おける水田面積は約 97,000 ha、占有率は 47％であり、同地域のマングローブ面積の 90,386 ha

（占有率 44％）を上回っている（JICA, 2005）。これらの土地の占有者は毎年森林局へ安価

な罰金を払うことで、土地の違法な占有を続けている（大野, 2007）。法的裏付けなく違法占

有者から徴収されている場合も存在するようである。さらに、この罰金と集落域における地

租とを必ずしも区別できていない住民がいることが、保全林の違法占有に拍車をかけており、

管理上の問題と考えられている。エーヤワディー管区・ボガレー（Bogalay）郡の土地利用の

実態を図 1 に示す。当該地域では保全林内における開発が進み、私的占有地による村落が存

在する。また、後述する共有林令により導入された共有林もみられる。 
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ニッパプランテーション

私的保有地（合法）
宅地

ホームガーデン
水田・畑地

ニッパプランテーション

森林局に罰金を支払
うことで占有を維持

年間 250チャット/エーカー

保有者は地租を納税
年間 2.5チャット/エーカー

共有林

 

図１．エーヤワディー管区・ボガレー郡における土地制度と土地利用の実態(出典：大野(2007)） 

 

コミュニティーフォレストリー 

森林局は 1995 年に、住民による森林管理を目的とした共有林令（英：Community Forestry 

Instructions）を発令し、コミュニティーフォレストリー（村落林業）の実施を奨励し、地域

住民による保全林等内における共有林の造成を認めている。コミュニティーフォレストリー

活動に従事する利用者グループは、森林局の許可制により 30 年間の共有林の土地利用権を得

た。利用者グループは共有林の林産物の採集・利用および村内での販売が許可されており、

さらに共有林の付随するカニ、エビなどの生産物の所有権も当該利用者グループにあるため、

連続的な生産、収益を得ることができる（JICA, 2005）。住民が組織する利用者グループは

共有林におけるコミュニティーフォレストリー活動の管理計画し立案し、森林局に申請する。

申請を受けた森林局は、審査を行い、同結果にしたがって 30 年間の共有林の借地・用益権を

住民グループに付与する。また、特徴として新規造林地だけでなく、住民が歴史的に利用し

ていた残存の天然林のコミュニティーフォレストリー活動への適用も積極的に認められてい

る。コミュニティーフォレストリー活動に関する森林局の責務は、利用者グループが実施す

るコミュニティーフォレストリー活動の支援と管理である。利用者グループは、自らが作成

し森林局が認可した管理計画に従ってコミュニティーフォレストリー活動を実施する（JICA, 

2005）。 

 

（３）課題と対応 
 

1924 年の記録をみると、エーヤワディーデルタ南部の 200km×60km の地域に 506,000ha あ

ったマングローブ林は 1998 年から 1999 年の調査では 87,000ha に減少しており、75 年間で

83％のマングローブが消滅した（望月，2002）。1962 年に軍事独裁政権が樹立し、鎖国政策

がとられると、首都ヤンゴンなどの都市部では経済が停滞して電力と石油燃料が欠乏し、炊

事燃料用に薪と炭への依存が高まった。加えて人口増加により、燃料需要はさらに増大し、

供給地であるマングローブ林地の商業的伐採が進行した。1971～1993 年までの間、エーヤワ

ディーデルタは首都ヤンゴンで消費される炭の 85％を供給していた（JICA, 2005）。さらに、
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人口増加に伴い、食糧生産地として政策的なマングローブ林の水田化が進んだ。このような

70 年代から 80 年代に渡る、都市部など域外からの需要と人口の急増による乱伐と水田開発

によってエーヤワディーデルタ全域にわたりマングローブ林が減少し、残存するマングロー

ブ林も有用樹種の減少やヤブ化など、種構成の変化や樹木サイズの低下といった劣化がすす

んでいる（大野, 2007）。 

近年のマングローブ荒廃は、エビの養殖池の建設に因るところが大きい。1990 年に政府が

外資導入政策を発表した後、多くの事業者が、国際市場へ輸出するためのエビや魚の生産を

目的とした養殖池をデルタ内に建設した。森林局の資料によると、2004 年にはエーヤワディ

ーデルタにおいて 1,200ha のマングローブ林がエビ養殖池に転換された。エビ養殖場の周囲

に堰堤が作られたことにより、デルタ内への潮の流出が妨げられ、その結果、水の塩分濃度

が上昇し、多くの生物の成長に影響を与えている（Khin, 2008）。 

また、デルタ地帯外である内陸部の土地開発等の人間活動によりエーヤワディー川の土砂

流出量が減少し、デルタの海岸帯前縁部の侵食を引き起こしている。さらに 2008 年のサイク

ロン・ナルギスの際には高波と暴風によって死者・行方不明者約 14 万人を出し（Ya, 2011）

エーヤワディー管区南部のほとんどの村で約 94％の建物が全壊または激しい損傷を受ける

と同時に、約 14,000ha のマングローブ林が消滅し、植林地の多くも破壊された（ウー, 2008）。

マングローブ林の破壊により、干潟に大量の砂が積もり、沿岸の様々な生息地が形を変え、

生物多様性に悪影響をもたらした。さらに水田には海水が流れ込み、デルタ地帯の低地では

エーヤワディー川の支流がかつてないほど高濃度のバクテリアで汚染された（ウー, 2008）。 

マングローブの減少に対応するため、1993 年、エーヤワディー管区平和開発委員会は、植

林や育林後の樹木の伐採を除き、管区内のマングローブ樹種の伐採と炭焼き釜の建設、およ

び炭焼きを禁止した。現在もデルタ地域における炭の生産は全面的に禁止されているが、造

林地の伐採によって生産した木材による炭生産はライセンス生産が可能である（JICA, 2005）。 

マングローブ林の修復は国家レベルの課題となり、1980 年初めより森林局は直営の造林事

業を開始した。一般的に、村落の行動範囲では（２）でのべた共有林令によるコミュニティ

ーフォレストリー活動による造林を通じて復旧を進め、村落から遠いところは森林局による

直営造林を実施している。直営造林は、80 年代に毎年 75 エーカーの規模で始まり、数年後

に年間 750 エーカーに拡大された。しかしながら、森林局の造林地はその約半分の面積が、

その後の侵入により破壊され、農地化や養殖池化、また不適切な樹種選定による枯死によっ

て荒廃している（JICA, 2006）。また、現地の NGO である、森林資源・環境開発および保全

協会は、東京海上日動火災保険（株）の資金援助を基にした日本のマングローブ植林に従事

する NGO のマングローブ植林行動計画（ACTMANG）の援助を得て、1999 年にピンダイエ

保全林区で 5 年間のマングローブ植林プロジェクトを開始した。同プロジェクトは共有林令

に基づくマングローブ造林と、コミュニティーフォレストリーの利用者グループメンバーの

生計向上を目的とした貧困緩和を含む総合的なアプローチを採用している（写真 1; FREDA, 

n.d.）。JICA では 2007 年から 5 カ年（2008 年のサイクロン・ナルギス後、延長され 6 カ年

となった）の「エーヤーワディ・デルタ住民参加型マングローブ総合管理計画プロジェクト」

を開始した。このプロジェクトは、マングローブ林の持続的な管理・利用と、地域住民の貧

困の緩和を上位目標に掲げ、森林局職員を対象にした研修や、マングローブ造林技術体系化

のための植林計画の策定と試行を行っており、2011 年度以降は、技術ガイドラインやマニュ

アルの作成に取り組んでいる。 

上記のように、様々なレベルでの造林事業等によるマングローブの再生に向けた取り組み

が行われている。しかし、マングローブ域の開発問題に対する政策は混沌としており、保全
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林における土地利用計画や政策は統一されておらず、エビ養殖池の開発も続いている。 
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写真１．地元住民とNGOの協働によるコミュニティーフォレスト（写真：鈴木邦雄） 
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15．フィリピン イフガオ州における棚田・焼畑・ムヨン 

（私有林）の組合せ 

 

（１）背景 
 

イフガオ州は、ルソン島北部を標高 2,000ｍ余の山岳が南北に連なるコルディリェーラ山脈

の東側斜面に位置する山間地域である。東隣りのベンゲット州（2,655km2）とともに、少数

民族が多い山岳管理地域にあり、棚田、焼畑、私有二次林（ムヨン）等を基本的な組み合わ

せとする生態的景観が広がっている。イフガオ州バナウエは首都マニラから北へ約 380 キロ

メートルの距離にある。当域の気候は熱帯モンスーンに属し、毎年 2 度のモンスーン（冬季：

北東モンスーン、夏季：南西モンスーン）による降雨にさらに台風も加わって、年間降水量

は 2,500～3,000mm に及ぶ。棚田観光の中心地バナウエは、標高約 1,100ｍであるため年間平

均気温はマニラより約 6.6℃低下して 20.8℃の亜熱帯である。 

バナウエ郡は、標高 700ｍから 2,000ｍまでの山間地域に広がり、森林植生は山地多雨林が

占めるが、特に標高が 1,800ｍ以上の冷涼なところには雲霧林が分布する。主な樹種はブナ科

コナラ属やクスノキ科クスノキ属と、フタバガキ科のヤカール（Shorea astylosa）やホワイト

ラワン（Shorea controrta）などである。特に多いのがカシアマツ(Pinus kesiya var. langbianensis）

で、標高 500m から州最高峰の 2,700ｍと幅広く生育し、純林をなしたり、広葉樹種と混交す

る。 

20 世紀初頭のフィリピンは国土面積の約 70％が森林におおわれていたと推定されている。

1990 年以降の森林面積率は 21.9％から 25.6％までの回復があるものの、長期的にみると、フ

ィリピンでは全国的に森林破壊が進行してきた（表 1）。一方、標高の高い山間地域に位置

するイフガオ州は、商業伐採の対象となるような森林資源は乏しいこともあって、森林率が

比較的高い状態で残っている例外的な地方である。 

 
表１．フィリピンの森林面積率の推移 

年 森林面積率 ％ 森林面積 万 km2 出所 

1950 

1957 

1969 

1976 

1980 

1987 

49.1 

44.3 

34.9 

30.0 

25.9 

22.2 

14.7 

13.3 

10.5 

9.0 

7.8 

6.7 

Kummer（1992，p.56） 

1990 

2000 

2005 

2010 

21.9 

23.7 

24.6 

25.6 

6.6 

7.1 

7.4 

7.7 

FAO (2010) 

出典：Kummer（1992）; FAO（2010）をもとに作成 
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（２）イフガオの複合的土地利用 
 

棚田・ムヨン（私有林）・焼畑（サツマイモ・養豚）の組合せ 

イフガオの農村景観は、共有林（Inalahan）、私有二次林（Muyon）、野菜生産のための畑、

豆類・サトウキビ・サツマイモなどの生産用の焼畑（Uma）、棚田（Payo）、共有地である

チガヤ（Imperata cylindrica）の草地、集落などからなる。谷底から山地斜面の上部にかけて、

急峻なＶ字型渓谷の斜面に幾重にも作られた棚田の壮大な景観は、1995 年世界遺産に登録さ

れている。年間降水量の多い山間地域において棚田や灌漑水路の造成には、伝統的な知恵と

技術に基づいた維持管理が常に求められる。イフガオの農民は、棚田の石垣修復や石垣の草

取り等の維持管理作業をまめに行ってきた。バナウエ郡ポイタン村では、共有林は標高

1,200m から 2,000ｍの山頂までを覆っている。山頂付近の共有林は、この地域の棚田の約 9

割が灌漑棚田であるため（JBIC, 2004）、水源林として重要な役割を果たす。ムヨンは、標

高 800ｍから 1,200ｍの間に、棚田や散在する集落とともにモザイク状に分布している

（Hayama, 2003）。一方、バナウエ郡バガアン村では、山に囲まれ小河川が流下する、すり

鉢状の谷に立地しており、谷の下部には棚田が、上部にはムヨンなどの森林が分布している

（写真 1, 2, 図 1）。 

 

 

写真１．バガアン村の風景（写真：（財）自然環境研究センター） 

 

写真２．バガアン村の棚田とムヨン（写真：（財）自然環境研究センター） 
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図１．バガアン村における複合的土地利用の概略 

 

標高が高くなるにつれ、棚田でのコメの栽培は難しくなるため、一部の日射条件のよい高

標高地を除き、ほぼ標高 1,200ｍを棚田の上限とする傾向はイフガオ全般にみられる。棚田で

は、寒さに強く高地での栽培に適した品種、ティナオン（Tinawon）を中心に多様な品種が

栽培されている。最も暑く、日射も十分な 4 月と 5 月にイネの生育期を合わせるため、田植

えを乾季に行っている（JBIC, 2004）。棚田の世帯当たり所有面積も 0.2～0.3ha で、冷涼な気

候のため二期作はできないため、1 年間の飯米の自給率は 5.0 ヶ月程度で半年にも及ばない。

従って農民は山間地域の急傾斜地の共有林の一部を伐採し、焼畑を造成し、食生活を支える

サツマイモを栽培している。サツマイモは重要な食料であるとともに、イフガオ族にとって

大切な養豚の飼料でもある。また、棚田の一部は一時的に、畑として区画され、タロイモや

タマネギなどが栽培されている。そのほか、棚田やその周辺の巻き貝、二枚貝、小魚、オタ

マジャクシや、ワラビ、ゼンマイ等の山菜、セリ等の水草などを積極的に採集している。 

 

ムヨンの有用植物 

ムヨンには、実に多くの有用植物が含まれていて（表 2）、主に薪や食用など自給用に利

用され、一部は建築材や彫刻用等に販売されてきた。ムヨンでは、食用に、ドリアン、リュ

ウガン、マンゴなどの果樹の実や、葉や茎や根が採集されている。また、薬用植物、ラタン

（Calamus manilensis など）、竹、マホガニー（Swietenia mahagoni）やインドシタン（Pterocarpus 

indicus）など、家屋の建設や家具の製作に用いられる建材・用材も採取している。嗜好料用

のビンロウジ（Areca catechu）やキンマ（Piper spp.）も農民の重要な植物である。これらの

有用樹種の多くは、ムヨンに積極的に移植され、保育されてきたものである。 

イフガオ族の木彫は、フィリピン国内で非常に有名であり、生業の一部として主要な農外

収入源である。木彫り細工の原料（木彫り用材）となるタイワンハンノキ（Alnus formosana）、

カシアマツやインドシタン等は、イフガオ内部では供給が間に合わず、原料の大半は域外か

ら調達するほど盛んである。また、イフガオ族のサブグループであるハプワン（Hapuwan）

族では、稲の農薬となる伝統的な防虫剤として多くの香草をムヨンから採取している。換金

作物として、コーヒー、レモングラス（Cymbopogon citratus）、柑橘類を植栽している（自

然研, 2009）。 
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表２．ムヨンの植物の用途  

用途  科の数 主要な科  利用部位  

食用 36 Myrtaceae, Palmae 実、葉、茎、芽、花、幹、つぼみ、種 

燃材用 43 Moraceae, Euphorbiaceae 幹、枝、竹の稈 

建材用 36 Euphorbiaceae 幹、枝、竹の稈 

薬用（人） 28 Asteraceae 葉、樹液、幹、樹皮、実、花 

薬用（家畜） 12 Musaceae 葉、実、種子、樹液 

木工用 5 Meliaceae 枝、幹 

計 160   

出典：Rondolo (2001)  

 

ムヨンの造成と管理 

ムヨンの造成には、農民によって天然更新の積極的な促進と人工造林が営まれてきた。農

民は日常的な管理の重要性が、ムヨンの森林としての良否を決めることをよく認識している。

天然更新の促進とは、周辺の除草や除伐などにより、自生樹種の更新を促し、積極的に保護・

育成を図ることである。特に単木的な伐採跡地では天然更新を促すために、半径 1ｍぐらい

の円状に除草する。人工造林ではマツやインドシタンなどの樹木を植林している。1970 年代

半ば以降、建築用材や木彫り用材として、主に人工造林により早生樹種であるキダチヨウラ

ク（Gmelina arborea）、カシアマツ、インドシタンなどの苗木が、環境天然資源省（DENR）

や欧州連合（EU）のプロジェクトで提供され、植林が広く行われてきた。 

ムヨンでは、林況に応じた、こまやかな、植樹、除草、除伐、間伐などの維持管理が行わ

れている。さらに、薪炭材用には、枯死木、曲り木、被圧木で生育の停止している木など材

質的に劣等な木を優先的に利用している（Butic and Ngidlo, 2003）。建築材や木彫り材の採取

など樹木の伐採を伴うときにはムヨンの保有者の了承を得る必要がある。ただし、薪や果実

の採取など軽度の利用は保有者の了承を必要とせず、親族や周辺農民にも開かれている。こ

のようにムヨンの利用慣行は、個人財産として必ず相続される棚田や終了後は共有林に戻る

にせよ重要な食料生産の場として個人で管理している焼畑と比べると、コミュニティーの利

益を配慮するゆるやかさがある。 

 

（３）課題と対応 
 

イフガオの棚田、焼畑、ムヨン等の土地利用は自然条件に適合した優れた体系ではあるが、

棚田の石垣の補修や草取り、長い灌漑水路のメンテナンス、焼畑での野生鳥獣対策など、こ

れらの体系を維持していくには厳しい労務負担が必要である。1970 年代半ばにバナウエまで

のコンクリート舗装の国道が建設されることによって、イフガオは山地の辺境地から脱して、

外部との交流が開始された。具体的には安い低地米がイフガオに大量に入るようになり、同

時に棚田の見学等を目的としたツーリズムも少しずつ盛んになっていった。ツーリズムは、

現地の農民に木彫品を含む観光客への土産物生産や観光客へのガイドや輸送等の現金収入の

機会を増やしている。しかし、さらなる現金収入獲得の場を求めて離村や出稼ぎが増加し、

人口流出を引き起こしている。これらにより、管理に労力のかかる棚田の耕作が徐々に放棄

され、耕作放棄棚田は 25～30％程度まで進んでおり、一部はサツマイモ等の栽培が営まれて

いる。焼畑も大幅に縮小し二次林の面積が増加している。ユネスコは 2001 年に「フィリピン・

コルディリェーラの棚田群」を危機遺産に指定している。2011 年 6 月時点でもなお世界の 34
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の危機遺産（UNESCO, 2011）の一つであり、危機遺産から離脱できる見込みは立っていな

い。こうした中、日本の電力企業の CSR 活動（企業の社会的責任）の一環として、2010 年

よりイフガオ州キアンガン郡で自然環境への負荷の少ない小水力発電が試みられており、そ

の収益が世界遺産の棚田等の保全に利用されている（東京電力株式会社, 2008） 
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16．タイ 北部の山地民による伝統的土地利用とコミュニ 

ティ林業 

 

（１）背景 
 

タイ北部は山地の森林地帯であり、この地域の大部分はタイを南北に流れるチャオプラヤ

河の 4 つの支流ピン川、ワン川、ヨム川、ナーン川の集水域である。他にメーホーンソーン

県とターク県の西部がミャンマーを流れるサルウィン河の、チェンライ県北部がラオスとの

国境を流れるメコン河の集水域となっている。これらの分水嶺に、タイ最高峰のドーイ・イ

ンタノン（2,565m）などを含む山稜が並ぶ。気候はモンスーンの影響を強く受ける季節型で、

冷涼乾期（11～2 月）、高温乾期（3～5 月）、温暖雨期（5～10 月）が明瞭である。年間降水

量は 1,100～1,500mm である（Gardner etal., 2007）。 

季節性や地形の複雑さ、そして長期にわたる焼畑を初めとする人間活動の影響により、植

生は常緑林や落葉林が複雑なモザイク状を呈している。標高 800m 以下の湿潤な場所には、

40m に達する巨大高木を持つ常緑樹林が成立し、マメ科の Acrocarpus 属、フタバガキ科の

Hopea 属、センダン科の Toona 属など、1 ヘクタールあたり約 150 種の植物がみられる。1,200m

以上の高標高域でも湿潤な地域ではクスノキ科、モクレン科、ツバキ科の常緑林が広がり、

ここにも同程度の種数がみられる。尾根部や砂質土壌の乾燥した土地には Pinus merkusii や

P. kesiya などのマツが特徴的に出現する（Gardner et al., 2007）。このように、本地域は多様な

植物に囲まれた地域であるといえる。ここに、カレン、モン、ヤオ、アカ、ラフ、リスなど

12 の「山岳民族」が生活している。 

タイでは国が森林の管理権を有している。古くから生活に必要な物資を採取するために地

域コミュニティにより共同で管理・利用してきた森林（コミュニティ林）については、1980

年代の終わり頃から、地域住民による森林の管理・利用（コミュニティ林業）が住民側から

求められてきた。それを受けて近年、タイ王室森林局（RFD）は森林の生物多様性保護を推

進する方策としてコミュニティによる伝統的森林管理を許容する方針をとり、国立公園など

の保護地域以外においては「コミュニティ林業」として森林利用を認め、登録を行っている。

また、民間組織のアジア太平洋・地域コミュニティ林業トレーニングセンター（RECOFTC）

は、コミュニティ林業を支援する人のためのトレーニングコースを設け、地域活動を下支え

する支援体制を整えている。こうした社会的環境整備の結果、各地で管理のための組織、罰

則を含む明文の規則、GPS を用いて作られた地図、確定された境界と柵や看板等を備えたコ

ミュニティ林が作られてきている（藤田, 2008；井上, 2000；倉島, 2010）。現在タイには 10,000

以上のコミュニティ林があり、うち保護地域外にある 7,000 か所が RFD に登録されている

（RECOFTC, 2011）。現行法案で認められるコミュニティ林業は保全林内の経済区域と公共地

の森林だけであるが、実際には多くのコミュニティ林が国立公園や野生生物保護地域など保

護地域内にある。すべてのコミュニティ林業を支えるためのコミュニティ林法案が作成され

ているが、これはいまだ公布されておらず、法的な整備が完全に整っているとは言えない状

況である（倉島, 2010）。 
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（２）メーラウップ流域ネットワークにおける自然資源の利用とコミュニティ林

業 
 

集落に近い谷間に作られた水田や傾斜地の焼畑と、これらを取り巻く様々な林がタイ北部

の山地地域の代表的な景観である（写真 1）。ここでは伝統的に、亜熱帯山地林の多様性に富

んだ野生生物が様々な資源として持続的に利用されてきた。集落の共有地においては林木、

キノコ、薬草、野草などの林産物、集落周辺の道端や畔、ため池や用水路においてさえ食用

の野生生物が豊富に得られる。各家の庭には日常的に利用するミントやショウガなどのハー

ブ類やバナナなどの果樹が多種類植えられ、鬱蒼とした庭にみえるがほぼすべての種が有用

植物であるホームガーデンが作られている。集落では水田に引く水の問題とともに、焼畑や

共有地の利用に関して様々なルールや慣習が作られ持続的管理が行われていた（自然研, 

2009）。このような自然資源の利用形態はベトナムやラオスの山地などでも見られる。一方で、

タイでは国が森林を管理しつつも、このような伝統的土地利用様式を「コミュニティ林業」

として、NGO とともに官民一体となって支えつつある。 

メーホーンソーン県とチェンマイ県にまたがる標高約 1,200ｍの山岳部のピン川上流域に、

メーラウップ流域ネットワークを形成する 5 つの村が存在する。このネットワークは NGO

ラックスタイのサポートのもとで、1998 年に地方政府から承認されて発足し、コミュニティ

林管理委員会や、森林管理規則などが設けられている。この地域の主な住民であるカレンは、

タイとミャンマーの山地に居住する山地民である。地域ではキリスト教が信仰されているが、

本来の精霊信仰も完全には失われていない。地域の総面積は 7,970ha で、居住地域が 3%

（219ha）、水田と常畑が 6%（504ha）、焼畑とその休閑地が 21%（1,697ha）、森林が 70%（5,898ha）

となっている（図 1）。森林には保護林、利用林、へその緒林（後述）などが含まれる。コミ

ュニティ林業を行う場合にのみ認められている焼畑は居住地から離れた場所にあり、1 年間

陸稲を栽培した後 6 年間休閑するサイクルで行われる。一部の焼畑や利用林において飼料用

トウモロコシの栽培が始まっている（松島ら, 2007; 自然研, 2009）。  

この地域のカレンは、稲作や焼畑を行うほか、集落の周辺や近隣の森林からルールに則っ

て、食用、薬用の野生生物を日常的に採集して利用している。入学や結婚など人生の節目で

必要になるまとまった現金は共有林の資源を利用することで得るなど、森林は村人の生活と

深く結びついている。また、この地域では子供が生まれると、その子の木を決めて、幹にへ

 

 

写真１．カレンの集落と周辺土地利用（写真：（財）自然環境研究センター） 



16．タイ 北部の山地民による伝統的土地利用とコミュニティ林業 

 

－85－ 

その緒を括りつける風習があった。その木はその子とともに村で成長することになる。へそ

の緒林は村人の精神的支柱であり、森の重要性を子孫に伝える重要な習慣でもあった。精霊

信仰はこのほかにもいろいろな風習を生み出した。たとえば、「村の真ん中にある精霊の林（死

人を弔う林）に動物を放してはいけない」、「祭事の日以外は立ち入ってはいけない」、などと

いった禁忌があった。こうした持続的森林利用が変わり始めたのは今から 20～30 年前頃とい

われる。外部資本が村に入り始め、樹皮などの森林資源が売買されるようになった。野生動

植物が減り、森が荒れはじめたことに危機感を抱いた村人は、NGO の援助を受けてネットワ

ーク委員会を作り、コミュニティ林業のシステムを利用して山村の復興を図った（自然研, 

2009）。 

 

（３）課題と対応 
 

現在の大きな課題は都市の資本を受けた飼料用トウモロコシ栽培の広がりである（写真 2）。

トウモロコシは地力を弱め、連作障害を起こすため、新たな栽培場所が求められて畑は拡大

しやすい傾向をもっている一方で、農家に一時的に高額な収入をもたらすので、トウモロコ

シ栽培を始める農家が増加している。その結果、一部の焼畑用地のみならず、共用の利用林

の開墾が進み、コミュニティの森林が減少する大きな要因となっている。しかも、農家にと

っては、肥料や農薬購入の初期投資等や借金の金利があるため、最終的に損失が発生する場

合が多く、その返済のために栽培を繰り返す悪循環に陥っている（自然研, 2009）。 

NGO ラックスタイは、トウモロコシ栽培の拡大については直接対処するのではなく、村人

の自立を目的とした環境教育を通した意識改革や人材育成を通じて、根本的な解決を目指し

ている。また、タイの学校教育には中央政府が作るカリキュラムがあるが、このコミュニテ

集落

墓地

焼畑

常畑

森林

水田

水源林

保護林

利用林

臍緒林

図１．メーラウップ流域ネットワーク（５村）土地利用図 
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ィではそれに加えて、村人が地元のことについて学校で教える仕組みを取り入れている。機

織り、かご作りなど伝統技能の伝承は技術を保有している村人が直接子供たちに教え、焼畑

や植林活動にも子供を参加させている。また、へその緒林を現代風にアレンジしたエコツー

リズムや、バイオガスの利用などの、さまざまな提案を通じて村の自立にかかわっている。

（自然研, 2009）。 
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写真２．トウモロコシ畑（中央緩斜面）（写真：（財）自然環境研究センター） 
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17．ベトナム 中部山地における自然資源利用 

 

（１）背景 
 

ベトナム中部山地はインドシナ東部のアンナン山脈の東側にあたる、最高標高 2,600m に

達する山脈である。気候は熱帯モンスーン気候で、南シナ海からのモンスーンにより 9 月～3

月が雨期となる。年間降水量は 3,000～4,000mm に及び、年平均気温は 25 度である。地形は

急峻で、台風などによって洪水や斜面崩落などの災害が頻発する地域でもある。本来は、植

物の成長に十分な高い気温と降水量がある地域なので、生物の多様性は高いと考えられる。

その姿を残す場所として Bach ma 国立公園がある。ここはベトナムの植物多様性の中心地と

いわれ、標高 900m 以下は熱帯低地林、900～1,450m は亜熱帯山岳林が広がる。国立公園内

では 2,147 種の維管束植物が確認されている。これは現在ベトナムで確認されている植物種

の五分の一にあたる。 

しかし、ベトナム戦争で使われた枯葉剤や爆弾によって破壊されたために、森林は戦後 36

年を経た今なお遷移の途上にある。政府は、破壊された森林の早急な回復を目指し、1978 年

に中部山地において早成樹種の造林を進めた。成長の速いマメ科のアカシア・マンギウム

（Acacia mangium）の種子を配布して植林を奨励し、パルプ用材として 5～7 年の短伐期で収

穫させてきた。その結果として自然林は約 5 割にとどまっている。また、政府は現在、山地

の少数民族により伝統的に行われてきた焼畑を禁止している。 

ベトナムの多数民族はキンであるが、山岳部にはカトゥ、パコ、タオイなどさまざまな少

数民が暮らしている。こうした人々は伝統的な焼畑循環農業を営み、森林からの自然資源に

頼って生活していた。また、身近にある豊富な野生動植物を食用や薬用として利用する伝統

も持っている（ガノンら, 2008; 水野, 2008）。こうした、ベトナムの中部山地の土地・資源

利用形態は、タイ北部の山岳少数民族が居住する地域と類似している。しかしそれを支える

社会システムには違いがみられる。社会生態学的生産ランドスケープでは時に、人々の暮ら

しや生態系を一気に変えてしまう出来事が起きるケースがあり、ベトナムにおいてはいうま

でもなく 1960 年から 1975 年まで続いたベトナム戦争である。ベトナムは、自然資源をはぐ

くむ自然林が未だ遷移の途上であり、自然環境の観点からは、森林の劣化を防止し、遷移を

進めるための対策が必要とされている。社会環境の点については、戦争で避難していた山岳

少数民の人々が元の村に戻れず、移住して新しい村がつくられるなどしたために、戦前まで

の伝統がいったん途切れたケースもみられる。このような伝統の分断を経ていることがベト

ナム中部山地の SEPL の特徴である。 

 

（２）野生植物の半栽培と利用および焼畑 
 

ベトナム中部山地では山岳少数民を中心として、伝統的な循環式焼畑をはじめ、家畜飼育、

狩猟のほか、野生生物を食用や薬用にするために身近な場所で半栽培するなど、自然資源を

持続的に利用する生活様式を持っていた。集落周辺における自然資源の利用については、

Yamasaki et al.（2007）に 58 種の食用野生・半野生植物が報告されている。主な植物として、

香辛料のショウガ類、トウガラシ類、ミント類、トゲバコリアンダー、サラダやスープに利

用されるヨウサイ（空心菜）、ニガウリ、ドクダミ、ハイゴショウ、デンプン源のサトイモ

やバナナ、果樹のマンゴーやパパイヤなどがあげられている。これらの多くはラオス、タイ、
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カンボジア等でも食用利用されている種とほとんどが同じである。インドシナの国々では動

物と植物をあわせ、日常的に利用される食用の野生・半野生動植物は 550 種に上る（自然研，

2011）。自然資源の利用は民族ごとに細かい嗜好的差異は認められるものの、有用植物を身

近な場所に生やしておいて、必要に応じて採取するという利用形態はどの国も同じである。

これらの植物は各家庭のホームガーデンに植栽されるほか、集落周辺の空き地、道端、畔、

水路、水田などに生育させてある。通常これらの採取は自由で、稲作や狩猟採集の生業を終

えてからの帰路で、あるいは留守番の子供や老人によって日常的に採取される（自然研, 2011）。

ベトナム中部山地においても、ホームガーデンの植物のほか、集落周辺にも食用野生生物は

これと同様にごく普通に観察することができた（自然研，2009a）。カンボジア、トンレサッ

プ湖畔の村では野菜の 50％～80％（自然研，2009b）、ラオスのビエンチャン県においても

植物食材の約半分が野生・半野生由来であった（自然研, 2011）。これは食費を抑える効果が

高い。こうした自然資源の利用は、ベトナム戦争による大きな変化後の現在も残されている

（Boivin，2006；Yamasaki, et al 2007; 自然研, 2009a）。 

中部ベトナムの都市フエから 45 キロメートル離れた山間部にあるトゥアティエンフエ省

アルイ郡ホンハ村（写真 1）は、ベトナム戦争中に戦火を逃れてラオスへ離村していた人々

が、戦後政府の指導でボー川上流の現在の場所に移住して形成された（表 1）。少数民族で

あるカトゥ、パコ、タオイ、キンなどの複合村である（ガノンら, 2008）。現在、村の約 50%

が若齢林を含む更新途上にある自然林であるのに対し、43％がアカシアやゴムの人工林とな

っている。彼らの伝統的経済は、焼畑耕作、家畜飼育、狩猟、林産物採集、織物、燃材採取

などであった。伝統的な焼畑が持続的であったことはある程度認められており（福井, 1983）、

焼畑耕作はかつて伝統的な生業活動の重要な位置を占めていた。ベトナム戦争が終結した

1975 年以降、人びとは、造林、畑作、魚の養殖、水稲栽培、小規模な商取引などに従事して

いるが、政府による焼畑禁止令のあと、多くの村人が焼畑を停止するまでに 15 年以上の年月

がかかっている。また、現在の生活の中にも、土壌の特徴を示す言葉や農事歴などに、焼畑

を中心に生活してきたことが色濃く残っている（表 2; Hong, 2002）。このように、現状では

ベトナム中部山地にはこのような伝統的焼畑耕作の名残が今なお村の生活に息づいており、

食用野生植物などの身近な自然資源利用は今も機能している。しかし、このまま何もせずに

おくと市場経済の山村への拡大とともにやがて伝統的な持続的自然資源利用文化は消滅して

いくことも予想される。 

 

 

 

写真１．トゥアティエンフエ省ホンハ村（写真：水野 啓） 
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表１．ホンハ村アロム集落の歴史概況 

 
 

表２．カトゥの農業歴 

 
出典：Hong（2002）より改変 

 

（３）課題と対応 
 

参加型森林管理 

政府は、焼畑を禁止した一方で、人民に森林を持続利用させながら資源保護を行う、参加

型の森林管理の道を作った。1993 年の「土地法」などに基づき、政府は土地と森林を個人や

団体に分与する事業を開始した。利用権を得た地域住民は、一年生作物ならば 20 年間、永年

生作物ならば 50 年間、分与された土地や森林を利用することができる。参加型の森林管理と

しては、1991 年の「森林資源保護開発法」によって定められた「生産林」、「保安林」、「特

別利用林」において行われる、植林と保全プログラムがあり、井上（2000）は、「特別利用
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林・生態系修復区域の保護契約」、「特別利用林・緩衝区域の管理」、「保安林・重点区域

の保護契約」、「土地分与された生産林での造林活動」の 4 つの保全プログラムをあげてい

る。 

 

中部山地における少数民族村落の復興支援プログラム 

ホンハ村において、2006 年から 2009 年にかけて農村の生計向上と防災力向上、自然資源

管理を達成させようとするプロジェクトが、フエ大学と京都大学の支援で行われた（*注）。

このプロジェクトは対象地域の生活基盤の向上を目標にしたもので、住民の意見を聞き、そ

の地域の知恵や可能性を引き出す参加型手法がとられた。その多面的な活動の成果はガノン

（2008）などにまとめられている。一例をあげると、伝統住居の再現がある。村の中心にあ

ってさまざまな儀礼や日常の共同作業に利用されてきた集会所（コミュニティハウス）を復

活させたいという、村人の強い要望に対し、プロジェクトと住民間の徹底した議論を経て「真

の伝統建築を、伝統材料・工法によって建てる」ことが合意され、村人総出で森からの多様

な建築材料の調達、加工がおこなわれた（College of Agriculture and Forestry, Hue University and 

Graduate School of Global Environmental Studies, Kyoto University. 2008；小林ら, 2008; 小林・飯

塚，2010）。こうして完成した建物は、民族本来の構造、意匠、装飾を再現したのみならず、

村人自身がオーナーシップを有するコミュニティハウスとして多くの住民の集いの場になり、

民族の誇りや地域共同体の結束の強化にもつながった（写真 2）。建設の過程を通じ、失わ

れつつある森林資源にまつわる民族伝統の知識や知恵、技術の若年層への継承の効果もあっ

た。また、村での地位が低いために意見を表明しにくかった女性たちに対し、女性スタッフ

がヒアリングによって巧みに本心を引き出し、伝統織物の技術の習得が現実的な活動テーマ

となることを導き出した。その活動の結果、織物の技術を得た女性たちの世帯経済が実際に

向上しただけでなく、織物を学ぶ女性同士の連帯や夫ら家族のプロジェクト活動に対する理

解がはぐくまれた。これは当初、世帯収入や女性の地位向上のためにできることを手さぐり

で行う活動であったが、結果的には地域に残されていた伝統技術が復活し、それを次の世代

に伝えていく場が出来上がったという文化復興が成果として付け加わった。この成果は、住

民参加型の経済的山村復興を行おうとするとき、村に残る伝統様式が現実的で経済的な手段

 

 

写真２．ホンハ村コミュニティハウス トゥアティエンフエ省 

（写真：水野 啓） 
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になることを示している。 

 

注＊：このほかに、フエ大学とカナダ政府の支援（フェーズⅠ1998－2001、フェーズⅡ2002－2004）が行われた。フエ大

学と京都大学地球環境学堂（GSGES Asia Platform）や JICA プロジェク「ベトナム中部・自然災害常襲地での暮ら

しと安全の向上支援」は 2006 年～2009 年に行われた。 
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18．イラク 南部湿原における Marsh Arab の伝統的農業 

 

（１）背景 
 

イラク南部湿原（メソポタミア湿原）は、チグリス・ユーフラテス川の合流点にあり、い

わゆる「肥沃な三日月地帯」に広がっている。イラクの気候はほぼ全土が砂漠気候であり、

夏期には乾燥し最高気温も 50 度を超える。イラク南部の中心都市バスラでは 1921 年に世界

最高気温（58.8 度）を記録している。こうした高温乾燥気候の中でも、イラク南部湿原では

チグリス・ユーフラテス川の水流によって中東最大の規模を誇る湿原が維持され、かつては

1 万 5 千から 2 万 km2の広さがあったと言われている（図 1 のグレーの部分）。乾燥地が大

部分を占める中東において、水環境が良好で植物が豊富に生育するこの地域は、旧約聖書に

記載されているエデンの園のモデルであるとも言われている。 

イラクにある 33 の湿地のうち、21 がメソポタミア湿原下流部にある。メソポタミア湿原

下流部における湿地のタイプは以下の 8 つに区分されている（Scott, 1995）。 

１．水生植生や周縁部の典型的な浮遊植生が豊富に生育する恒常的淡水湖 

２．アシ、ガマ、カヤツリグサなどの背の高い植物が優占する恒常的淡水湿地 

３．植生が少なく急峻あるいは泥でできた河岸のある河川やその支流、灌漑用水路 

４．夏期には水位が低下し植生の少ない恒常的湖沼、主に人為的な灌漑用湖沼やカモ猟が

行われる湖沼 

５．主に恒常的湿地の周辺部に広くベルト上に現れる、イグサやスゲが優占する季節的淡

水湿地 

６．季節的氾濫泥地と半砂漠ステップ 

７．灌漑地および季節的氾濫耕作地 

８．主に季節的に生じ、アッケシソウなどが生育する狭い塩性湿地 

このうちイラク南部湿原は、恒常的湿原、季節的湿原、一時的湿原に分かれる。恒常的湿

原には常に水が存在し、カサブと呼ばれる 7ｍ以上に成長するアシの一種（Phragmites 

communis）に覆われている。夏から秋にかけての乾期には水が干上がる季節的湿原は、主に

ガマの一種（Typha angustata）に覆われている。洪水のときだけ水に浸かる一時的湿原は、

スゲの一種（Scirpus brachyceras）が優占している（セシジャー, 2009）。 

イラク南部湿原は、地理的には大きく中央湿原、Hammar 湿原、Al-Hwaizeh 湿原の三つで

構成されている（Aoki et al., 2011; UNEP, 2006）。Al-Hwaizeh 湿原はイラクで初めて世界的に

重要な湿地として、2007 年 10 月 17 日にラムサール条約に登録された。この湿地は、チグリ

ス・ユーフラテス川の合流点の中心点にあるメソポタミア湿原にとって不可欠なものである。

春にはイランやトルコ、シリアの高標高地帯から雪解け水が流れ込み、チグリス川とユーフ

ラテス川が定期的に氾濫する。この広大な湿原は、こうした季節的な氾濫の繰り返しによっ

て形成されたと考えられている（セシジャー, 2009）。 

また、この地域には、動植物の固有種が多く生息・生育している。非常に種多様性の高い

地域であり、ペルシャ湾の漁業資源である魚類やエビの産卵地ともなっている。また湿原と

その周辺に広がる緑地帯は、何百万羽もの鳥の恒常的な生息地となっており、1970 年代の調

査では 80 種以上の鳥類が確認されている。特に西シベリア・中央アジアからアフリカまで移

動する渡り鳥の中継地として重要であると言われている（Richardson and Hussain, 2006）。ま

たイラク南部湿原は、チグリス川・ユーフラテス川の集水域から流れ込む廃棄物や汚染物質
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を濾過するフィルターの役割を果たしているとも言われ、この湿原の存在によってペルシャ

湾の水質が保全されていると考えられている（Richardson et al., 2006）。 

Marsh Arab とはこのようなイラク南部湿原周辺に居住する人々に対する欧米人の呼称であ

る。現地では、そのうち主に湿原に定住する部族はマアダン（アラビア語で「平地（アダン）

の住民」を意味する）と呼ばれている（セシジャー, 2009）。Marsh Arab は、水域の環境に

堅く根ざした独特の生活様式を発達させてきた。 

 

（２）Marsh Arab の伝統的農漁業 
 

Marsh Arab の人々は、5000 年にわたってイラク南部湿原に居住し、伝統的な農業、漁業を

行い生活してきた。主に米や麦などの穀物やナツメヤシなどの栽培、牛や水牛の飼育、漁業

で生計を立てている（セシジャー, 2009）。マアダンは村に定住している者もいるが、大半は

半遊牧民である。彼らの居住地は湿地の周辺部にあり、人工的な浮島を作って定期的にアシ

と泥で修復している（UNEP, 2001）。 

Marsh Arab の伝統的な生活様式で最も特徴的なのは、水辺に生育するカサブを使って住居

やカヌーを作る点である。カサブは、紀元前のシュメール人の時代から、Marsh Arab の生活

にとって欠かせない自然資源となっている。まず住居を建てるにあたっては、「チバーシャ

（Kibasha）」という島を作る。水位の低い秋に、浅瀬を長いアシの垣根で囲み、アシやイグ

 
図１．イラク南部湿原（出典：http://marshlands-jp.unep.or.jp/） 
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サを重ねて詰め、水中から泥をすくい上げて土台を固める。その上にアシを束ねてアーチ型

の柱をつくり、さらにアシで編んだ壁を付けて住居とする。湿地帯での移動・運搬手段とし

ても、堅いアシの茎で作ったザイマ（Zaima）と呼ばれるカヌーが使われている。生業とし

ては、家畜として水牛が多く飼育され、主にその乳を飲用として用いている。水牛の餌とし

ては新鮮な植物が必要であるが、主に湿地周辺に豊富に生えるアシの新芽や、カート

（Polygonum senegalense）、カウバン（Jussiaea diffusa）、リーサーン・アル・サウル（Potamogeton 

lucens）、シジャル（Cyprus rotundus）などの水辺の草本が餌として与えられている。 

また湿原に飛来する鳥類やイノシシの狩猟のほか、淡水漁業も行われている。マアダンで

はヤスで突く漁法が主流であるが、ベルベラ（Berbera）と呼ばれる漁業を専門とする部族は、

大量の魚を捕まえるために投網や定置網、チョウセンアサガオなどの毒を使った毒流し漁を

行っている。いずれも、かつては自給自足のために必要な量だけ行われていたが、近年では

他の部族に売るために、大量に採集されるようになっている。 

季節的湿原や一時的湿原が広がる地域では、小麦や大麦、米などの穀物を栽培する部族も

いる。彼らは農民を意味する「ファッラーフ（Fallah）」と呼ばれ、湿地で水牛の牧畜によっ

て暮らすマアダンとは区別されている。ファッラーフは、かつては氾濫原において水が引く

時期だけ米などの耕作を行っていたが、近年になって動力ポンプで湿地の水が排水できるよ

うになると、恒常的に農作を行う部族も増えた（セシジャー, 2009）。 

 

（３）課題と対応 
 

イラク国内のチグリス川・ユーフラテス川沿いでは、100 年以上前から洪水調整や灌漑、

水供給、水力発電などを目的とする 30 以上の巨大なダムなどの建造物が作られてきたが、

1970 年代以降、イラク国外にあるチグリス川・ユーフラテス川の上流域において盛んに開発

や灌漑が行われ、湿原に流入する水量が減少した。1990 年代からはさらに湿原内部において

も排水、干拓、運河の建設などが行われ、湿原全体にわたって水量が減少したために、2001

年までに湿原総面積の 90％が失われたと言われている（UNEP, 2009; Aoki et al., 2011）。 

フセイン前期政権下において 2003 年までに行われてきたダムや排水路の建設などの各種

の事業によって、湿原はさらに壊滅的な状態となった。この事業は湿原の開発を意図したも

のではなく、この湿原周辺がフセイン政権に反対する勢力であるシーア派部族の根拠地であ

ったことから、彼らの生活の場である湿地を意図的に破壊するためであったと言われている

（Aoki et al., 2011）。政治的弾圧に加えてこうした環境破壊のために湿原を追われた Marsh 

Arab の人々は国内外に離散し、湿原の生態系とともにその伝統的な生活様式までもが大きく

破壊されることとなった。かつては 30 万～50 万人いたと推定される Marsh Arab 全体の人口

も、一時は 10 万人程度まで減少した。 

2003 年のフセイン政権崩壊に伴って、現在は、国内外に流出していた Marsh Arab の人々

は徐々に湿原周辺に戻りつつある。彼ら自身の手により、フセイン政権下で建設された排水

路が取り壊され、湿原への水の流入を制限していた水門が開かれた。その結果、湿原は 3 割

程度まで回復したと言われている。さらに国連環境計画（UNEP）などの国際組織では、イ

ラク南部湿原の現状を環境上・人道上の重要課題として位置づけ、湿原の回復だけでなく、

植林事業の実施、塩害の除去、灌漑、水質や衛生状態の改善など、Mash Arab の人々の生活

環境全般を向上させるための協力事業を実施している。これらの成果により、2006 年にはお

よそ 50％の湿原環境が回復しつつあると報告されている（UNEP, 2006）。 

このように近年のイラク国内外の人々の協力によって、イラク南部湿原の総面積や植生被



18．イラク 南部湿原における Marsh Arab の伝統的農業 

 

－95－ 

覆は大きく回復しつつあるものの、他方では新たな問題も発生している。湿原回復のために

再導入された水によってかえって塩分や汚染物質の濃度が上がってしまい、湿原生態系が再

生できていない地域もある。また漁業を行う人々の中では、大量の魚を安価に捕獲できる簡

易な漁法として毒流し漁が幅広く行われており、人体や生物への水質汚染の影響が問題とな

っている。こうした汚染の防止のためには、漁民への啓発活動も必要とされている（UNEP, 

2006）。さらに、イラク南部では特に水需要が増加したことによる水不足が湿地を脅かして

いる。近年は地域的な干魃や人為的な水不足による砂漠化によって、さらに湿地へと耕作地

が拡大されている。またイラクでは、チグリス川・ユーフラテス川の上流に位置するトルコ、

シリア、イランなど他国との間でも、水資源の競合が起きている。こうした水不足の問題だ

けでなく、様々なプロジェクトを実施するうえでのイラク国内の治安維持の問題、また干拓

地に入植した住民の農業とUNEPによる湿原回復プロジェクトの間での水資源の配分の問題

なども残されている（UNEP, 2006; 2009）。 
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19．オマーン ドファール地域の乳香樹の利用と管理 

 

（１）背景 
 

オマーンはアラビア半島の南東部に位置しており、アラビア海およびオマーン海に面する

湾岸産油国のひとつで、4 つの特別行政区と 5 つの地方からなっている。国土面積は約 31 万

km2で、その約 3％が平野部、約 15％が山岳部、残りの約 82％が不毛の砂漠である。山岳部

は、北部のオマーン湾に沿って走るハジャル山脈と南部サラーラ周辺の三つの山脈からなる

ドファール山系がある。 

オマーン湾の沿岸部では、最高峰が 3,000m を超えるハジャル山脈からの地下水を利用し

た灌漑農業が、また、内陸部ではオアシスを利用した灌漑農業が行われている（中東協力セ

ンター, 1996）。現在のオマーン国内の作付面積は国土面積の約 7%となる 230 万 ha である

（島, 2009）。そのうち、北部のバーティナ地方を中心とした、灌漑農業が行われている土地

は 4 割強（国土の 3%）である。そのほか、牧畜や乾燥地での非木材林産物としての乳香（乳

香樹の樹液）の採取が行われている。 

政治体制は絶対君主制であり、1970 年代には君主が、歴史的な遺跡やオマーン独特の自然

環境を守るために、環境保全イニシアティブを開始し、自然保護区を設定するようになった。

例えば、南部のドファール地方の乳香樹の生育地を中心にした総面積 4,500km2の自然保護区

（Jabal Samhan Nature Reserve）や、北部沿岸部のウミガメの保護区（Ra’s al Hadd Turtle 

Reserve）などがある。また、内陸部の灌漑施設（ファラジュ、flaj）が紀元前から人類が自

然資源を利用してきたという長い歴史の文化的側面が評価され、ユネスコ世界遺産に指定さ

れている（Hammer et al., 2009）。このように、オマーン国土はペルシャ湾沿いのアラブ諸国

と比較をすると地形的特徴から、様々な景観を持っているといえる（Coppi et al, 2010）。 

南部ドファール地方は 6 月から 9 月にモンスーンの影響を受けて降水量が多く、毎日のよ

うに雨が降り、一面緑となる（在オマーン日本国大使館, 2011）。ドファール地方は最も降水

量の多い地域（182mm／年）のひとつである（Kwarteng et al, 2009）。一方で、山脈があるこ

とから、生態的特徴により砂漠地域、半砂漠地域、短牧草地域、長牧草地域、樹木地域に区

分できる（Al-Zidjali, 1995）。山脈の標高が高いところは砂漠地域が広がり、山脈の裾には牧

草地が広がる。沿岸部は農業も行われる樹木地域である。このように異なる生態的特徴がみ

られるドファール地方はオマーン国内のなかでもっとも生物多様性が高い地域といえる。以

下では主に、ドファール地方山間部の牧草地と乳香樹が自生する砂漠地および半砂漠地域を

中心に記述する。 

 

（２）乳香樹の栽培と利用 
 

ドファール地方の山間部周辺の牧草地では放牧が盛んで、住民のおよそ 3 分の 2 が放牧で

生計を立てているとされ（島，2009）、2004-2005 年のセンサスによるとヤギ 160 万頭、ヒ

ツジ 35 万頭、ウシ 33.5 万頭、ラクダ 12.3 万頭が飼育されている。また、販売用のニワトリ

の飼育も拡大している（島，2009）。一方で、山間部では遊牧民がラクダを移動手段とする

隊商（キャラバン）として生活をしてきた。 

この地域では、オマーンを代表する様々な生産物を生み出す乳香樹（Boswellia sacra Acacia 

spp.）が生育している（写真 1）。乳香の生育場所は限られ、モンスーンが吹くドファール山
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脈の背後や、モンスーンの雨は届かないがシーズン中に涼しい風が吹く乾燥地を好む（Miller 

and Morris, 1988）。乳香樹の分布が見られるのは、海抜 60m から 1,770m までであるが、乳

香の品種は Hojar/ Habjar、Nejdi、Shazri、Sha’bi の 4 つに分けられ、それぞれ生育場所が異な

る。乳香樹は人為的な植栽のほか、ラクダによる種子散布が行われてきた。乳香樹は、乾燥

地において地下水のある場所に沿って自生する。砂漠および半砂漠地帯であるドファール山

脈は、良質な乳香樹の生育地とされてきた（Fisher and Fisher, 1999）。 

乳香樹は、粘性のある樹液を多く含んでおり、採取された樹液は固まり、白い石のように

なる（写真 2）。乳香樹の樹液利用の歴史は長く、香水や薬として利用され、紀元前 2000 年

からメソポタミアやエジプトに運ばれた。紀元後 300 年までの間アラビア半島で盛んに交易

物として用いられ（Blom et al., 2000）、ギリシャやローマ帝国へも運ばれていた（Fisher and 

Fisher, 1999）。紀元前 200 年から紀元後 300 年にかけては、ドファール地方からメッカやメ

 

 

写真１．乳香樹（写真：オマーン観光省） 

 

 

写真２．乳香（写真：オマーン観光省） 
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ディナへと持ち込まれたという（Hammer et al., 2009）。伝統的な利用方法としては、オマー

ンでは消毒液や妊婦の悪阻を緩和させる薬として使用されたり（Van Beek, 2006）、虫除けや

香として燃やされ、その独特な香りは邪悪な精神を取り除き落ち着かせる作用があると認識

された。また、採れたての柔らかな樹脂は歯や歯茎の強化、口臭防止のためにチューイング

ガムのように噛まれた（Miller et al., 1988）。 

乳香樹そのものの所有および管理は、主にヤギや羊を放牧する牧畜民を中心とした地元の

親族集団によって行われてきた。特に樹高が 5、6ｍを越えるものが、樹液がたくさん出ると

考えられ、そうした樹木が中心に管理されてきた。乳香樹の相続については、基本的に世代

交代が進むに連れて、その所有権も同様に相続・分割されて行く。 

乳香の採取方法は、基本的に、一度主幹に切り込みを入れ、14 日後に同じ場所に切り込み

を入れる。さらに 14 日後に 3 回目の切り込みを入れ、そこからにじみ出てきた乳香を採取す

る。採取された乳香は乾燥させて、その後、ドファール地方の中心都市であるサラーラ市な

どに売りに出されていた。また、ラクダを率いる遊牧民のキャラバンは、移動経路にある乳

香樹から、乳香を少量ずつ採取しながら市場まで移動し、それを現金収入源もしくは交易の

ための資源として利用してきた。牧畜民によって所有されている乳香樹であっても、所有者

以外の利用が許されてきたのである。こうした、牧畜民と遊牧民による乳香樹の利用は、必

要最低限の収穫を行ってきたため、持続可能な利用方法だと言われてきた。今日では、牧畜

民の都市部への人口流出などに伴い、乳香採取は主に隣接するソマリアからの出稼ぎ人によ

って行われている。それらは国内および海外向けに香の原料として輸出されている。 

 

（３）乳香の利用と管理の変化 
 

牧畜民にとっては、乳香は現金収入源として経済的価値があった。また、キャラバンであ

る遊牧民にとっても乳香は、極度に乾燥した地域においても、現金収入や物々交換が可能な

資源として機能していた。また、ラクダは多くの食料を必要としないため、乳香樹の葉を食

べることで乾燥地における長期の体力の維持を可能にしてきた。遊牧民のキャラバンはドフ

ァールの山脈の乳香を採取しながら砂漠地帯を通って、輸送活動を行っていた。 

近年、出稼ぎなどによって現金収入が増加し、遊牧民は移動性の高い生活形態から半定住

の生活をはじめるようになり、これまで移動の手段として用いていたラクダの代わりにロバ

を購入するようになっている。ロバはラクダ以上に食料（牧草など）を必要とするため、今

日ではキャラバンが輸送活動を行う際にロバを使う場合、乳香樹が生育する砂漠の山脈越え

をするのではなく山脈裾の牧草地を通って市場まで移動するようになった。こうして、遊牧

民による乳香樹の利用の機会は減少し、その経済的価値は減少しつつある一方で、山脈裾の

牧草地の過剰な利用が進み、景観の劣化を進行させている。 

また今日、牧畜民による乳香樹の伝統的利用も行われなくなりつつある。その理由は、1970

年後半以降に急増した石油関連業への就職を、より高い収入を求める若者が希望するように

なったからである。さらに、乳香の採取に伴う過酷な肉体的労働もその理由ひとつとされる。

近年では、乳香樹の所有者は、自らは出稼ぎに出て、乳香を買い付けに来たオマーン人やソ

マリアからの出稼ぎ人を対象に、乳香を採取するための樹木の利用権を有償で貸し出すよう

になったのである。1970 年以前は、乳香の採取に従事するソマリア人はオマーン人の 10％に

満たなかったが、1998-1999 年には、オマーンに滞在するソマリア人の約 95％が乳香採取に

携わるようになり、彼らの現金収入源はほぼ 100％乳香採取に依存しているとされる。今日、

ドファール地方において約 3,000 の世帯が乳香樹の乳香の採取に携わっているが、牧畜民に
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とってもその経済的価値は変化しつつある。 

一方で、今日でも乳香樹を所有しながら、他者に貸すことなく自ら採取を行っている牧畜

民の間では、乳香樹の相続およびその所有地の細分化が進んでいる。そのようななかで、人々

は乳香の採取量の向上をはかり、以前の採取サイクルである 14 日よりも頻繁に乳香の採取作

業を行うようになった。これが乳香樹にとって負担となり、病害が発生していると言われて

いる。また、樹脂採取を短期間で過度に続けることによって、種子の生産性も落ち、乳香樹

が劣化していくことが危惧されている。大量に乳香採取を行うため、過剰に栽培本数を増加

させたことにより地力の収奪も進行しているとされる。 

 

※特に明記されていないものはすべて Farah（2008）を参照。 
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20．サウジアラビア 北部紅海沿岸地域における放牧と 

オアシス農業 

 

（１）背景 
 

アラビア半島の大部分を占めるサウジアラビアの全国土は、ケッペンの気候区分で高温乾

燥の砂漠気候に属している。内陸部の首都リヤドの年間平均温度は 26.0℃、年間平均降水量

はわずか135.7mmに過ぎず、北部紅海沿岸ではさらに少なく年間平均降水量が40mmである。

FAOSTATS によると国土面積は 215 万 km2 であり土地利用は、耕地は国土の 1.8％（3.8 万

km2）で、森林もわずか 0.5％（0.98 万 km2）に過ぎない。その一方で牧草地の面積は広く、

国土の 79.1％（170 万 km2）に及んでいる。 

紅海は、地中海とインド洋の間に位置し、北部から南部まで約 2,000km にわたる半閉鎖性

の細長い海域である。紅海は、アフリカの大地溝帯に続くため最深部は深く 3,000m 近くに

達している。周辺地域の著しい乾燥により紅海には流入河川がなく、また開発も少ないため、

紅海の海水の透明度は高く維持されている。海水の透明度の高さは、サンゴと共生する褐虫

藻の光合成のために重要であり、紅海の高水温、高い塩分濃度とあわせて、沿岸海域の造礁

サンゴのよい生息・繁殖条件となっている。また、沿岸部ではマングローブ（オオバヒルギ

Rhizophora mucronata とヒルギダマシ Avicennia marina の 2 種）や塩生植物などが生育し、ユ

ニークな生物多様性を示している。 

アラビア人がイスラム教の発生とともに政治的な力を伸ばした 7 世紀以降、紅海沿岸の中

央部では、メッカやジェッダの都市が繁栄してきた。現在人口 200 万人を越えるジェッダは

紅海沿岸最大の都市である。それに対してジェッダ以北の沿岸地方の中で、ウムルジからハ

ックルまでの 600km に及ぶ沿岸地域は、人口密度が全国平均 11.8 人／km2 に比べて 2.2～3.4

人／km2 と極端に少なく、遊牧民が占めてきた地域である（表 1）。遊牧は、近年までサウ

ジアラビアの基幹的な産業であったが、1973 年、1978 年の石油危機以降、アラビア湾岸の豊

かな石油資源の利益が流入するようになり、サウジアラビアは、外国人労働者の出稼ぎ先に

大きく変化した（図 1）。 

 

表１ 北部紅海沿岸の主な市の人口密度、外国人比率および当該州の人口と外国人比率 

行政区 州 タブク メディナ メッカ 

地 名  市 ハックル ドゥバ アルワジ ウムルジ ヤンブー マストゥーラ 

人口 人 19,323 39,100 32,644 44,091 172,086 5,,207 

推定面積 km2 5,643 15,750 15,000 16,000 4,250 25 

人口密度 人/km2 3.4 2.5 2.2 2.8 22.2 208.3 

外国人比率 ％ 17.1 19.1 13.3 11.5 22.2 14.6 

        

行政区 州 タブク州 メディナ州 メッカ州 

人口 人 486,134 1,084,947 4,467,670 

外国人比率 ％ 17.3 22.8 37.8 

出典：サウジアラビア 1992 年人口センサス、市の外国人比率は各地公立病院のデータの推計値 
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図１．サウジアラビア北部紅海沿岸の都市と開発（自然研・新日本気象株式会社, 2000） 

 

（２）オアシス農業と放牧システム 
 

オアシス農業 

北部紅海沿岸の陸域では、砂砂漠や岩石砂漠が広がり、稀にアカシア（Acacia ehrenbergiana）

の極めて疎らな疎林や、オアシスを水源とする農園が点在している。こうしたオアシスやワ

ジ（wadi：降雨時または雨季にのみ水の流れる谷。地下水脈がある）に対して、紅海沿岸の

高い湿度（平均 60％）が、水分を供給していると考えられている。 

このような、ワジやオアシスを水源とする灌漑農業が行われているオアシス農園は、紅海

沿岸に点在する。オアシス農園では、栽培される商品作物の販売額を試算しながら、朝と午

後の時間給水で水とディーゼルポンプの重油代を節約する。代表的な作物がナツメヤシ、デ

ーツである。デーツは乾燥に強く、オアシスの少量で、塩分を含む水質の劣る条件下でも成

育し、その干した実は遊牧民の伝統的な炭水化物栄養源である。他に、水質条件が劣るオア

シス農園でも栽培できるのが牧草であり、乾し草として販売されている。水質が良く、水量

も豊富な場所では、野菜や果樹栽培が行われている。近年は、デーツ栽培とヒツジ飼育を組

み合わせたオアシス農園が、外国人作業員の雇用によって支えられている。 

 

放牧とヒマシステム 

植物資源の乏しい地域では、アラブ系の遊牧民によって遊牧が行われてきた（写真 1）。

乾燥地域では人間が直接食料として利用できる植物資源が少ないため、家畜の採食を通じて

生産活動を行っている（宮崎・石田, 1996）。熱暑環境や乾燥に強いヒツジ、ヤギ、ラクダ等
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の飼料は、砂地のキビ属等の多年草や低木の葉や樹皮などである。ラクダは、ヒツジも食べ

る草や低木を好み、加えてトゲの長いかん木も積極的に食べる（石田・宮崎, 1996）うえ、海

岸のマングローブや塩生植物まで好む。さらに、長い歴史にわたって砂や岩石の砂漠の中で、

遊牧が可能であった基盤には、乏しい植物資源を根絶させずに持続可能な利用をしてきた牧

草保護地、ヒマ（hima）を伝えてきたことにある。ヒマとは放牧地を石で囲われた牧草保護

地のことであり、ヒマの設定は、アラビア半島で昔から広く実施され、オマーン、シリア、

イエーメンそしてサウジアラビアにおいて今日まで残っている。ヒマシステムは、一般的に

これらの半乾燥および乾燥地帯において自給自足生産のための不可欠の要素である（Child 

and Grainger, 1990）。 

ヒマという言葉はアラビアで 5 世紀半ばまで遡ることができるように、ヒマによる資源管

理の歴史は千年以上にわたると考えられている。ただし、当初のヒマは、狩猟、樹木伐採、

植物採取等の禁止された、族長や有力者（シャリフ：sharif）の保護地としての意味だった。

しかし、その後のイスラム教の発展により、その機能は変容してきた。例えば 7 世紀の第二

代正統カリフのウマル・イブン・ハッターブにより、貧民の保護にヒマの利用が認められる

など、イスラムの法と部族の慣習に基づきつつ、コミュニティのための資源管理が行われて

きた（縄田, 2009）。1960 年の調査によれば、ヒマの管理システムは以下の 5 つが例示され

ている。①家畜の放牧を常時禁止しているが、干ばつの年に限り飼料の刈り取り採取が許可

されるヒマ、②草や他の植物が成長、繁茂した後にのみ放牧および刈り取り採取が許可され

るヒマ、③家畜のタイプによって放牧が許可されるヒマ、④養蜂のためのヒマ、⑤基本的に

樹木を保護するためのヒマである（Child and Grainger, 1990）。 

 

遊牧とオアシス農業の連続性 

1970 年代の調査（片倉, 1977）では、遊牧とオアシス農業の連続性や人々の交流が指摘さ

れている（表 2）。遊牧民は、乏しい資源しか得られない土地で生活するため、分散して生

計を営む傾向が強く、その一方で農耕をする人々とは日常的に接触したり、場合によっては

自身も農耕に従事したり、また都市との接触も盛んに行っていた（片倉, 1977）。 

 

 

写真１．北部紅海沿岸でのヒツジ、ヤギの放牧（写真：（財）自然環境研究センター） 
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表２ アラビア人の居住形態と生活手段、換金物、1世帯平均家畜、地域概況 

居住 

形態 
生活手段 換金物 1 世帯平均家畜 地域概況 

移動 
・牧畜（水・植物を追っ

て遊牧移動） 

・ヒツジ・ヤギとその乳

脂、毛 

・ラクダとその干し乳か

すと毛 

・ラクダ 20 頭以上 

・ヒツジ・ヤギ 100 頭以

上 

・砂砂漠 

・岩石砂漠 

半移動 

・降雨依存農業 

・出稼ぎ 

・狩猟・牧畜 

・農作物（スイカ、乾し

草等飼料） 

・労働力 

・牛糞（肥料） 

・牛 

・ラクダ 3 頭以下 

・ヒツジ・ヤギ 50 頭以下

・牛 1～2 頭 

・ワジ・山岳地帯 

・都市近郊（メッカ・ジ

ェッダ等） 

定住 

・オアシス、井戸に依存

する農業 

・副業 

・農作物 

・牛、ロバ 

・鳩、鶏卵 

・ヒツジ・ヤギ 2～10 頭

・ロバ 1～2 頭 

・牛 1～2 頭 

・オアシス 

・ワジ 

出典：片倉もとこ（1977）を改変 

 

また、遊牧民も定住農民もアラビア半島における厳しい自然環境への共通認識を抱いてお

り（片倉,1977）、サウジアラビアでの少なくとも地方では何百年もむかしから乏しい資源へ

のアクセスを分かち合う必要性が理解されていた（Child and Grainger, 1990）。また、定住農

民がヒマを管理する理由は、遊牧民のヒツジやラクダの群れの旺盛な食欲への備えでもある。

遊牧民へヒマ資源の一部を与えることによって、定住農民は自分たちの農園を護ってきた

（Child and Grainger, 1990）。ヒマは遊牧民と定住農民とで、相互に少ない資源を分かち合う

共通認識に基づいており、結果的にヒマ利用者たる遊牧民がヒマ資源の乱用を慎むことでヒ

マは持続的に保全されてきた。 

 

（３）課題と対応 
 

サウジアラビアは石油資源により豊かになり、北部紅海沿岸部では、遊牧やオアシス農園

を管理してきた人々は役所や沿岸警備隊の勤務、石油関連企業や淡水化プラント工場などで

働くようになった。サウジアラビアの放牧地は 1970 年代に全放牧地の 85％が著しく劣化し

ており、1965 年には約 3,000 あったヒマが 1990 年にはその大半が見捨てられて、遙かに少な

くなった（Child and Grainger, 1990）。遊牧民は定住化して、生活形態は大きく変化している。

ヒマが劣化、衰退する中で、本格的な遊牧はなくなり、移動の規模の小さい放牧が一般的と

なっている。一方で、こうした放牧や農業を含めて外国人労働者への依存がますます強くな

っている。また、サウジアラビア人の間でも、外国人労働者に依存せず自然とのかかわりの

強い生業を自ら担った 70 歳以上の世代、外国人労働者にかなりの程度依存してきた 40～60

歳代、完全に依存している 10～30 歳代と、急激なライフスタイルの変化による世代間の差異

は大きい。こうした世代間ギャップの存在を認めつつ、地域の環境保全においても外国人労

働者との関係を強化することの必要性も指摘されている（縄田, 2008）。 

このような状況に対応して、サウジアラビアでは、国内の野生生物や生態系の保護、修復

を目指す政府機関として、サウジ野生生物委員会（Saudi Wildlife Commission : SWC）を 1989

年に発足させた。同委員会は、希少な野生生物や生態系を保護するために自然環境管理計画
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を作成し、自然保護区を設立、管理する権限をもち、イスラムの伝統に基づいた自然保護区

の設立を進めており、サウジアラビアにおける伝統的なヒマについて、イスラム教成立初期

以来、持続的に管理され、長期間成立してきた放牧地や林地の保全の例の一つであると認識

している（SWC, 2011）。 

しかし、ヒマの伝統を受け継ぐ野生生物保護区でも、実際の地域の設定では、社会的、経

済的、文化的な特徴に適合しなければない（SWC, 2011）。そのためサウジ野生生物委員会

では、保護区設定のための基準として生物生態的な基準とともに、社会経済的な基準、特に

「地域住民への明らかな経済的利益」や「地域住民の伝統的保護の認識」など地元の住民の

意向を重視している。委員会では、自然保護区として適格な 56 の陸上の保護区および 47 の

海上保護区そしてサンゴ礁を公式発表している。その中で地元の支持、土地利用上の係争等

に配慮して、現在、委員会は 15 の保護区指定にまで至っており、その面積は全国土の 8％に

及び、近い将来国土の 10％以上の指定を目指している（SWC, 2011）。 
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21．シリア 北西部および地中海沿岸の丘陵地における 

オリーブ栽培 

 

（１）背景 
 

オリーブの木は世界最古の栽培樹木の一つであり、スペインから中東に至る地中海沿岸で

広く栽培されている。シリアは人類史上初めてオリーブが発見・利用された地で、その栽培

の開始は紀元前 2400 年頃と言われている。そのため野生種も多数分布しており、オリーブの

遺伝的多様性にとって重要な地域と言われている（ただし栽培品種は主要 5 種類が 89％を占

めている）（Embassy of the Syrian Arab Republic, 発行年不明）。 

シリアにおいて、オリーブ栽培の盛んな地域は、北西部のアレッポ県及びイドリブ県に広

がる丘陵地、さらにトルコとの国境地域からダマスカス行政区にかけて地中海海岸線に平行

する山々（主にラッタキア県、タルタス県）に沿って広がる丘陵地である。シリアの農業気

候ゾーン（Agro-climatic zones）は 5 つに分類されている（表 1）。オリーブ栽培の 9 割は天

水農業で、シリアのオリーブの栽培地のほとんどが年間降水量350mm以上のZone 1であり、

その他の地域と比べて降水に恵まれた地域である。これらの地域は一般的に、冬季に雨が多

く、夏季は気温が高く、冬季に比べて乾燥している（Wattenbach, 2006）。 

 

表１．シリアの農業気候ゾーン 

Zone 1 

年間降水量 350mm 以上、以下の 2 タイプに分けられる 

A：年間降水量 600mm 以上の地域（地中海沿岸地域） 

B：年間降水量 350－600mm で、作物成長期の 2／3 に 300mm 以上の降水があり、3

年間に 2 シーズンの作付けが可能な地域（北西部のホムス、ハマ、アレッポなど） 

オリーブ栽培の主要地域 

国土の 14.6％ 

Zone 2 
年間降水量 250－350mm で、作物成長期の 2／3 に 300mm 以上の降水があり、3 年間

に 2 シーズンの大麦作付けが可能な地域 
国土の 13.3％ 

Zone 3 
年間降水量 250－350mm で、作物成長期の 1／2 に 250mm 以上の降水があり、3 年間

に 1－2 シーズンの作付けが可能な地域 
国土の 7.1％ 

Zone 4 年間降水量 200－250mm で、作物成長期の 1／2 に 200mm 以上の降水がある地域 国土の 9.9％ 

Zone 5 砂漠・ステップ。天水農業には不適な地域 国土の 55.1％ 

出典：（社）海外農業開発コンサルタンツ協会（1995）及び Wattenbach（2006）より作成 

 

1946 年の独立以来、農業はシリアの最も重要な産業であり、1940－50 年代には全産業のう

ち農業が最も急激に成長した。しかし 1970－80 年代にかけては他産業が成長したため相対的

に農業の重要性は低下し、70 年代に労働人口の約 50％を占めていた農業従事者は、80 年代

には約 30％にまで減少した（Collelo, 1987）。そのような中、シリア政府は 80 年代半ばから

農業振興政策を開始し、耕地拡大や灌漑施設の整備を行った結果、シリアの農業従事者は

2008 年には 140 万人を超え、1980 年のおよそ 2 倍となった。 

政府による土地の開墾奨励、価格の一部補助によるオリーブの種の配布等により、オリー

ブの栽培は 1980 年代から増加し始め、さらに 90 年代以降に急激に増加した。オリーブ栽培

の規模は、1990 年にはシリア全国で 39 万 ha、4,460 万本であったが、2008 年には 62 万 ha、
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9,000 万本に増加している。なかでもイドリブ県、アレッポ県、ラッタキア県、タルタス県の

4 県でシリアのオリーブ栽培面積の 72％、総生産高の 68%を占めている（Embassy of the Syrian 

Arab Republic, 発行年不明）。 

シリアは 1960 年前後からソ連との関係を深め、社会主義体制を取っている。したがって、

それ以前の自由主義体制の下での銀行、企業等は国有となっている。土地所有に関しては、

1958 年に土地改革が行われ、個人の所有面積の差を減少するため、所有可能面積の上限が設

けられ、それを超える部分が所有者から没収され国有地となった。この改革で個人所有の耕

作地の約 22％が国有化されたが、上限内の土地については国有化が行われず、現在に至るま

で多くの農地は個人所有が認められたままである（Ciro and Jacques, 2003; （社）海外農業開

発コンサルタンツ協会, 1995）。よって、オリーブ栽培地の多くは私有地である。また、オリ

ーブ栽培の盛んな丘陵地域は他の地域と比べ人口密度が高いため、所有者一人当たりの平均

耕作地面積は 3.06ha と、シリアの全国平均 5.77ha に比べ小さい。そのため、この地域では農

業以外からの収入への依存度が高い（Wattenbach, 2006）。 

 

表２．シリアの土地所有形態（数値は 2000 年のもの、単位は 100 万 ha） 

非登録国有地 7.7 

・一般的な利用のための共有地域（森林、

牧草地、ステップ、荒地、河川、湖、道

路など） 国有地 

11.5（62％） 登録国有地  

a) 土地改革以前からの登録国有地 2.4 

b) 土地改革による新たな登録国有地 1.4 

・パブリックセクター（国営農場など） 

・農地改革後に個人に分配された土地、 

貸地 

国土面積 

18.5 

私有地 

7.0（38％） 

耕作地 6.5（オリーブ栽培地の大部分を含む） 

非耕作地 0.5 

出典：Ciro and Jacques（2003）より作成 

 

（２）北西部から地中海沿岸の丘陵地におけるオリーブ栽培 
 

シリア北西部から地中海沿岸に広がる丘陵地では灌漑はほとんど整備されておらず、天水

農業が行われている。この地域ではオリーブ栽培が最も盛んであり、その他に、割合は少な

いがコムギやサクランボも栽培されている（Wattenbach, 2006）。 

オリーブ栽培の盛んな丘陵地が面積の大部分を占める北西部アレッポ県 Maghara 村では、

一般的に雨の多い秋から春にかけてオリーブ植え付けのための土地の耕作を行う。耕作は、

種まきや苗の植え付けに備えて最初に土壌を耕起する農具である犂をロバやラバに引かせる

手法（fadhan）が最も一般的である。一般的に fadhan は急斜面や不規則な土地で行われ、機

械耕作は面積が広く、アクセスが容易な場所で利用される。農民のなかには降雨による土壌

侵食や水の流出を防ぐ効果がある等高線に沿った帯状の耕作（等高線耕作）をする者もいれ

ば、土壌浸食の原因となる高地から低地へと縦向きの耕作をする者もいる。オリーブ栽培に

おいて、ほとんどの農家は農薬を使わないが、肥料を使うことは多い。オリーブの収穫時期

は 10 月末から 12 月末が一般的で、ときに 1 月まで延びることもある。収穫はたいてい手作

業で行われ、農家の家族によって行われる場合が多い（Van der Zanden, 2011）。さらに、オリ

ーブの果樹園では、土壌や水の保全のための伝統的技術が見られる。その代表的なものが石

積みの壁である。また、自生している草を等高線沿いに残す vegetation strip や、斜面に生育

する樹木の斜面下部側に半円形の段地を形成し、それに石積みの壁を組み合わせたりもして
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いる。これらはいずれも、地表水の流量及び速度を減少させ、土壌浸食を防ぐ効果がある。

さらに加えて、土壌の保湿性を高める効果もある。またシリア北西部の一部の丘陵地では水

不足の問題があるため、樹木の周りを囲むように V 字状に盛り土をし、その中を流れる雨水

を逃さず地中にしみこませる集水技術がある（Van der Zanden, 2011）。 

石積みの技術は伝統的に受け継がれてきたものであり、古い時代には手仕事で条件の良い

所から少しずつ開拓が進められてきた。古い段々畑では斜面の微地形条件がうまく利用され

ており、石積みの労力を最小限に抑え、最大限の効果を得るために、元の地形や降水時の水

の流れ方等が極めて詳細に観察されていたと考えられる。一方、近年になって機械力を使っ

て図面通りに建設された石積みは、一見きれいに出来上がってはいるが、伝統的なものと比

較して崩壊等の可能性が高いと言われている（国際耕種株式会社, 1997）。 

オリーブ栽培は地中海沿岸地方の最も重要な伝統的農業活動であり、その農業風景は文化

的な価値を持つ（Van der Zanden, 2011）。また、食料生産において重要であり、地元民が必要

とする食料の一部を供給する。経済的には、農業生産への付加価値や GNP（国民総生産）へ

の貢献、オリーブやオリーブオイルの輸出を通じた国の外貨獲得があげられる。現在シリア

のオリーブ生産は世界第 5 位であり、園芸作物のうち 65％をオリーブが占めている。オリー

ブ部門は、その栽培やオリーブオイルへの加工（オリーブ総生産量の 80％）、貯蔵、輸送、

輸出分野などを通じて直接・間接的に国民の 25%の収入源となっている重要作物であり、雇

用創出の重要な部門と考えられている（Embassy of the Syrian Arab Republic, 発行年不明）。 

オリーブ栽培の環境面での重要性は、石積み等の伝統的技術による土壌の浸食防止、水の

有効利用による半乾燥地や傾斜地など他の土地利用が限られる土地の活用が挙げられる。さ

らに、オリーブ栽培は砂漠化プロセスを抑制する効果もある。 

 

（３）課題と対応 
 

シリアの 2000 年の生物多様性国家戦略によると、急激な人口増加（年 3.6％以上）が生物

多様性保全にとっての最も深刻な影響要因となっている。農地、放牧地から居住地への土地

利用変化、オリーブやアーモンドなどの栽培種の野生原種が生育する山地や沿岸の森林の開

発による消失、伝統的な土地利用の喪失など土地利用の変化が農業生物多様性への主な悪影

響と考えられている（Syrian Arab Republic, 2000）。 

オリーブ栽培に関しては、近年、従来の主要な栽培地域である北西部から、非常に乾燥し

水資源に乏しい南部、東部など周辺地域に広がっている。このオリーブ栽培の拡大は主に限

界耕作地で行われ、新しい耕作地の多くは急勾配の斜面である。急勾配の斜面では土壌浸食

が起こりやすいにもかかわらず、オリーブ栽培の拡大は土壌浸食の危険性の考慮なしに行わ

れた。また、これらの地域では水不足や地下水の過剰な汲み上げが問題になっている

（Barneveld et al., 2009）。急傾斜地では植林等による土壌保全も実施されているものの、土

質によってはかなり激しい崩壊も起こっている（国際耕種株式会社，1996）。今後は、土壌

侵食や水問題への対応と農民の生計維持のための生産性の確保の両立が必要である。 

地球環境ファシリティ（GEF）による小規模無償プログラム（SGP）として国連開発計画

（UNDP）は、オリーブ栽培の盛んなシリア北西部の劣化の激しい山地流域において “Land 

and Water Management, Diversification and Micro-Credits to Combat Land Degradation and Improve 

Livelihoods in the Mountains of Afrin”（アフリンの山岳地帯における土地劣化と生計向上のた

めの土地と水の管理、多様化、マイクロクレジット）というプロジェクトを 2008 年 9 月より

3 カ年の予定で実施している。本プロジェクトでは、土地及び水資源の管理技術の開発など



21．シリア 北西部および地中海沿岸の丘陵地におけるオリーブ栽培 
 

－108－ 

を通じて、持続可能で効果的な利用や農民の安定した生活を目指しており、これらを支援す

るためのマイクロクレジットシステムの開発に取り組んでいる。また、薬草や果物などの栽

培や蜂蜜の生産など農業の多様化を通し、農業収入を向上させることにも取組んでおり、農

家自らが劣化の激しいオリーブ畑の再生を行うことも支援している。 
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